
大学生が新型コロナウイルス感染予防のための 
自粛を開始するまでのプロセス 

 
藤間優子1*	 秋山美紀1,2,3** 

 
1慶應義塾大学 環境情報学部 (2020年9月卒業) 
2慶應義塾大学 大学院 政策・メディア研究科 

3慶應義塾大学 大学院 健康マネジメント研究科 
 

*yuuko.tooma-0522@keio.jp 
**miki@sfc.keio.ac.jp 

 
要旨 

 
	 新型コロナウイルス感染拡大を抑制する対策を考える際の一助とするため、初期の段階で感染予防のため

の自粛という行動変容が大学生らにどのように起きたのかを解明することを本研究の目的とした。本研究で

は大学生・大学院生5人に対して半構造化インタビューを行い、グラウンデッド・セオリー・アプローチに
よる分析を行った。その結果、行動自粛という行動変容は、【他人に移してはいけない気持ち】という中心

概念と、それに関連する12のカテゴリー・サブカテゴリーで構成されていた。 
	 本研究の結果として、大学生・大学院生は周囲の変化と自分の危機感を相対的に評価しながら自らの行動

を決断していることが示された。プロセスを循環し自粛の検討へと進むにつれ、新型コロナウイルスの罹患

性と重大性の認知が高まり、一方で自粛を開始するにあたっての障害は、自粛がもたらす利益および自己効

力感が高まることによって、軽減されることが示唆された。批判される恐怖心を煽るのではなく、「大切な

人を守ることができる」といった自粛の利益と、ツールによって自粛をうまく遂行できるという自己効力感

を高めることで行動変容が促進されると考えられる。 
 
キーワード: 新型コロナウイルス・感染予防・行動変容・自己効力感・健康信念モデル 
 
1 背景 
	 新型コロナウイルスが世界的な大流行をする中、

日本では2020年7月22日に全国の1日当たりの感染
者数が過去最多を更新し、全国的な感染の広がりが

目立ち始めている
 [1] 。 

若者の感染割合も高まる中

で、若者は感染しても症状がないか軽く、気付かな

いうちに他の人に移す可能性があることから、専門

家は「若者も危機感を」と訴えている
[2]
。これらの

ことから、10〜30代の若者の行動が今後の感染防止
拡大の鍵となっていると考えられる。特に行動範囲

が広く多数の人と関わる大学生の外出自粛を促進

し、感染拡大を抑制することが急務であると考えら

れる。 
 
2 目的 
	 本研究の目的は、流行の比較的初期の段階で大学

生・大学院生が新型コロナウイルス感染予防のため

の自粛を開始するまでのプロセスを明らかにする

ことである。自粛という行動変容がどのようにして

起きたのかを解明することで、新型コロナウイルス

の感染拡大を予防するための行動自粛を促す対策

を考える際の一助とすることができるのではない

かと考えた。 
 

3 方法 
3.1 研究デザイン・対象 
	 本研究は、質的帰納的な研究である。研究対象者

は、2020年4月初旬の段階で感染予防のために自粛
を開始していた大学生・大学院生で、2020年4月〜6
月の間に、オンラインコミュニケーションツールの

「zoom」または「webex」を用いてインタビューを
実施した。インタビュー時間は一人30分～60分で、
インタビューガイドに沿って、新型コロナ感染への

意識の変化、自粛行動をとるようになった時期、自

粛行動の内容、影響を与えた出来事、それぞれの時

期の気持ちの動き等についてオープンエンドな問

いかけをして回答を得た。 
3.2 分析方法 
分析には、体験の多様なプロセスを把握することに

長けた、戈木・ストラウスによるグラウンデッド・

セオリー・アプローチ
[3]
（以下GTA）を用いた。GTA

はデータからカテゴリー（概念）を抽出し、関連づ

けることによって理論を生成しようとする方法で

ある。 
3.3 倫理的配慮 
	 研究内容及び研究参加における個人の自由意志

の尊重などについて説明し、同意が得られた人を研

究協力者とした。 



4 結果 
	 研究協力者の属性を表 1に示す。 
 

表1：研究協力者の基本属性 

 
	 インタビューで得られたデータを分析した結

果、行動自粛という現象は、【他人に移してはいけ

ないという気持ち】というカテゴリーを中心に

《感染可能性の評価》《周囲の感染対策による行動

制限》《自分は大丈夫だという認識》《今までの生

活の継続》《自分の身近に起きた異変》《批判され

る恐怖》《自粛の検討》〈周囲の気遣い・行動自

粛〉〈自粛をサポートするツール〉《自粛の開始》

《今後の行動の検討》という 12個のカテゴリー・
サブカテゴリーで形成されていた。 
本現象のカテゴリー同士の関連を図 1に示す。 

 

 
図 1：行動自粛という現象に関わるカテゴリー関連図 

  



5 考察 
5.1 【他人に移してはいけないという気持ち】が自
粛の開始までのプロセスに与える影響 
	 本研究では第一に、大学生・大学院生が新型コロ

ナウイルス感染予防のための自粛を開始するプロ

セスの中で、【他人に移してはいけないという気持

ち】が重要な役割を果たしていることが明らかにな

った。【他人に移してはいけないという気持ち】の

中には自分が感染源となることへの恐れや大切な

人を守りたいという気持ち、高齢者などのリスクが

高い周囲への配慮、自分が感染者だと思って行動す

る心構えなどが含まれていた。 
	 この【他人に移してはいけないという気持ち】を

自粛というプロセス全体から紐解くと、「健康信念

モデル(Health Belief Model：HBM) 」[4]
の理論に当

てはまる現象が起きていたと解釈できた。健康信念

モデルでは健康行動の主な促進要因として「脅威の

認識」と「メリットとデメリットのバランス」が挙

げられている。これらを整理するため健康信念モデ

ルの概念と本プロセスでの具体例を表2に示す。 
 

表2：健康行動の促進要因・健康信念モデルの概念と 
本プロセスでの具体例 

 
 
	 本研究の中心カテゴリーは【他人に移してはいけ

ないという気持ち】であり、感染を自分ごととして

捉えた上で、自分ではなく他人に配慮する「大切な

人を守りたい気持ち」によって一層自粛が促されて

いた。特に自分が感染者だと思って行動する心構え

では、自分が無症状の感染者であることを想定して

自粛の検討に至るなど、周囲への配慮、という日本

人の特性を垣間見ることができた。先行研究では自

分自身が罹患するという可能性・懸念が予防行動の

ための要因となっており、このような周囲への配慮

という要因と類似したものは見られなかった。その

ため、本研究におけるこの結果は希少であり、イン

タビュー調査における対象者の個人因子や価値観、

新型コロナウイルスという未知の感染症への恐怖

が影響したと考えられる。 
 
5.2 予防行動における要素としての《批判される恐
怖》 
	 本研究の結果から《批判される恐怖》を感じてい

るとより感染予防のための自粛が促進されている

ことがわかった。これは先行研究で碓井(2009) [5]
は

「不安がリスク回避行動である感染予防行動を引

き起こすことが示唆されている。」と述べられてい

たが、この「不安」の具体例1つとして《批判される
恐怖》が挙げられるのではないか、という新たな知

見が示唆されている。自粛をすることによって《批

判される恐怖》のリスクが低下する、という認識に

よって感染予防行動が引き起こされていると考え

られる。 
	 また、この《批判される恐怖》では自分よりも家

族が攻撃の対象となることが危険視されていた。さ

らに、医師・公務員など批判の対象となりやすい社

会的役割があると、《批判される恐怖》がより高ま

っており、自粛が促進されていた。 
	 一方で、市村ら(2014) [6]

は批判を受けるかもしれ

ないという不安を感じることで無力感や怒りなど

を感じていた、と述べており、自粛の促進のために

批判される恐怖を煽ることは、自粛の促進ではなく

無力感や怒りなどの他の問題を引き起こしかねず、

実施にはさらなる検討が必要である。 
 
5.3 〈周囲の気遣い・サポート〉〈自粛をサポートす
るツール〉による自粛の実現可能性の検討 
	 本研究では大学生・大学院生が新型コロナウイル

ス感染予防のための自粛を開始するプロセスの中

で、自粛の実現可能性の検討が行われていた。《自

粛の検討》をする際に＜周囲の気遣い・サポート＞

＜自粛をサポートするツール＞の有無が自粛の実

現可能性を左右しており、自粛という意思決定に影

響を与えていた。＜周囲の気遣い・サポート＞＜自

粛をサポートするツール＞の中には家族や友人に

よる物資の供給や体調の共有といった、心理的・物

質的双方のサポートや、家族をあげての自粛への取

り組み(スーパーに行かずにネット通販を利用する
など)、オンラインコミュニケーション手段の確保
や家での運動に取り組む環境などが含まれていた。 
	 この自粛の実現可能性の検討の要因を紐解くと、

計画的行動理論(Theory of Planned Behavior：TPB) [4] 
の理論に当てはまる現象が起きていることがわか

る。計画的行動理論では行動意図が行動の最も重要

な決定要因であり、その行動意図に影響を与える要

因が、行動への態度、主観的規範、行動コントロー

ル感の3つである。これらを整理するため計画的行
動理論と本プロセスでの具体例を図2に示す。 



 
図2：計画的行動理論と本プロセスでの具体例 

 
	 ＜周囲の気遣い・サポート＞は行動のきっかけ・

主観的規範となり、家族が自分を心配してサポート

してくれる、という実感から周囲のサポートに応え

ようという想いが生まれていた。また、周囲の人の

行動自粛も自身が自粛を開始する際の後押しにな

っており、周囲の友人の変化と自分の状況を相対的

に評価して、実現可能性の検討をしていた。 
	 また、〈自粛をサポートするツール〉としてオン

ラインコミュニケーション手段の確保や家での運

動に取り組む環境があることによって、自分が新型

コロナウイルスが流行する状況の中で自粛という

行動をうまく遂行できるという、自己効力感・行動

コントロール感が高まっていた。自粛を開始しても

変わらずコミュニケーションが取れる・運動ができ

る、という安心感によって、自粛の開始、という最

後の選択をすることができたと考えられる。 
	 本研究では、＜周囲の気遣い・サポート＞＜自粛

をサポートするツール＞があればあるほど自粛の

開始に至る期間が短い傾向が見られた。これらのこ

とから、自粛を検討する際、自粛の最後の後押しと

なるのは、家族や友人の心理的・物質的双方のサポ

ートと自粛を開始した際の生活の充実度であると

考えられる。家族や友人が自分を心配してサポート

してくれる、という実感や、zoomやオンラインゲー
ムといったコミュニケーション手段・散歩やフィッ

トネスなどの確保は自粛の最後の決め手になって

いる。この理由として、周囲のサポートに応えよう

という想いや、自粛を開始しても変わらずコミュニ

ケーションが取れる・運動ができる、という安心感

があるのではないかと考える。 
 
5.4 本研究の限界 
	 本研究の結果は、5名の大学生・大学院生にイン
タビューを実施し、新型コロナウイルス感染予防の

ための自粛を開始するまでを振り返ることで得ら

れたデータに基づくものである。 
	 研究協力者の性別・学年・一人暮らしか実家暮ら

しか・理系か文系かなどはなるべく均等になるよう

に配慮したが、医学部の学生など通常の大学生・大

学院生とは異なる状況に置かれている研究協力者

も含まれていた。よって、本研究が全ての事象を正

確に把握したものであるとは言い難い。 
	 今回のデータから抽出されなかったディメンシ

ョンとカテゴリー同士の関連付けは推測で示して

おり、論理的飽和に至っていない。今後、理論的サ

ンプリングを用いたさらなるデータの収集が必要

である。 
	 しかしながら、新型コロナウイルスの感染が拡大

して間もない現在において、本研究においてカテゴ

リーを抽出し、現象の構造とプロセスを把握できた

ことは、今後の研究の糧となるのではないかと考え

る。 
 
6 結論 
	 本研究の結論として、プロセスを循環し自粛の検

討へと進むにつれ、新型コロナウイルスの罹患性と

重大性の認知、自粛の利益と自己効力感が高まるこ

とがわかった。そして、自粛の開始の障害は自粛の

利益および自己効力感によって軽減される可能性

が示唆された。批判される恐怖心を煽るのではなく、

「大切な人を守ることができる」といった自粛の利

益と、ツールによって自粛をうまく遂行できるとい

う自己効力感を高めることで行動変容が促進され

ると考えられる。また、自粛という行動は新型コロ

ナウイルスに関する正しい知識はもちろん、サポー

トしてくれる家族などの身近な存在および自分の

身近で異変が起きた経験があることで促進される

可能性が示された。 
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要旨 

 聴覚想起とは、頭の中で音を思い浮かべる認知タスクである。この神経基盤として聴覚処理、デフォル

ト・モード・ネットワーク (DMN) の抑制、記憶処理の三つが知られているが、記憶処理のみに関して電気
生理的な理解が進んでいない。また、想起ピッチの神経表象についても理解が浅い。そこで我々は聴覚処理

の記憶処理プロセス及び想起ピッチに関する神経律動を明らかにするため本研究を行った。基準音よりも一

オクターブ上もしくは下の音を想起した際の脳波を計測した結果、想起ピッチの文脈に関しては右前頭部及

び右側頭部でのγパワーが、内容に関しては同部位間のδ位相同期が関連していることが明らかになった。前
者は聴覚想起に必要とされる心的操作や記憶想起、後者は記憶想起やDMNの抑制への関連が示唆された。
また、想起ピッチの神経表象を明らかになった。これらの結果は、聴覚想起の神経基盤のさらなる理解、及

び音楽Brain-Computer Interfaceの実現に向けた重要な一歩となった。 
 
キーワード: 聴覚想起、神経律動、Brain-Computer Interface、音楽 
 
1 背景 
1.1 本研究の着想 
近年、Brain-Computer Interface (BCI) が目覚まし
い勢いで発展を遂げている。BCIとは、脳とコンピ
ューターをつなぐ仕組みであり、この技術を用いれ

ば「念じる」だけで車椅子を動かしたり文字を入力

することが可能となる。このBCIの基礎研究として
取り上げられる脳機能は、運動想起、視覚フィード

バックの二つが多い (Lotte et al., 2007)。聴覚機能に
着目したものは少数であり、特に「念じるだけで演

奏できる」という、いわば音楽BCIは研究が進んで
いない。ここに着目した著者は、聴覚想起時の脳波

を解読する研究を行い、そのデコーディング技術の

解明に寄与した (Sakamoto et al., 2019) 。しかし、こ
の研究ではアルゴリズムの性能に着目したため、聴

覚想起時の詳細な脳機能、つまりエンコーディング

に迫ることはできなかった。本研究は、この問題を

解決するために立ち上げられたものである。 
 
1.2 聴覚想起の神経基盤 
 これまでの研究から、聴覚想起には①聴覚関連部

位における聴覚処理②頭頂部位・運動関連部位にお

けるデフォルト・モード・ネットワーク (DMN) の
抑制③前頭部位における記憶想起の三つのプロセ

スが関連することが明らかになっている。 
 古くより、聴覚想起時には二次聴覚野を含む上側

頭回が賦活することが知られている (Zatorre et al., 
1996)。また、この際のニューロンの活動に目を向け
ると、側頭部における時間周波数受容野が聴覚想起

時と知覚時の間で類似することも報告されている 
(Martin et al., 2017)。 

 頭頂間溝、及び補足運動野や運動前野の活動も

様々な研究で報告されている (Halpern et al., 2004; 
Zatorre et al., 2010)。頭頂間溝の活動に関しては視覚
想起においてもみられており、モダリティに依らな

い活動、特にDMNの抑制を反映していると考えら
れている (Daselaar et al., 2010)。運動野におけるニ
ューロンの発火パターンに着目すると、左聴覚野と

左運動野がθリズム (3-8 Hz) の律動で同期するこ
とが報告されている (Gelding et al., 2019)。 
 更に、前頭部の重要性も多くの研究で示唆されて

おり (Zhang et al., 2017) 、特に右上側頭回と右前頭
部の機能的結合が聴覚想起に関連することが報告

されている (Herholz et al., 2012) 。これらは聴覚想
起に関連する記憶想起プロセスを反映していると

考えられており (Ding et al., 2019) 、他のモダリテ
ィにおいても想起タスクと記憶処理の関連性が論

じられている (Kosslyn, 2005)。しかし、この際の神
経律動、つまりニューロンの電気生理的な活動は明

らかになっていない。 
 
1.3 想起音の神経表象 
 聴覚想起の関わる認知プロセス、及びその神経基

盤については上述の通り研究が進んできたが、想起

した音の音響的特徴がどのように神経活動に表象

されるかについては研究が少ない。ウェルニッケ野

の活動が音色を表現していること  (Zhang et al., 
2017)、Late Positive Component (LPC) と呼ばれる事
象関連電位がピッチを表現していること (Wu et al., 
2011) は知られているが、特に後者に関しては脳波
の電位差に着目するのみでニューロンの同期的な

活動までは迫れていない。 



1.4 本研究の目的 
 以上の背景を踏まえた上で、本研究では①聴覚想

起の記憶処理プロセスに関する神経律動を明らか

にする②想起音のピッチの神経律動的な表象を明

らかにすることを目的とする。 
 
2 方法 
2.1 実験手順 
実験は図 1に示される実験刺激を用いて行われ
た。実験協力者は3秒間の基準音 (880 Hzもしくは
220 Hz) を聴取し、1.5-2.5秒間のインターバル後に
上向きもしくは下向きの矢印によって想起の文脈

が呈示された。これが上向きだった場合は基準音

より一オクターブ上の、下向きだった場合は一オ

クターブ下の音を3秒間想起するように指示され、
1.5-2.5秒間のインターバル後に次の基準音が流れ
た。想起した音の文脈及び内容 (周波数) に基づ
き、880 Hzの一オクターブ上を想起した場合を
High-1760条件、一オクターブ下を想起した場合を
Low-440条件、220 Hzの一オクターブ上を想起した
場合をHigh-440条件、一オクターブ下を想起した
場合をLow-110条件とした。ここで、High-1760条
件とHigh-440条件及びLow-440条件とLow-110条件
のペアは文脈が共通し内容が異なること、High-
440条件とLow-440条件のペアは内容が共通し文脈
が異なる。前者の比較をContent (内容) 比較、後者
の比較をContext (文脈) 比較とした。 
また、視覚情報が影響を与えている可能性を排除

するために行った視覚コントロール実験では、基準

音の聴取および想起の指示がなされずに実験協力

者は画面を注視した。代わりに、8%の確率でダミー
刺激 (*) が画面上に表示され、これが出た場合はな
るべく早く応答するように指示がされた。上向きの

矢印を見ている条件をVisual-High条件、下向きの矢
印を見ている条件をVisual-Low条件とした。 
実験開始前に、実験協力者は想起課題を行えるよ

うになるまで練習を起こった。視覚コントロール実

験を25トライアル×2ブロック行った後、想起実験を
30トライアル×8ブロック行った。ブロック間には任
意で休憩が取られた。 

 
2.2 計測 
 計測は、暗室内において64チャンネルの脳波計 
(Brain Products社製 actiCHamp) を用いて行われ、電
極配置は国際10-20法に従った。また、眼球運動を測
るために右目の上下及び左右の目尻に眼電計が設

置された。 
 計測の対象となった実験協力者は17名 (うち女
性7名) の学生で平均年齢は20.8歳だった。また、全
員が音楽経験者であり、平均経験年数は10.8年だっ
た。 

  
図 1 実験刺激の模式図。基準音を聴取した後、矢印で呈示され
る文脈に沿って音を想起する。 
 
2.3 解析 
 本研究では聴覚想起の記憶処理プロセスおよび

想起音のピッチに関わる脳活動を調べるため、局所

的な神経律動に加え、先行研究で示唆されている左

側頭-左頭頂間および右側頭-右前頭間の位相同期度
に着目した。その際の周波数帯域はδ (1–4 Hz)、θ (4–
8 Hz)、α (8–13 Hz)、β (13–30 Hz)、γ (30–40 Hz) に区
分し、電極は前頭部、中頭部、側頭部、頭頂後頭部

に分けられた。 
 以下の解析は、ICAを中心としたノイズ除去処理
がなされた後に行われた。 
 
2.3.2 パワー解析 
 δ、θ、α、β、γ周波数帯のパワーは、複素モーレー
ウェーブレット変換によって推定された。この値は

刺激呈示後-500 msから0 msのパワー値をベースラ
インにデシベル変換が行われ、エッジノイズの影響

を排除するために0 msから3000 msのパワー値 (dB) 
が切り出された。 
 統計解析には周波数帯ごとに三要因反復測定分

散分析  (条件×電極部位×半球) が用いられた。
Mauchlyの検定により球面性が仮定できないとされ
た場合はGreenhouse-Geisserの補正が行われた。事後
検定にはScheffeの方法が用いられた。 
 
2.3.3 位相同期解析 
 位相同期度の指標として、 Inter-Site Phase 
Coherence across time (ISPC-time) が左側頭-頭頂部
間及び右前頭-側頭部間で推定された。容積電導ノ
イズの影響を軽減するためにラプラシアンフィル

タがかけられたのち、パワー解析と同様のマザーウ

ェーブレットを用いて位相が推定された。刺激呈示

後0 msから3000 msのISPCが切り出されたのち、ベ
ースライン (-500 msから0 ms) の平均が引かれたも
のが位相同期度として用いられた。 
 統計解析にはcluster-basedのノンパラメトリック
な多重比較が用いられた。帰無仮説の分布作成のた

めの無作為化は1000回行われ、二つの電極部位間の
すべての組み合わせについて推定された位相同期

度が平均化された時間周波数マップについて検定

が行われた。 



 
3 結果 
3.1 パワー解析 
 Content比較については、High-1760条件とHigh-
440条件間の γパワーに有意傾向のある主効果 
(𝐹(1,16) = 3.5002, 𝑝 = 0.0798 ) が見られた (図 2、
図 3) 。また、αパワーについてLow条件と電極部位
に有意傾向のある交互作用 (𝐹(3,48) = 2.755, 𝑝 =
0.0526) があったものの、事後検定では有意差が見
られなかった。 
 Context比較については、High-440条件とLow-440
条件間の γパワーに有意な主効果  ( 𝐹(1,16) =
5.38, 𝑝 = 0.0339 ) が見られた (図 2、図 3) 。同じ
くγパワーについて条件と電極部位に有意な交互作
用 (𝐹(1.97,31.54) = 5.509, 𝑝 = 0.0091 ) が見られ、
事後検定では前頭部  ( 𝐹(1,16) = 10.5188, 𝑝 =
0.0051 ) と側頭部  (𝐹(1,16) = 5.4831, 𝑝 = 0.0325 ) 
に有意差が見られた (図 4) 。また、条件と電極半
球 に 有 意傾 向 の あ る 交互 作 用  ( 𝐹(1,16) =
3.205, 𝑝 = 0.0924 ) が見られ、事後検定では左半球 
(𝐹(1,16) = 7.3370, 𝑝 = 0.0155) で有意差が、右半球 
(𝐹(1,16) = 3.1949, 𝑝 = 0.0928 ) で有意傾向が見ら
れた。 
 Visual条件の比較では有意差が見られなかった。 

 
図 2 各条件における全電極の γパワー。 

 
図 3 各条件における γ パワー。*は p<.05を、+は p<.1 を示す。 
 
3.2 位相同期解析 
 Content比較については、Low-440条件とLow-110
条件間の右側頭-前頭部におけるδ位相同期が有意
なクラスターを示した (𝑝 = 0.02 )(図 5)。ほかの条
件および部位間では有意なクラスターは認められ

なかった。 

 
図 4 各部位における High-440 条件と Low-440 条件間の γ パワ
ー。*は p<.05を、**は p<.01を示す。 

 
図 5 Low-440条件と Low-110条件間における位相同期度の時間
周波数マップ。0-3000 msにおいて δ帯域における位相同期度が
Low-110条件で有意に大きいことが分かる。 

4 考察 
4.1 右側頭-前頭部における結合とδ位相同期 

Herholz et al., (2012) では、右側頭-前頭部の機能
的結合が聴覚想起時の記憶処理を反映していると

されており、他の多くの研究でも聴覚想起における

記憶処理の役割が議論されている (Ding et al., 2019; 
Zatorre et al., 1996)。本研究は、想起音の内容が同部
位間のδ結合に反映されていることが明らかになっ
た。聴覚想起時の記憶処理に関する神経律動を報告

した研究は確認されておらず、本研究はこの点に対

して重要な示唆を与えたといえる。また、δ律動には
算術課題やワーキングメモリー課題などの認知タ

スクにおいて関連しない脳活動を抑制する役割が

あることが報告されている (Harmony, 2013) 。聴覚
想起にはDMNの抑制が深く関連しており (Daselaar 
et al., 2010) 、このネットワークは頭頂間溝などの部
位に加え側頭や前頭の部位によって構成されてい

るため、本研究の結果はDMN抑制を反映している
可能性も考えられる。 
 
4.2 想起音の文脈とγパワー 
 γパワーは脳において多様な役割を担っており、
主に注意や記憶など高次な認知プロセスに関わっ

ているとされている (Jensen et al., 2007)。視覚的な
オブジェクトの心的操作にγ律動が深く関わってい
るという報告 (Kawasaki & Watanabe, 2007) や、聴覚
想起時には側頭部のγパワーが増加したのちに前頭



部のγパワーが増加したという報告  (Ding et al., 
2019) もあり、γ律動は知覚におけるボトムアップ
処理と対照的な想起特有のトップダウン処理を反

映している可能性がある。また、聴覚想起において

心的操作は重要な役割を果たしており(Zatorre et al., 
2010) 、特に本実験における想起音の文脈は基準音
に対する心的操作であるという一面もある。ここか

ら、本研究において見られたγパワーは聴覚想起に
関わる心的操作を反映していることが示唆される。

また、Kaiser et al., (2003) で聴覚情報の短期記憶が
前頭部及び側頭部のγパワーを増加させてことが報
告されているように、本結果は聴覚想起の記憶処理

プロセスを反映している可能性もある。 
 
4.3 今後の展望 
本研究の限界として、Bucknell Auditory Imagery 

Scale (BAIT) (Halpern, 2015) などを用いた聴覚想起
タスクの正確性を定量的に評価できていない点が

あげられる。しかし、実験が始まる前に充分な練習

期間を設けている上に、高いパフォーマンスや

BAITスコアを引き出すことができる Pitch Imagery 
Arrow Task (Gelding et al., 2015) に基づき実験刺激
を作成しているため、定量化こそされていないもの

の被験者は高い正確性でタスクを遂行できたと考

えられる。 
 また、本研究の発展として、右側頭-前頭部のγ律
動に着目した、パワー相関やPhase Amlitude Coupling
といった結合性解析を行う必要がある。この部位間

に着目すれば聴覚想起の記憶処理プロセス及び

DMN抑制プロセスについてより深い知見が得られ
ることが期待される。 
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要旨 

 
観光の計画疲れや観光動機のずれにより、観光者が歴史文化施設を巡っても何も得ないで帰ることが多い

と考えられる。地域観光ガイドが介在することでその問題は解消し観光に付加価値が生まれるが、あまり利

用されていない。そこで、「なぜ観光者は地域観光ガイドを利用しないのか」をテーマにフィールド活動を

行った。観光案内所での実践、運営団体の調査、地域観光ガイドの企画等の活動を行った結果、観光者にそ

の存在が知られていないのではないかとの仮説を得た。地域観光ガイドに関するアンケートを実施したとこ

ろ、69％がその存在を知らなかったこと、予約手段やその方法について地域観光ガイドの運営実態と観光者

のニーズに乖離があることが判明した。その乖離を埋める手段として地域観光ガイドを手軽に手配できるプ

ラットフォームの構築を提案し、仕組みの概要を示した。今後はプロトタイプ制作やインタビューを通じて

課題を抽出し、具体化を図る。 
 
キーワード: 観光、ガイド、プラットフォーム 
 
1 はじめに 
 筆者は現在、第一生命ホールディングス株式会社

に所属しながら、社業を離れ慶應義塾大学先端生命

科学研究所(以下、先端研)で社会人大学院生として

活動している。そのきっかけとなったのは、先端研

と第一生命保険株式会社との間で2018年8月に締結

された包括連携協定であった。 
先端研は2001年に山形県鶴岡市に新設された研

究所であり、マルチオミクス生物学の世界的パイオ

ニアである(冨田，2019)。筆者は文系学部出身であ

るが、文系・理系の垣根や既存の先端研の枠組みに

とらわれない様々な活動を学内外で取り組んでい

る。鶴岡をフィールドにした活動の趣旨は「課題が

与えられていない中、能動的にコミュニティに関わ

りフィールド活動等を行うことで地域に溶け込む」、

「分野やバックグラウンドにとらわれない様々な

活動・取組みを実施する」、「会社や社業の枠組みに

とらわれず、鶴岡の活性等に資する取組みを行う」

ことである。この趣旨に則りフィールド活動を行う

中で、有識者による解説の有無が観光に与える印象

に差異を与えるということに問題意識を持ち、より

観光が魅力的になるような仕組み作りができない

かを活動の軸とした。 
 
2 背景 
2.1 観光の現状および課題 
観光庁によると日本人国内旅行消費額は20兆円
前後で推移しており、旅行は一大産業であると言え

る。また日本交通公社によると観光・レクリエーシ

ョンを目的とした国民1人あたりの国内平均旅行回

数は1.30回であり、観光旅行は人々にとって身近な

娯楽の1つであると言える。 
一方、旅工房によるアンケート調査では、「旅行

の計画は手間がかかる、または難しい」と回答する

割合が70.5%にのぼる。その理由として「情報や選

択肢が多いため」(66.7%)の回答割合が最も高く、旅

行の計画疲れが起きていると指摘している。さらに、

日本交通公社によると「行ってみたい旅行タイプ

(複数回答)」として「歴史・文化観光」(41.9%)が上
位となっている一方で、旅行の動機(複数回答)は「旅
先のおいしいものを求めて」(62.4%)や「日常生活か

ら解放されるため」(59.8%)が上位となっており、歴

史・文化観光に関わると思われる「知識や教養を深

めるため」(19.3%)は相対的に低い。 
これらのデータから、「計画を立てるのは面倒」

だが、「年1回くらいは旅行に行きたい」という気持

ちもあるため、「非日常感が味わえる、つまり居住

地周辺にはないものを求めて歴史・文化施設を巡る」

が、そもそも「知識や教養を深める」ことが動機と

なっていないため、何も得ないで、また何も感じな

いで帰る、というケースも多いのではないかと推察

される。歴史・文化施設を巡った際に、観光者が現

地の住民から巡った地における背景等を語っても

らったり、気になったことを聞いたりするなど、気

軽にコミュニケーションを取ることができれば、観

光に付加価値が生まれるのではないかと考えられ

る。 
 



2.2 地域観光ガイドの現状および課題 
観光者と地域住民の接点機能は観光ボランティ

アガイドとして存在するが、本稿では小林(2003)が
定義した、自分たちの地域の歴史文化等を紹介する

観光案内活動を実施する市民を指す「地域観光ガイ

ド」の呼称を用いる。 
日本観光振興協会によると、同協会が把握する数

で1,728組織が存在しており、広く普及した団体で

あると言える。地域観光ガイドを利用することで、

観光者にとってはガイドの人的魅力を通じて観光

地の評価を高め(田口他, 2010)、また歴史観光資源が

人々の心の中により大きい思い出・印象を残すこと

になる(須田, 2019)。地域観光ガイドにとっても、交

流を通じて地域の理解を深めてもらうのと同時に

地域内交流の場、自らの学習の場としての役割も担

っている(田口他)ことから、双方にとって意義のあ

る取組みであると言える。 
しかし、地域観光ガイドの運営団体である鶴岡市

観光ガイド協議会によると、年による増減はあるも

のの2008年の9,659人をピークに減少し、2017年は

1,937人であった。知名度の低さを課題とする団体

も多く(千葉他, 2010)、地域観光ガイドはその有用性

にもかかわらず利用されていないのではないかと

考えられた。先行研究において地域観光ガイドを利

用したことがある人を対象にしたアンケート調査

は見られるものの、そうでない人を対象にしたもの

は筆者の調べる限り見当たらなかった。そこで、本

活動のテーマを、「観光者はなぜ地域観光ガイドを

利用しないのか」とし、これをベースにフィールド

活動を行った。 
 
3 方法（フィールド活動） 
「観光者のニーズ」、「地域観光ガイドの運営」、

「地域観光ガイドの実践」のそれぞれの観点からア

プローチすることで示唆を得るべく、フィールド活

動を実施した。 
 
3.1 観光者のニーズ調査 
観光者がどのようなニーズを持って鶴岡市に来

訪するかを把握するべく、観光振興のかじ取り役と

して観光戦略を推進する機関である一般社団法人

DEGAMツーリズムビューローに協力を仰ぎ、同社

が運営する鶴岡市観光案内所(以下、案内所)で計55
時間の実践活動を行った。 
 
3.2 地域観光ガイドの運営実態調査 
観光者が地域観光ガイドを手配するにあたり、予

約受付や地域観光ガイドの引き合わせ等について

どのように運営しているか詳細に把握するべく、鶴

岡市観光ガイド協議会へヒアリングを行った。 
 
3.3 地域観光ガイドの実践 
観光者等に対して地域観光ガイドを体験しても

らい、ニーズや利用意向等のフィードバックを得る

ことを目的に、関東在住者に対する観光ツアーおよ

び地域住民による地域観光ガイドを企画した。前者

は関東在住の社会人20名を対象に鶴岡市内の観光

プランを設計した。鶴岡市観光ガイド協議会協力の

もと、行程のうち1時間を地域観光ガイドが案内す

るプランであった。後者は地域観光ガイドの運営団

体に所属していない地域住民がその役割を担える

かの検証も含め、まちの活性を進める任意団体のゆ

らまちっく戦略会議に協力を仰ぎ、鶴岡市西部の由

良地域を実践の場とした地域観光ガイドを企画し

た。移住者交流会実行委員会を立ち上げ、鶴岡市が

運営する移住者交流会を起点に集客を行った。主催

および集客管理は鶴岡市、企画および運営は筆者他

1名の学生が担った。 

加えて、鶴岡の食文化を活かした案内ができるガ

イドを認定する「鶴岡ふうどガイド養成講座」の受

講者が地域観光ガイドになり得るかを把握するべ

く、当講座を受講した。 
 
4 結果（フィールド活動） 
 
4.1 観光者のニーズ調査 
市内マップを提供して欲しいという依頼や観光

地までのバス経路の照会等が主であった。一方で、

全くプランを持たずに来訪する観光者や、一定の空

白時間で見学できるところを問われることもあっ

た。筆者が案内所で実践する限りにおいて、地域観

光ガイドに関する照会はゼロであった。 
 
4.2 地域観光ガイドの運営実態調査 
ヒアリングにより、施設側の理解も得ながら親身

に観光者へ案内している一方、運営スキームが電話

申し込みのみで、都度地域観光ガイドと日程を調整

するという手法を採っていたり、高齢化により運営

継続が今後難しくなることが懸念されたりするな

どの現状であることも判明した。 
 
4.3 地域観光ガイドの実践 
新型コロナウイルスの影響により企画はいずれ

も中止となった。しかし、観光ツアーは事情のあっ

た数名を除き全員が地域観光ガイドの案内プラン

に同意していた。また地域住民による地域観光ガイ

ド企画においては自らの地域の歴史や文化を語る

ことのできる者がいることがわかった。参加者も募

集の始めで打ち切ったものの、担当者によれば募集

上限に達する見込みであるとのことであったこと

から、一定のニーズがあることが窺えた。 

ふうどガイドの受講者はいずれも住み慣れた場

所を対外的にアピールしたいという思いを持つ者

であり、田口他が指摘する「地域に住む人・地域に

愛着や誇りを持つ人が情報を伝えるという点で意

義がある」ことから、地域観光ガイドの良き担い手

となり得ることが示唆された。 

 



4.4 結果まとめ 
地域観光ガイドには一定のニーズがあり、魅力的

なコンテンツになり得ることが示唆された。しかし、

案内所において地域観光ガイド関する照会がゼロ

であったこと、およびふうどガイド等の体系的な情

報発信の場がないことなどから、地域観光ガイドの

存在が観光者に知られていないのではないかとの

仮説を得た。そこで、観光者となり得る一般人を対

象にしたアンケートにより、その認知度や利用意向

を明らかにするとともに、さらに活用されるための

方策を講じることとした。 

 

5 方法（アンケート調査） 
地域観光ガイドの認知度や利用するための要件

を中心に、表1の項目に関するアンケートを作成、

収集した。 
 

表1：アンケート項目 
対象 会社員、パート・アルバイト・派遣社員

(n=94) 
形式 Google フォームによる Web アンケート 
内容 回答者の属性 

地域観光ガイドの認知度 
地域観光ガイドを利用する要件 
地域観光ガイド利用の予約期限 
地域観光ガイド利用にあたり許容できる

予約手段 
 

6 結果（アンケート調査） 
地域観光ガイドが国内に存在することを知って

いた割合は31%にとどまった(図1)。 
どうすれば地域観光ガイドを利用しようと思う

かについて、「要望に応じたガイドをしてくれる」、

「直前でもガイドの手配ができる」、「ガイド予約の

手段が豊富」、「値段が安い」の回答が多かった(図2)。 
地域観光ガイドを利用する場合に許容できる予

約期限を問うたところ、75％が当日から2日前に予

約ができることと回答した(図3)。 
地域観光ガイド利用にあたり許容できる予約手

段を問うたところ、ウェブサイトが最も多く、次い

でスマートフォンアプリという結果であった(図4)。 
 

 
図1：地域観光ガイドの認知度 

 
図2：地域観光ガイドを利用する要件 

 

 
図3：地域観光ガイド利用の予約期限 

 

 
図4：地域観光ガイド利用にあたり許容できる予約手段 

 
 
 
 
 



7 考察および今後の展開 
アンケート結果およびフィールド活動により、観

光者と地域観光ガイド運営の間に表2の通り乖離が

あることが判明した。観光者にとって地域観光ガイ

ドの存在が知られていなかったり、予約手段や期限

に一定のニーズが存在していたりする。地域観光ガ

イドの運営団体である鶴岡市観光ガイド協議会で

は、1人1人の要望に応じた丁寧な対応を心がけてい

ることも要因であると想定されるが、現状ではニー

ズを満たしきれない部分も存在する。他方、ゆらま

ちっく戦略会議のように、地域を盛り上げたいとい

う思いを持ち、地域の歴史・文化について語ること

ができるが、観光者が来ないという課題を抱えてい

る地域住民もいる。ふうどガイドは市や旅行代理店

等からの斡旋が主であり、活躍の場が限定的になっ

ている可能性がある。 
こうした現状を踏まえ、運営団体所属有無にかか

わらず、観光者が各観光先の施設等の案内を地域観

光ガイドに、より安易に求められるよう、ウェブサ

イトにおける「地域観光ガイドプラットフォーム」

の構築を提案する。 
 
表2：観光者ニーズと運営実態 
地域観光ガイド運営の予約締め切りおよび手段は日本観光協会

のウェブサイトより94団体を抽出し調査したもの。 
 観光者 

ニーズ 
地域観光ガイ

ド運営 
地域観光ガ

イドの存在 
69％の人が認知

していない 
知名度不足を

課題とする団

体が多い 
予約締め切

り 
当日か 1-2 日前
に予約したい 

1週間前が多い 

予約手段 ウェブサイト 電話、次いで

FAX が多い 
 
プラットフォームの概要は次の通りである。地域

観光ガイドまたはその運営団体が案内できる場所

情報を1つまたは複数保持するほか、案内可能な時

間を予め登録しておく。図2の結果を踏まえ、多様

な観光者ニーズに応えられるよう、自らが得意とす

る、あるいは可能な案内対応(勉強中心、楽しむこと

中心等)を記載するアピール欄を設ける。地域観光

ガイドによっては直前の申込みでも案内可能な場

合もあれば1週間前までには予約が必要である場合

もあるため、地域観光ガイドごとに案内可能時間は

個別に設けられるようにする。観光者はウェブサイ

トを訪れた際に時間や場所を選択し、提示された地

域観光ガイドのアピール欄等を参考に特定の地域

観光ガイドを選択し、予約手配を行うといった流れ

である。 
仕組み自体は予約システムの1種であると考えら

れるが、例えば美容院の予約などと異なり、サービ

スの供給者(＝地域観光ガイド)が提供するメニュー

(＝案内可能な施設)が画一ではないこと、また提供

時間(＝案内可能時間)も各人が設定するものである。 
本プラットフォームは鶴岡市をフィールドとし

た活動によって得た提案であるが、他地域も含めよ

り多くの地域観光ガイドまたは運営団体が当該プ

ラットフォームに登録し、全国各地にある施設を網

羅できるようになれば利用が拡大するとともに、観

光者にとって地域観光ガイドを手配する際の主要

な選択肢の1つになり得ると期待される。今後、プ

ラットフォームのプロトタイプ制作等を通じてイ

メージ化し、鶴岡市観光ガイド協議会をはじめとし

た観光団体や個人へインタビューを行ったうえで

課題点の洗い出し、構造の改善を図っていく。 
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9 注 
本稿は筆者が発表した地域活性学会第12回研究大

会の要旨を再編集して作成したものである。 
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自動車の運動特性を反映させた 
精密な自動車運動数値モデルの構築 
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要旨 

 
 本活動は,大前研究室が保有する自動運転車シミュレーションソフトウェア上で動作する自動車の数値モ

デルに,実車走行実験により得られたアクセル・ブレーキ踏み量vs加速度の相関データを活用した加減速ア

ルゴリズム,自動車の旋回特性の一般式である平面二輪モデルを導入し,数値モデルとしての精度を向上させ

た,検証を行った結果,従来の数値モデルに比べ,より実車の挙動に近い挙動をすることを確認した.   
 
キーワード: シミュレーション, 3次元加速度マップ, 車両運動モデル, 仮想車両 
 
1 背景・目的 
 研究室が製作・保有している自動運転車シミュレ

ーションソフトウェアは,自動運転実験車の仮想車

両を仮想環境で走行させる(図1-1)ものであり, 自

動運転車用走行制御ソフトウェアの事前調整や,シ

ミュレーション実験に用いられる. しかし,走行の

数値計算が自動車の運動式に従ったものではない

為,実車とは異なった挙動をする. 実車との整合性

が取れた正確なシミュレーション実験が行えない

(図1-2). また,コロナ禍により,キャンパスで自動

運転実験車両が使用できない状況に置かれている

中で研究活動を持続させるには,シミュレーション

実験で実車を用いる実験と同等のパフォーマンス

を上げ,実車を用いる実験の代替をしなければなら

ない.   

これらの背景から,本活動では,自動運転実験車

両の実車を用いた実験と同等の正確なシミュレー

ション実験を行う為に,実車両の特性を反映した数

値モデルを構築する事を目指す.  

 

 
図1-1：仮想車両イメージ 

 
図1-2：既存の数値モデルでの走行軌跡 

 

2 加速度算出アルゴリズムの作成 

2. 1 加速度マップの作成 
この項では,アルゴリズムの根幹となる加速度マ

ップと,その作成方法について述べる. 加速度マッ

プは,野崎らによる先行研究(1)にて提案されたもの

であり,アクセルペダル・ブレーキペダルの踏み量

と現在の車両速度に対応した加速度・減速度を2次

元平面上に散布図として表すものである. 先行研

究では, 実車走行実験から得られたデータから各

踏み量で,時速0 km/hから100 km/hの間5 km/h刻み
の代表点を抽出し, 

𝑎𝑐𝑐𝑝𝑜𝑖𝑛𝑡 = {𝑥, 𝑦} = {𝑣𝑒𝑙, 𝑎𝑐𝑐} 
𝑎𝑐𝑐𝑝𝑜𝑖𝑛𝑡[𝑖][𝑗] (0 ≤ 𝑖 ≤ 24, 0 ≤ 𝑗 ≤ 21) 

とした. その点群を参考に,縦軸を加減速度・横軸

を現在速度とした加速度マップを作成し, 目標加

速度からアクセル・ブレーキ踏み量を算出していた. 

しかし,本活動では踏み量から加速度を算出する為,

現在の車両速度におけるペダル踏み量情報が必要

だ. 故に,先行研究では代表点の座標が 
𝑎𝑐𝑐𝑝𝑜𝑖𝑛𝑡 = {𝑥, 𝑦} = {𝑣𝑒𝑙, 𝑎𝑐𝑐} 

とされていたものを 
𝑎𝑐𝑐𝑝𝑜𝑖𝑛𝑡 = {𝑥, 𝑦, 𝑧} = {𝑣𝑒𝑙, 𝑎𝑐𝑐, 𝑠𝑡𝑟𝑜𝑘𝑒} 

と改めた(図2-1-1). また,自動運転実験車両の制



御において,アクセルストローク・ブレーキストロ

ーク量は0～１であらわされている. 故に,互換性

を保つため,  
0 ≤ 𝑎𝑐𝑐𝑒𝑙_𝑠𝑡𝑟𝑜𝑘𝑒 ≤ 1 

−1 ≤ 𝑏𝑟𝑎𝑘𝑒_𝑠𝑡𝑟𝑜𝑘𝑒 ≤ 0 
と範囲を定めた.  

 

 
図2-1-1：加速度マップ改良 

 
2. 2 加速度算出アルゴリズムの流れ 
 この項では,加速度算出のアルゴリズムについ

て詳細に述べる. 前項で作成した3次元加速度マッ

プから次の手順で加速度算出を行う.  

(1)条件を満たす４近傍点の探索 

代表点の集合は2次元配列で表現されている. そ

の点を順に調べ上げ,現在速度𝑣𝑒𝑙[km/h]と,踏み量

𝑠𝑡𝑟𝑜𝑘𝑒との関係が, 
𝑎𝑐𝑐𝑝𝑜𝑖𝑛𝑡[𝑖][𝑗]. 𝑥 ≤ 𝑣𝑒𝑙 ≤ 𝑎𝑐𝑐𝑝𝑜𝑖𝑛𝑡[𝑖][𝑗 + 1]. 𝑥 

𝑎𝑐𝑐𝑝𝑜𝑖𝑛𝑡[𝑖][𝑗]. 𝑧 ≤ 𝑠𝑡𝑟𝑜𝑘𝑒 ≤ 𝑎𝑐𝑐𝑝𝑜𝑖𝑛𝑡[𝑖 + 1][𝑗]. 𝑧 
の条件を満たす4近傍の探索を行う(図2-2-1).  

(2)一次関数の生成,2最近傍点の算出 

算出した上2点,下2点同士を𝑥𝑦平面上で結ぶ一次
関数を設定する. その2直線に現在速度を代入,2歳

近傍点を算出する.  

(3)線形補完を行い加速度算出 

2最近傍点の値と,踏み量を基に線形補完を行い,

加速度を算出する(図2-2-2).  

 

 
図2-2-1：4近傍点探索 

 

 
図2-2-2：線形補完 

 
2. 3 加速度算出アルゴリズムの検証 
この項では,前項で3次元化した加速度マップを

用いて加速・減速実験を行い,過去に自動運転実験

車で計測した値（時間vs速度）と比較を行った. 加

速実験では,時速0 km/hから一定アクセル踏み量で
150秒加速,減速実験では時速100 km/hから一定ブ
レーキ踏み量で減速を行った. 図2-3-1,図2-3-2に

実測値, 図2-3-3,図2-3-4に加減速実験の結果を示

す.  

 
図2-3-1：加速時の実測値 

 
図2-3-2：減速時の実測値 

 
図2-3-3：数値モデルによる加速検証結果 

 
図2-3-4：数値モデルによる減速検証結果 



 
2. 4 検証を踏まえた改良 
この項では前項の実験結果を踏まえた考察と,改

良について述べる. 前項の実験結果を見ると,実測

値とモデルの加減速特性に大きな差異がある事が

わかる. これは,既存の2次元加速度マップが,実測

値を基に直線近似によって算出されたものであっ

た為である. 故に, 加速度マップを改修する必要

がある. 今回は, 速度の代表値を取る座標におけ

る曲線の微分係数を,曲線の曲がり具合を見て手探

りで決定し,加速度マップを改修した(図2-4-1). 

改良後,前項と同様の検証を行い,加減速特性の改

善を確認した(図2-4-2,図2-4-3).  

 
図2-4-1：改良加速度マップ 

 
図2-4-2：改良加速度マップでの加速検証結果 

 
図2-4-3：改良加速度マップでの減速検証結果 

 
3 横方向運動モデルの導入・ソフトウェア構成 
3. 1 平面2輪モデルの導入 
この項では,自動車の旋回特性を再現する旋回ア

ルゴリズムの構築について述べる. 本活動では,自

動車の横方向運動モデルとして一般的に用いられ

る平面2輪モデル(2)を導入した. 平面2輪モデルの

横滑り𝛽[𝑟𝑎𝑑]とヨーレート𝛾[𝑟𝑎𝑑/𝑠]に関する横方
向運動は以下の式で与えられる(図3-1).  

𝐼𝛾̇ = 2𝑙𝑓𝐶𝑓 − 2𝑙𝑟𝐶𝑟 … (1) 
𝑚𝑉(𝛽̇ + 𝛾) = 2𝐶𝑓 + 2𝐶𝑟 … (2) 

𝐶𝑓 = −𝑘𝑓(𝛽 +
𝑙𝑓

𝑉 − 𝛿) … (3) 

𝐶𝑟 = −𝑘𝑟(𝛽 −
𝑙𝑟

𝑉) … (4) 
タイヤ切れ角𝛿は,ハンドルの操舵角を𝜃𝑠𝑡𝑒𝑒𝑟,ステ

アリングレシオを𝑁とした時,  

𝛿 =
𝜃𝑠𝑡𝑒𝑒𝑟

𝑁 … (5) 
で決定した.  

 
図3-1：平面2輪モデル 

 
3. 2 ソフトウェア構成 
 本活動で扱っている自動車シミュレーションソ

フトウェアは,共有メモリを介してのプロセス間通

信によって他のソフトウェアから制御を行う事が

可能である. 今回構築しているソフトウェアでも,

共有メモリを介した制御を行えるような構成とし

た(図3-2-1). また,モデルを構成するvehicleクラ

スを,ホイールベース,前輪からの中心位置,前後輪

のコーナリングパワー𝑘𝑓, 𝑘𝑟を自由に設定できる様

にし,設定次第で、種々の車両の旋回特性を表現で

きる拡張性を与えた(図3-2-2）.  

 
図3-2-1：ソフトウェア構成 

 

 
図3-2-2：車両設定の概要 

 
4 検証・結果 
4. 1 実測データを用いた検証 
この項では,制御指令値の時系列データを用いて

行った数値モデルの検証と,その結果・考察につい

て述べる. 

この検証では,研究室保有ソフトウェアの1つで

あるデータ再生ソフトウェアを用いた. データ再

生ソフトウェアは,過去に計測した自動運転実験車

両の車両状態量や制御指令値といった走行データ

を時系列順に再生するソフトウェアである. 計測

データを再生し,再生される制御指令値を構築した

数値モデルを組み込んだシミュレーションソフト

ウェアに共有メモリ経由で代入し,数値モデルによ

って算出された車両状態量と再生されている計測



データのうち,車両状態量を記録する. また,数値

モデルのパラメーターは,車両特性がアンダーステ

ア(US)となるように 
𝑘𝑓 = 80000[𝑁/𝑟𝑎𝑑], 𝑘𝑟 = 75000[𝑁/𝑟𝑎𝑑] 

𝑙𝑓 = 1. 35[𝑚], 𝑙𝑟 = 1. 60[𝑚] 
 𝑚 = 2950. 0[𝑘𝑔], 𝐼 = 6370[𝑘𝑔 ∙ 𝑚2] 

と設定した. 図4-1-1,4-1-2,4-1-3にそれぞれ速度,

ヨーレート,走行軌跡の再生データと数値モデルで

計算された値との比較グラフを示す.  

結果を見ると,走路の形をなしてはいるが,同一

走路上を走っていないように見える. これは,数値

モデル上では,地面からの摩擦といった外力を無視

している為,算出されたヨーレートが,そのまま位

置更新に反映された為だと考えられる.  

 
図4-1-1：速度変化 

 
図4-1-2：ヨーレート変化 

 
図4-1-3：走行軌跡 

 
4. 2 走行制御用ソフトウェアを使用した検証 
 この項では,自動運転車用車両制御用ソフトウェ

アを用いた数値モデルの検証と,その結果について

述べる.  

研究室では,新川崎タウンキャンパス(以下K2キ

ャンパス)を対象とした自動運転車両制御ソフトウ

ェアを製作し,所有している(図4-2-1). この車両

制御用ソフトウェアも,共有メモリをベースとした

プロセス間通信により他のソフトウェアを制御す

る事が出来る. 走行制御用ソフトウェアを用いて

構築した数値モデルを制御し, K2キャンパスを模

した仮想走路での走行実験を行った.実験結果を図

4-2-2,図4-2-3に示す. 全体的な走行結果はほぼ同

じだが,カーブにおいて,旧来の数値モデルの軌跡

は実車の走行軌跡に対して外側に大きくはみ出し

ているが,構築した新しい数値モデルは,ほぼ実車

の走行軌跡と同じ走行軌跡を描いており,平面2輪

モデル,3次元加速度マップによる加減速アルゴリ

ズムを導入したことによって,旧来の数値モデルか

らの改善が見られた.  

 

 
図4-2-1：走行制御用ソフト画面 

 
図4-2-2：走行軌跡 

 
図4-2-3：カーブにおける走行軌跡 
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要旨 

 
 人為起源の温室効果ガスによって地球温暖化が進んでおり、豪雨による災害の増加など様々な影響が生じ

ている。将来、地球がどの程度温暖化するのかという予測は、気候モデルと呼ばれるプログラム群をスーパ

ーコンピューターで動かすことでなされる。しかし、その予測には大きな不確実性が伴う。その最大の要因

が、大気中に浮かぶ微粒子であるエアロゾルと雲との相互作用とされている(気候変動に関する政府間パネ

ル第5次評価報告書:AR5,IPCC,2013)。これまでに私は、エアロゾル・雲相互作用の代表的プロセスの一つで
ある“雨が降った時にエアロゾルが地面に落下する過程”について研究して、降水量とPM2.5(粒径が2.5 um
以下のエアロゾルの総称)の関係について、SFCに近い辻堂での実測データを解析し、雨が降った時にPM2.5
が減少する過程を明らかにした。 
 
キーワード:エアロゾル、降水システム、地球温暖化 

 
 
1 背景・目的 
 エアロゾルは、雲を構成する水滴・氷粒の核とな

り、その多寡に応じて雲粒の数や大きさを変化させ、

結果的に雲の寿命や、太陽放射の反射率なども変化

する(エアロゾルの間接効果, Twomey 1977)。温暖化
の度合いは、太陽・地球放射の内訳で決まるため、

精度の良いエアロゾル数の予測が求められる。大気

中のエアロゾル数は、主に産業活動による生成に加

えて、雨粒(直径はエアロゾルの1000倍以上の大き
さ)に衝突して除去される(湿性除去)ことで決まる
(例：Wang et al. 2014)。 
 
 気候変動に関する政府間パネル第5次評価報告書
(AR5,IPCC,2013)では、温室効果ガスによる有効放
射強制力は2.83 Wm−2であり、不確実性幅は±20%と
報告されているのに対し、エアロゾルの間接効果に

よる有効放射強制力は-0.45 W m−2であるものの、不

確実性幅は-1.2~0.0 W m−2と非常に大きく、科学的な

確信度は「低い」とされている。つまり、地球温暖

化の予測において、エアロゾルと雲の相互作用が最

大の不確定要素である。そのため、この相互作用の

理解が求められている。 

 

 エアロゾル・雲の相互作用には、様々な過程が含

まれており、例えば、雲粒が形成する時にエアロゾ

ルが核となる過程や、雲内で水滴・氷粒に付着する

過程などが挙げられる(図1）。それぞれ未解明な点
が残るが、その中でも、今回はエアロゾルが雨粒に

付着して地上へ落下する過程に注目する。地上降水

量への影響に限って見ても、様々な変数によって付

着量が決まるという指摘があり、実際に降水があっ

た場合のエアロゾルの湿性除去メカニズムの詳細

は分かっていない (Textor et al, 2006)。そこで本研究
は、藤沢市辻堂における降水量とPM2.5濃度値を解
析し、エアロゾル濃度と降水量の関係性を明らかに

する。 
 

 
図1:エアロゾルと雲相互作用の模式図(大畑 2018) 

図の右側にエアロゾルが雨粒に衝突し、降水とともに大気から

除去される過程を示す。 

 



 

2 方法 
 本研究では、環境省大気汚染物質広域監視システ

ム「そらまめ君」の、神奈川県藤沢市にある明治市

民センターのPM2.5濃度1時間値(速報値)を用いた。

解析期間は 2019年 6月から 2020年 5月分 (環境

省,2016c)である。また、降水量データは、気象庁
AMeDAS(Automated Meteorological Data Acquisition 
System)の藤沢市辻堂における1時間値を用いた。 
 
 
3 結果 
3.1 PM2.5濃度平均値変化 
 図2に、神奈川県藤沢市辻堂で2019年6月1日0時か
ら2020年5月31日24時までに観測されたPM2.5濃度1
時間速報値における月ごとの濃度平均値変化を天

気別に示す。降水が0 mmの場合を晴れ、0 mm以上
の場合を雨と判別し、解析した。6月から11月と3月
から5月では、降水時の濃度平均値が晴天時(降水量
が0 mm)の濃度平均値よりも下回り、12月から2月
(冬季)に、降水時の濃度平均値が晴天時の濃度平均
値を上回った。 
 

 
図2：解析期間において、天気別に分けた月ごとのPM 2.5濃度平
均値変化。晴れ(降水量0 mm)を赤線で、雨(降水0 mm以上)は青
線で、全てのサンプルを緑線で示す。 
 
 
3.2 降水量とPM2.5濃度の関係性 
 図3に、神奈川県藤沢市辻堂で2019年6月1日0時か
ら2020年5月31日24時までに観測された降水量1時
間値とPM2.5濃度1時間速報値を散布図で示す。基本
的に降水量が多いほどPM2.5の濃度が小さい。具体
的には、降水量が0 mmより多い時は、0 mmの場合
と比較して、PM 2.5濃度が小さい値により多く分布
している。1時間降水量が0 mmの時のPM 2.5濃度は
どの値にも分布をしているが、降水量が15 mm以上
の場合にはPM2.5濃度値が10 μg/㎥を超えることは
なかった。 
 
 図4に、神奈川県藤沢市辻堂で2020年4月1日6時か
ら2020年4月2日3時までに観測された降水量1時間

値とPM2.5濃度1時間速報値の時間経過を示す。降水
が観測された1時間前から0 mmに到達した1時間後
までの時間経過である。降水量が多くなるにつれ、

PM2.5濃度が減少している。降水量が急激に減少し
た4月1日の21時以降では、PM2.5濃度値の上昇がみ
られる。 
 

 
図3：解析期間における1時間降水量(縦軸)とPM2.5濃度(横軸)の
散布図 
 

 
図4：降水前1時間から降水後1時間までの降水量とPM2.5濃度値
の時間変化図。降水量を青線で、PM2.5濃度値を赤線で示す。 

 

 

3.3 コンポジット解析 
 図5に、2019年6月1日0時から2020年5月31日24時
までの期間で、観測された1時間降水量が5 mm以上
であった場合を基準とした、前後6時間のPM2.5濃度
値の変化におけるコンポジット解析結果を示す。降

水量が5 mm以上に達する前後1時間において、PM 
2.5の濃度値の減少がみられる。降水量が5 mm以上
に達する前の2時間と5 mm以上に達した1時間後以
降では、濃度値の上昇がみられた。 
 
 図6に、2019年12月1日0時から2020年2月29日24時
までの期間で、観測された1時間降水量が5 mm以上
であった場合を基準とした、前後6時間のPM2.5濃度
値の変化におけるコンポジット解析結果を示す。降

水量が5 mm以上に達する前後1時間において、PM 
2.5の濃度値の減少がみられる。降水量が5 mm以上 



に達する5時間前から1時間前までと、5 mm以上に
達した1時間後以降では、濃度値の上昇がみられた。 

 
図5：1時間降水量が5 mm以上の場合を基準とした前後6時間の
PM2.5濃度値の変化を示す。濃い青線がコンポジット結果である。 
 

 
図6：2019年度冬季における、1時間降水量が5 mm以上の場合を
基準とした前後6時間のPM2.5濃度値の変を示す。濃い青線がコ
ンポジット結果を示している 
 
 
4 考察 
 コンポジット解析により、降水前後1時間での
PM2.5濃度値減少と降水後の濃度値上昇がみられた。
これにより、湿性除去過程でPM2.5が地面に落下す
ること、降水後の地面からの巻き上がりや風による

供給などによって再びPM2.5の濃度値が上昇するこ
とが示唆される。また、冬季は降水時の濃度平均値

が、降水がみられない時の濃度平均値より高かった

ことから、除去が起こりにくいことが推測された。

しかし、冬季におけるコンポジット解析により、降

水によるPM2.5濃度値の減少がみられたため、冬季
に降水量の多い日数が少ないために生じた結果な

のではないかと考えられる。 
 
 
5 まとめ 
 2019年6月から2020年5月の神奈川県藤沢市辻堂
における降水量とPM2.5の関係性を解析し、降水量
が多くなるにつれPM2.5の濃度値が減少することを
示した。この結果を考慮すると、エアロゾルが雲と

の相互作用を介して、地上降水量へ影響を与えてい

ることがわかる。この結果は、これまで教科書など

の文献で記載されているだけであった過程を、実際

に測定されたデータで検証することに成功したと

いう意味で、科学的に貴重な結果と考えられる。こ

れまでに国内学会で２回発表を行っている（藤野・

宮本 2020a,b）。 
 今後はさらにコンポジット解析を進め、どのタイ

ミングで除去が起こりやすいのかを、季節変化とと

もに調べていく。ここまで示せた時点で科学論文と

して結果をまとめ、国際誌に投稿する予定である。

さらに辻堂以外の全国のデータを本研究と同様の

手法で解析して、降水量とエアロゾル数濃度の関係

を定量的に示すことで、気候シミュレーションの最

大の不確実性を軽減することにつなげたい。 
 
 
 また、今回の結果は神奈川県藤沢市辻堂の１地点

の観測データを解析して得られたもので、特にエア

ロゾルについては空間内のばらつきが大きいこと

が推測される。そこで現在は、エアロゾル量や気象

変数の空間非一様性について、SFCの中澤研究室か
ら提供していただいた藤沢市内のゴミ収集車に取

り付けたセンサーから得た汚染物質データを、気象

データと合わせて解析を行っている(図7)。今後は
ゴミ収集車によるPM2.5の濃度変化と、レーダーに
よる雲・雨の分布を重ねて描画することで、エアロ

ゾルの湿性除去過程に、どの程度の空間非一様性が

あるのかを明らかにする。 

 

 
図7：湘南台から遠藤方面を走るゴミ収集車設置センサーによる
PM2.5濃度分布 
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要旨 

　ストリートダンスには合わせる音楽のリズムに対する3種類の動作タイミングが存在し、これらを使い分けるこ
とで多様な身体表現が可能になる。本研究では、ストリートダンスにおける3種類の動作タイミングの時間特性の
定量化を目的とし、ストリートダンサーの熟達者・初学者の動きのリズムを定量化する実験パラダイムの構築とそ
の実験的検証を行った。実験の結果、ダンサーの動きを60fpsHD動画で記録し動作解析ライブラリのOpenPoseで解
析することで定量化を実現した。この実験系は、ダンサーの動作タイミングの定量評価や、学習状況の把握にも利
用可能である。 

キーワード: ダンス、リズム、OpenPose 

1 序論
　リズムに合せて踊るストリートダンスのような様式
のダンスでは、音楽とダンスがどれくらい融合して見
えるかがダンスの完成度に大きく関わっている。しか
し、音楽のリズムにすべての動きを合わせれば良いと
いうことではない。ダンスには音楽のリズムとは別に
「動きのリズム」が存在する。特にストリートダンス
には、音楽のリズムよりも早く動き始める「早取
り」、同時に動き始める「オンタイム」、遅れて動き
始める「遅取り」の3種類の動きのリズムが存在して
おり、これらの動きのリズムを適切に使い分けること
によって、多様な身体表現が可能になる。

図1：3種類の動きのリズムの概略図 
本研究では、ストリートダンスにおける3種類の動
きのリズムの定量化を目的とし、ストリートダンサー
の熟達者・初学者の動きのリズムを定量化する実験パ

ラダイムの構築とその実験的検証を行った。 

1.1 3種類の動きのリズムの定量化
動きのリズムの動作タイミングは、ダンサーによっ
て定性的に理解されている。音に対する動きの正確さ
を定量化する試み(Miura, et al.,2011)(Miura, et al.,2016)(田
中,  et  al.,2013)は行われているものの、3種類それぞれ
の動きのリズムの動作タイミングを定量化する試みは
筆者の知る限り行われていない。

1.2 OpenPoseを用いた解析手法の検討
ダンサーの動きを計測する先行研究 ( M i u r a , e t 

al.,2011)(Miura,  et  al.,2016)(田中,  et  al.,2013)(石川,  et 
a l . , 2 0 1 6 )では、ダンサーがモーションキャプチャの
マーカーやゴニオメーター等の機器を装着し、動きの
計測を行っている。本研究では、よりダンサーの動き
への影響を少なくするため、動きを動画で撮影し計測
を行った。さらに撮影した動画を、２次元画像から姿
勢推定を行うOpenPose(Z.Cao, et al.,2017)を用いて解析
する方法の検討に取り組んだ。

1.3 熟達者と初学者の比較
熟達者のダンサーは初学者やダンサーでない人と比
較して、音楽のテンポに関わらず安定して動きを音に



合わせられることが報告されている ( M i u r a , e t 
al.,2011)(Miura,  et  al.,2016)。本研究では、熟達者・初
学者のダンサーを対象とし、3つの音楽のテンポで動
きのリズムの計測を行い、熟達者と初学者の違いを調
査した。

2 実験パラダイムの構築
ストリートダンサーの熟達者・初学者の音楽のリズ
ムに合わせた動作タイミングの計測方法を検討した。

2.1 実験参加者の選定
熟達者 2名は、世界大会での入賞経験があるダン
サーから選定を行い、ストリートダンス歴の平均は
16.9±3.7年であった。初心者2名は、ストリートダンス
歴が2年未満であり熟達者と同じジャンルを1つ以上踊
るダンサーから選定を行い、ストリートダンス歴の平
均は1.5±0年であった。

2.2 実験パラダイム
実験参加者は、音に合わせて、右手で肘の内側と外
側の任意の2点を折り返すことでリズムを取る動きを
繰り返し行った。
折り返す際のリズムは早取り・オンタイム・遅取り
のうち指示されたもので行い、それぞれ1試行あたり
内側・外側それぞれ32回ずつ、4試行256回分のリズム
を取る動きを行った。実験の様子はデジタル一眼レフ
カメラ（Canon EOS KissX7）を用いて60fps・HDの動
画で記録を行った。

図2：3種類の動きのリズムの概実験の概要 
(a)動きのリズムの実験課題と(b)実験環境を示す。

2.3 音について
実験参加者が動きを合わせる音は、継続時間が0.05
秒である220/440/880Hzの正弦波で構成した。また、
音のテンポは60/90/120BPMの3種類で実験を行った。

3 データ解析
実験の記録映像を、画像解析により姿勢推定を行う

O p e n P o s eで解析し、身体の動きを検出した。
OpenPoseで検出した関節の座標のうち、右手首のY座

標をMATLAB  (R2018b)で読み込み、ゼロ位相フィル
ター処理(filtfilt)によって外れ値を取り除いたのち、右
手を折り返したタイミングをfindpeaks関数を用いて座
標の折り返し地点から特定した。

図3：OpenPoseで解析した画像の一例 

図4：右手のY座標とフィルター処理後のデータ
典型例として Participant 01の早取り, 60BPMの結果を示す。

4 計測結果
　定量化した音楽リズムに対する動作タイミングの位
相角の平均と標準偏差を、実験参加者ごとにまとめた
結果を図5,6に示す。熟達者が遅取りに対して平均位相
角、標準偏差のいずれも一貫した傾向を示したのに対
して、初学者はそれぞれ異なる挙動を示した。

図5：3種類の動きのリズムの平均位相角 
(a)熟達者と(b)初心者の結果。赤は早取り、黄色はオンタイム、青
は遅取りを表す。垂直棒はそれぞれの標準偏差を表す。



図6：3種類の動きのリズムの位相角の標準偏差 
(a)熟達者と(b)初心者の結果。赤は早取り、黄色はオンタイム、青
は遅取りを表す。
　また、位相角の値に対してそれぞれの実験参加者と
音楽のテンポごとに一元配置反復測定分散分析を行い、
早取り・オンタイム・遅取りの主効果を解析した結果
を表1に示す。これより、BPMが120以上になると、熟
達者に対して音楽のリズムに合わせた動作タイミング
に有意差を認められない条件があるが、9 0 B P Mまで
は、熟達者、初学者に関わらず、有意差を認めた。

表1：一元反復測定分散分析の結果

N.S. denote P<0.05, not significant, respectively. 

5 考察
5.1 実験パラダイムと解析方法について
今回構築した実験パラダイムとOpenPoseを用いた解
析方法によって、定性的に理解されていた3種類の動
きのリズムのタイミングを、図7に示すように定量化
することができた。

図7：3種類の動きのリズムの位相角ヒストグラム
典型例として Participant 01の 60BPMの結果を示す。

表1の結果から、60fpsのHD動画で記録した動きを
OpenPoseで解析する方法で、60/90BPMのテンポの早
取り・オンタイム・遅取りを計測することができるこ
とが分かった。特別な機器の装着を必要としないこの
方法は、ダンサーのより自然な動きの計測を可能にす
る。また、今後ダンサーの習熟度の定量的な評価や、
日常的な身体動作の学習状況の把握のための活用が期
待される。
一方で120BPMのテンポについては、今回の計測方
法で測れるテンポの限界に近い可能性が示唆された。
今後、実験参加者を増やすことでより正確なテンポの
限界を探り、実験パラダイムを工夫することでより速
いテンポでも測定できるかどうかを検討してゆく。

5.2 熟達者と初学者の比較
熟達者は、特に遅取りにおいて初学者よりも位相角
の散らばりが少なく、先行研究と同様に音楽のテンポ
に関わらず安定して動きを音に合わせられることが示
唆された。遅取りは、ストリートダンスで意図的に使
用する頻度が高いことから、習熟度によって位相差を
保持する安定感に差が見られたことが考えられる。
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要旨 

 
 学校教育において重要な課題であるいじめは、学校環境だけでなく子供の学力や認知にも影響する可能性

が高いが未だ十分に明らかとなっていない。さらに、脳波測定を用いて脳内ネットワークとしての関係性を

調べることで社会的排斥から認知プロセスの低下に至るメカニズムを明らかにできる可能性があるが、その

関係性を調べた研究はない。本研究では、Cyberball課題と呼ばれる社会的排斥を実験下で作り出す課題を用

いて、社会的排斥を受けることによる暗記及び暗算への影響を測定した。その結果、Cyberball課題により十

分な不安感を与えたことが質問紙調査及び脳波解析より明らかとなり、認知課題においても排斥による影響

が一部見受けられた。本研究は学習環境の改善が学力向上に寄与することを明らかにし、学習者の内発性が

外発性により歪められる危険性を明示する。 
 
キーワード: いじめ、学校教育、学力、コミュニケーション、脳波 
 
1 背景 
 学校教育において徹底して取り組むべき重要な

課題の一つとしていじめ問題がある。いじめには

様々な種類が存在し、相互協調型のコミュニケーシ

ョンを主とする⽇本では、関係性攻撃、すなわち、

社会的排斥（特定の人物を除外すること）がいじめ

の主となるケースが多い(原, 2014)。社会的排斥を受

けた子供では、記憶や暗算などの認知プロセスの低

下が心理学の知見から一部報告されている

(Baumeister et al., 2002)が、まだ十分に明らかではな

い。Ledouxらの研究(2009)では、負の感情は認知及

び脳機能に強く干渉し、特に学習の脳のキャパシテ

ィに負の影響をもたらすことが示唆されている。ま

た、認知神経科学の分野では、社会的排斥と脳の関

係を調べる研究が2000年代初頭から盛んに⾏われ

ている。機能的核磁気共鳴撮像法(fMRI)を⽤いた研

究では、1) 社会的排斥に対して活性する脳部位（腹

側前帯状回皮質, 内側前頭前皮質, 腹外側前頭前皮

質）(Sebastian et al., 2011)、2) 暗算などの認知課題

に対して活性する脳部位（左頭頂皮質）(Rivera et al., 
2005) が報告されており、社会的排斥に直接関わる

脳部位と認知プロセスに関わる脳部位の両者が分

かっている。故に、両者の脳内ネットワークの関係

性を調べることで社会的排斥から認知プロセス低

下に⾄るメカニズムを明らかにできる可能性があ

る。しかしながら、その関係性を調べた研究はない。 
 本研究では社会的排斥による認知プロセスの低

下を実証し、更に脳波測定を用いて脳内ネットワー

クコネクティビティの観点に着目することで、社会

的排斥に対して賦活する脳部位と認知プロセスに

関わる脳部位の関係性を検証した。認知プロセスは

生徒の学⼒に直接的に影響するが、学習への妨害力

の対処は明確でなく未だ不十分である。実際、教育

現場における学びにおいて外部環境の影響は不透

明であり、しばしば軽んじられることがある。学習

環境の改善が学⼒向上に寄与することを明らかに

することで、学習者の内発性が外発性により歪めら

れる危険性を明示することが可能となる。さらに、

学術的意義として、そもそもeducational neuroscience 
という分野そのものが非常に新しく研究が十分に

進んでいない(Mareschal et al., 2013)。そのため、教

育心理学及び認知神経科学の知見を融合する狙い

がある。 
 
2 方法 
2.1 実験協力者 
 健康な大学生9名(うち女性4名、平均年齢= 20.2 ± 
1.8歳)が実験に協力した。このうち、女性1名は脳波

測定における計測環境が異なったため、解析時に除

外した。 
 
2.2 実験パラダイム 
2.2.1 Cyberball課題 
 社会的排斥状況を実験下で作り出すため、同条件

下でしばしば⽤いられるCyberball課題(Williams et 
al., 2006)を利⽤した(図1)。Cyberball課題により排斥

感を感じることは先行研究にて十分に立証されて

いる(Williams et al., 2006)。Cyberball課題では、実験

協⼒者はオンライン上の(架空の)複数⼈のプレイヤ



ーとキャッチボールを⾏う。実験協⼒者にボールが

投げられる確率を調整することで、包括条件(協⼒
者に等分にボールが回ってくる条件)及び除外条件

(協⼒者が排斥を受ける条件)を決定する (Fig. 2)。
Cyberball課題の時間制限や球数制限、包括及び排斥

条件時に協力者にボールが回る確率は先行研究に

より様々であり (Sebastian et al., 2011)、本実験にお

いては、パイロットテストにより包括条件において

40%、排斥条件において8%、球数は各条件において

全50球とした。また、実験を行う際、社会的排斥に

関する研究であることを事前に伝えることで実験

が不成立となる（排斥感を得られなくなるため）た

め、協力者には1)本研究は心的イメージの実験であ

ること、2)Cyberball課題では実際に別室にいる他の

協力者2名とキャッチボールを行うこと、及び3)も
し日常生活のなかで一緒にキャッチボールをして

いた場合、どのような状況が考えられるかをイメー

ジしながら課題に取り組むこと、の3点を伝えた。

さらに、課題終了後にイメージした状況の説明を口

頭で述べさせ、実験に集中していたかを確認した。 

図1：Cyberball課題における条件差異 
 
2.2.2. 実験手順 
 本研究では次の3つの実験を実施している(図2)。 

図2：実験手順 
各実験の間には十分な休憩を置くことで疲労によ

る影響を回避した。Cyberball課題について、

Cyberball課題という一種のコミュニケーションそ

のものの認知への影響を考慮し、実験1を行った。

また、実験2,3について、先に包括条件のCyberball
課題を行うことで課題への順応性を⾼め、嫌悪感

を軽減させる狙いがある(Sebastian et al., 2011)。 
 唾液アミラーゼ測定について、アミラーゼ活性

値はストレス評価の指標としてしばしば用いられ

る(中野ら, 2011)。そのため、実験前(平常時)、
Cyberball課題(包括条件)後、Cyberball課題(排斥条

件)後の計3回行う。計測の際、酵素分析装置ニプ

ロ唾液アミラーゼモニター及び専用チップを用い

た(図3)。 

図3：ニプロ唾液アミラーゼモニターイメージ 
認知課題は暗算及び暗記課題を用い、暗算課題につ

いてRivera ら(2005)の実験を参考とし、表示される

2桁の足し算について、表示される答えの正誤をHキ

ー及びJキーを用いて回答させた(図4)。ここで、問

題提示後に解答が分かった瞬間にスペースキーを

押させ答えを提示することで足し算の計算速度を

測った。問題は各実験につき20問提示した。暗記課

題では単語(日本語)及び数字のペアを用意し、 

図4：暗算課題のプロセス  
Haqueら(2015)の研究を参考とし、各実験につき20
問ずつ提示した。単語について、「日本語類似度・関

連度データセットの作成」(猪原, 2018) の単語セッ

トから、（似てる度）< 1 のペアを抽出し、数字につ

いて、ランダムな2桁の数字のペアを表示した。 

図5：暗記課題のプロセス  
暗記課題は問題提示フェーズ、回答フェーズの順に

続き、問題提示フェーズでは各ペアは3秒間1度のみ

提示された。20問題提示されたのち、15秒後に回答

フェーズに移行し、問題提示フェーズにて表示され

たペアかどうかをHキー及びJキーを用いて回答さ

せた。回答がわからなかった場合はスペースキーを

押すよう指示した。 
 質問紙実験について、Cyberball課題を行った際に

心理的影響を図る指標として STAI(State-Trait 
Anxiety Inventory)(清水, 1981)及びRPI(Resistance to 
Peer Influence Scale)(Steinberg et al., 2007)がしばしば

用いられ (Sebastian et al., 2011)、本研究でもこれら

の質問紙を導入した。STAIとは質問紙記入時の心の

状態について “平穏である”、“安心している” など

の文章に対してどの程度当て嵌まるのかを4つの尺

度(全くそうでない、いくぶんそうである、ほぼそう

である、全くそうである)から選択する。RPIとは仲



間の影響に関する10の質問に対して4段階で回答す

る質問紙である。さらに実験後アンケートでは、1) 
Cyberball課題を知っていたか/意図に気づいたかど

うか、2) 排斥条件時に不安に感じたかどうか、3) そ
の他協力者の背景を確認した。 
 
2.3 実験環境 
 暗室被験者とモニターの距離を64cmで統一し、ド

イツBrain Products製のacti64CHampを用いて全頭63
チャンネルの脳波計測を行なった。脳波とはニュー

ロンの電気的活動を頭皮上で記録したものである。

計測はCyberball課題の前後30秒、認知課題時（暗算

課題、暗記課題(問題フェーズ終了後10s)）に行った。

キー入力の際には、右手の人差し指をH、中指をJ、
親指をスペースキーの上に配置させた。 
 
2.4 解析方法 
脳波データの解析には MATLAB2017a，

EEGLAB14.1.2 を使用した。Cyberball 課題時のデ

ータについて、Cyberball 課題を行う前後 20秒のデ

ータを使用し、クリーンライン及びバンドパスフ

ィルタを用いてδ〜β波である 1~40Hz帯を抽出し

た。その後ヒルベルト変換により各被験者の包絡

線の絶対値強度の平均及び中央値を計算し、社会

的排斥を受けることにより賦活する脳部位を測定

した。暗記課題について、問題提示フェーズから

回答フェーズに移行する 10秒間のデータを使用

し、クリーンライン及びバンドパスフィルタを用

いて周波数帯域(δ波：1~4Hz、θ波：4~8Hz、α
波：8~13Hz、β波：13~40Hz)を抽出、その後ヒル

ベルト変換を用いて、1)正答率が高い/低い際の脳

活動の比較、2)Cyberball 課題による脳活動への影

響、を脳活動の同期性より推測した。 
 

3 結果 
3.1 アンケート 
 「実験の意図に気付きましたか」という問いに対

し「はい」「なんとなく気付いた」「いいえ」から回

答させたところ、「はい」が0%(0名)、「なんとなく気

付いた」が50%(4名)、「いいえ」が50%(4名)であった。

また、「Cyberball課題の排斥条件時、どのように感じ

ましたか」という問いに対し「強く不安に感じた」

「やや不安に感じた」「何も思わなかった」から回

答させたところ、「強く不安に感じた」が12%(1名)、
「やや不安に感じた」が63%(5名)、「何も思わなか

った」が25%(2名)であり、「強く不安に感じた」「や

や不安に感じた」と回答した人の合計は75%(6名)で
4名中3名が不安に感じると報告した。また、「過去

いじめを受けたことがありますか」という問いに対

し、「はい」が62%(5名)、「いいえ」が38%(3名)であ

り、「過去いじめを行ったことがありますか」とい

う問いに対し、「はい」が38%(3名)、「いいえ」が62%(5
名)であった。 
 

3.2 唾液アミラーゼ 
 被験者全体について、実験前の唾液中のアミラー

ゼ活性値は15±19 KU/L（range 47）、Cyberball課題

(包括条件 )後の値が17±25 KU/L（ range 75）、
Cyberball課題 (排斥条件 )後の値が8.9±8.9 KU/L
（range 16）であった。ストレスを強く感じていれ

ばいるほどアミラーゼ活性値も上昇するため、本実

験の全体での平均を素直に受け取るとストレスが

排斥条件の後に最も減っていると解釈できる。また

個人単位ではCyberball課題(包括条件)後とCyberball
課題(排斥条件)後のアミラーゼ活性値を比較した際、 
Cyberball課題(排斥条件)後の値の方が大きい、すな

わち排斥条件後により強くストレスを感じていた

可能性がある協力者は25%(2名)であった。 
 
3.3 認知課題 
3.3.1 暗算課題 
 各被験者の誤答数を表 1 に示した。実験

3(Cyberball課題(排斥条件)後)または実験2(Cyberball
課題(包括条件)後)、と実験1(表中には “コントロー

ル”と記載)を比較すると、どちらも50%(4名)の被験

者において正答率が向上した。また、実験2と実験3
より、63%(5名)の被験者がCyberball課題(排斥条件)
後にパフォーマンスを低下(誤答数が多い)させた。 

表1：暗算課題誤答数 

 計算時間について、各実験20問の平均回答時間を

被験者ごとに表2に示した。包括及び排斥条件時の

暗算速度に着目すると、平均値について有意味な結

果は得られなかった(P値=0.751)。 
表2：暗算課題計算時間(ms) 

3.3.2 暗記課題 
 各被験者の誤答数を表3に示した。日本語につい

て、実験2と実験3で比較したとき、ほぼ全ての被験

者で実験3において誤答数が少ない、すなわち、よ

り暗記ができていたことが示された。数字について、

同様に実験2と実験3で比較すると、50%(4名)の被験

者において実験3にてパフォーマンスが低下(暗記

できた問題数が減少)した。 
表3：暗記課題誤答数 



3.4 Cyberball課題 
 前頭部7チャンネルに着目し、排斥後のパワーを

排斥前のパワーで正規化(排斥後のパワー/排斥前の

パワー)した(表4)。全てのチャンネルにおいて平均

値及び中央値の排斥後のパワーが向上し、これは先

行研究の結果と一致した(Sebastian et al., 2011)。 
表4：Cyberball課題による変化量 

 
4 考察 
 Cyberball課題により排斥感及び不安感を受ける

ことがアンケート調査により明らかとなった。また、

Cyberball課題の排斥条件時に不安に感じたと答え

なかった2名は「過去いじめを行ったことがありま

すか」という問いに対し「はい」と回答しており、

過去いじめを行っていたことがあるという自覚が

ある場合、社会的排斥時に不安を感じにくい可能性

が考えられる。唾液アミラーゼ活性値について、社

会的排斥を受けた際に最も値が大きくなることが

想定されていたが(中野ら, 2011)、実際には実験

2(Cyberball課題(包括条件)後)で最も大きく、実験

3(Cyberball課題(排斥条件)後)にて最も値が小さく

なった。原因として、唾液アミラーゼモニターの保

管状態が挙げられ、これは温度や湿度を一定に保つ

必要があった。また、簡易計測系は計測が正確でな

いことが多い(小林、2010)ため、信頼性のあるデー

タを取得する際には測定機器や条件など、より詳細

に検討する必要がある。また、Cyberball課題(包括条
件)後の値が最も大きくなったことより、Cyberball
課題を受けコミュニケーションをとることそのも

のにストレスを感じていたことが考えられる。暗算

課題について、有意義な結果が出なかった理由とし

て、個人が本来持っている暗算能力の影響が大きか

ったことが挙げられる。暗記課題について、日本語

は全体的に回数を重ねる度に結果が向上した(誤答
率が低下した)ため、慣れが影響したと推測できる。

また、数字は50%(4名)の協力者にて排斥時に誤答率

が上昇したため、日本語より慣れ難かった可能性が

ある。 
 さらに、今後の課題として、本研究は途中段階で

あり、実験協力者数の男女比率を一定にするため女

性の実験協力者数を増やす予定である。Cyberball課
題についてヒルベルト変換は高周波ほど弱く、低周

波ほど強くデータに寄与するため、ヒルベルト変換

にかける前のデータを周波数帯域ごと(δ波：1~4Hz、
θ波：4~8Hz、α波：8~13Hz、β波：13~40Hz)にフ
ィルタリングする必要がある。脳波解析データも今

後揃える予定である。 

 また、本実験は多くの変数を含んでおり制御が非

常に難しい。考察においていじめを行った経験の有

無と社会的排斥に対する不安感に何かしら関係が

あることも示唆されており質的調査の余地がある。 
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Abstract 

 
     The recent prevalence of Asian American (AA) adults of disaggregated ethnic groups with mild to severe mental 
distress receiving professional mental health treatment is largely unknown. Using self-reports from 381,989 respondents 
in the 2006-2018 National Health Interview Survey, we found that AA ethnic subgroups had twice the reported severe 
mental distress than non-Hispanic Whites. AA ethnic subgroups were half as less likely to visit mental health 
professionals than non-Hispanic whites (NHW) with matched mental distress levels, after controlling for 
sociodemographic variables. Respondents who were born in the U.S. were more likely to visit a mental health 
professional than those who were not. Respondents over 65 were less likely to visit a mental health professional than 
any other age group. Overall, the lower prevalence of mental health service utilization for increasing mental distress 
among Asian Indian, Chinese, and Filipino American individuals (in comparison to NHWs) may indicate a need for 
culturally-specific mental health education and outreach efforts. 
 
Keywords: Asian American, psychological distress, mental health service utilization, NHIS, disparities 
 
1. Introduction 
     As a single group, Asian Americans have 
significantly lower utilization of mental health services 
than almost all other racial and ethnocultural groups, 
except for African Americans (Augsberger et al., 2015; 
Cheng et al., 2017; Kim, 2011; Lee et al., 2011; Sue et 
al., 2012). Asian Americans generally report lower 
prevalence of both general mental health disorders and 
their severities as compared to other racial groups 
(Alvarez et al., 2019; Cheng et al., 2017; Lee et al., 
2011; Sue et al., 2012). 
     The decreased mental health disorder prevalence is 
postulated to be an underreporting due to a well-known 
cultural stigma against the acknowledgment of mental 
health issues, which can lead to further decrements 
in receiving proper treatment (Augsberger et al., 2015; 
Sue et al., 2012). Considerable variation in mental 
health disorder prevalence and care utilization may exist 
between AA subgroups. However, most studies fail to 
look closely at individual Asian subgroups, which vary 
considerably in country of origin and cultural 
influences, and which may affect mental health disorder 
development and mental health care service utilization.  
     In this study, our team explored the prevalence of 
mental distress and mental health service utilization in 
Asian American (AA) adults (overall and by three major 

subgroups) in comparison to their non-Hispanic White 
counterparts of the same age, sex, and socioeconomic 
status, with the same severity of mental distress. 
Secondarily, we also compared rates of Asian 
Americans with mental distress with other major racial 
and ethnic groups. 
 
2 Method 
2.1 IRB & Funding  
     This study was determined to be non-human 
subjects research by Stanford Institutional Review 
Board (Protocol #: 57474; Protocol Title: Racial and 
Ethnic Differences in National Health Interview Survey 
Dataset). This study was funded by the Stanford Center 
for Asian Health Research and Education. Research 
reported in this publication was supported by the 
National Center For Advancing Translational Sciences 
of the National Institutes of Health under Award 
Number UL1TR003142. The content is solely the 
responsibility of the authors and does not necessarily 
represent the official views of the National Institutes of 
Health. 
 
2.2 Study Design, Data Source, and Variables 
     We conducted an observational, cross-sectional 
study consisting of publicly available data in the 



National Health Interview Surveys (NHIS) from 2006 to 
2018.  
     We utilized social and demographic NHIS 
variables within the NHIS Sample Adult and Person 
files including race/ethnicity, age, sex, place of 
birth/nativity, highest education attainment and family 
income. We included medical information such as self-
reported health status, self-reported mental distress 
(Kessler-6), and any professional mental health service 
utilization within the last 12 months. 
     The Kessler-6 (K6) scale was used to identify non-
specific psychological distress, based on the responses 
to a set of six standardized questions (Kessler et al., 
2002). 
 
2.3 Statistical Analysis 
     Descriptive bivariate statistical analyses were 
performed for race against all other variables. Simple 
time series analyses were performed to study the trends 
in mild to severe mental distress among Asian ethnic 
groups and non-Hispanic whites from 2006 to 2018. We 
pooled the cross sectional data from all years and used 
multiple logistic regression analysis to compare the 
utilization of mental health services among Asian ethnic 
groups with non-Hispanic-white adults. In a stepwise 
fashion, we controlled for sociodemographic 
characteristics and other potential confounders. All 
statistical analyses were weighted to account for the 
NHIS cluster sampling method. 
 
3. Results 
3.1 Mental Health Distress 
     The prevalence of mental distress was highest 
among NHWs for all mental distress categories 
(mild=38.5%, moderate=11.3%, severe=4.4%). The 
ratio of reported mental distress between NHWs and AA 
groups was especially prominent within the severe 
category (Kessler-6 >12), where the proportion of 
NHWs who reported severe mental health distress were 
double that of Asian Indians (2.1%) and Chinese (2.2%), 
and 1.5 times that of Filipinos (2.9%). 
 

 
 

Figure 1: Increasing Mental Distress Among 13,642 Asians and 
268,740 non-Hispanic whites in the National Health Interview Survey, 

2006-2018 
 

     Figure 1 displays the prevalence for self-reported 
mild to severe mental distress for AA subgroups and 
NHWs from 2006 to 2018. Overall, we observed a 9% 
increase in mental distress for all groups (Pearson’s 
Correlation: 0.44, p < 0.05). Although the prevalence of 
self-reported mental distress was lower among AA 
subgroups, mental distress increased significantly for all 
AA subgroups (Asian Indian: Pearson’s Correlation 
0.63, p = 0.02; Chinese: 0.77, p < 0.05; Filipino: 0.77, p 
< 0.05) and NHWs (0.75, p < 0.05) from 2006 to 2018. 
Among the four racial groups, Chinese had the highest 
rate of increase, closely followed by Filipinos. The 
trends were similar for Asian Indians and NHWs. 
 
3.2 Mental Health Service Utilization 
     Mental health service utilization rate was the 
highest among NHWs, with 8.4% reporting to have 
visited a mental health professional within the past 
year  -- nearly double that of Filipinos (4.4%) and 
nearly triple that of Asian Indians (2.8%) and Chinese 
(3.3%).  

 

 
Figure 2: Mental Health Service Utilization Among 13,846 Asians and 
271,837 non-Hispanic whites in the National Health Interview Survey, 

2006-2018 
 

     Figure 2 displays the trends for mental health 
service utilization among AA subgroups and NHWs 
from 2006 to 2018. Despite an average increase of  9% 
in mental distress for all groups over this 13-year time 
frame, we found almost no increase in mental health 
service utilization for Asian Indians (Pearson's 
Correlation: 0.28, p = 0.36) and Chinese (0.13, p = 
0.67). Although Filipinos (0.73, p < 0.05) and NHWs 
(0.84, p < 0.05) exhibited closer degrees of increase in 
mental health service utilization, this was not 
proportional to the increase in mental distress.   
      Figure 3 displays the results of our final multiple 
logistic regression results. Asian Indians (AOR=0.51, 
95% CI = [0.37, 0.69]), Filipino (AOR=0.61, 95% CI = 
[0.49, 0.76]), and Chinese (AOR=0.54, 95% CI = [0.42, 
0.69]) subgroups had significantly lower odds of 
utilizing mental health services compared to non-
Hispanic Whites, after controlling for socio-
demographic variables and health related variables. 
     People who were 65 years old or older (AOR=0.32, 
95% CI = [0.29, 0.36]) were significantly less likely to 
visit a mental health professional than people who were 



18 ~ 25 years old. People with a college education 
(AOR=1.91, 95% CI = [1.76, 2.08]) were significantly 
more likely to visit a mental health professional than 
people with less than high school education. People who 
were born in the United States (AOR=1.62, 95% CI = 
[1.48, 1.75]) were significantly more likely to visit a 
mental health professional than people who were born 
outside the United States. Finally, populations who had 
health insurance coverage (AOR=1.95, 95% CI = [1.80, 
2.11]) were more likely to utilize professional mental 
health services than people without health insurance 
coverage. 

 
4. Discussion 
     From 2006-2018, Asian Indian and Chinese 
populations living in the United States have had little to 
no change in self-reported mental health service 
utilization, despite rising rates of mental distress 
reported in the literature for these two Asian subgroups. 
These Asian Americans comprise some of the most at-
risk American populations regarding effects of mental 
health issues (Augsberger et al., 2015; Choi et al., 2016; 
Derr, 2015; Sue et al., 2012). While the three Asian 
subgroups vary in their mental health distress, overall, 
all AA subgroups have lower self-reported incidence 
and lower severity of mental distress than NHWs. AA 
subgroups had lower mental health service utilization 
than NHWs, even when adjusting for socio-
demographic factors.  
     Having or reporting a mental health issue is a 
culturally stigmatizing issue in many AA communities, 
and these issues are often felt to be a sign of personal 
weakness which may bring dishonor or “shame” to a 
family’s reputation (Augsberger et al., 2015; Choi et al., 
2016; Kim, 2011; Sue et al., 2012). As such, the 
increase in reported rates of mental health distress might 
be due to a greater willingness to report mental distress, 
or a true increase in mental distress. In this study, Asian 
Indians reported the lowest prevalence of mental distress 
and the lowest utilization of mental health services. 
Despite this, however, South Asian women have some 
of the highest suicide ideation and depression rates in 
the United States (Augsberger et al., 2015; Choi et al., 
2016; Karasz et al., 2019; Sue et al., 2012). With a large 
immigrant population, Asian Indians may experience 
difficulty in assimilating to the new host culture, which 
can include the concealment of mental health issues, 
utilization of alternative resources, and beliefs that 
American mental health professionals may not 
understand their problems and experiences (Augsberger 
et al., 2015; Choi et al., 2016; Derr, 2015; Sue et al., 
2012; Tsai-Chae & Nagata, 2008).  
     In our study, while Chinese Americans showed 
similar rates of increasing mental distress as Filipinos, 
they had a much lower prevalence of mental health 
service utilization. These differences could indicate 
decreased stigma towards recognizing mental distress in 
the Chinese American population, but a continued fear 
of the potential consequences of receiving help. Nativity 
status may play a role in both reporting and seeking care 

for mental distress. We found that Chinese and Filipino 
Americans also have a larger U.S.-born proportion than 
Asian Indians (21.3% and 34.5%, respectively, vs. 
8.1%), which may indicate greater internal conflict, 
especially between [immigrant] parents and college-
aged [native-born] children, potentially due to 
differences in lifestyle and differing rates of assimilating 
to the host culture (Choi et al., 2016; Tsai-Chae & 
Nagata, 2008; Wyatt et al., 2015). 
     Finally, Filipino Americans showed similar rates of 
increase in both reporting mental distress and in 
utilizing mental health services as NHWs, perhaps 
because many have been born in the United States and 
have adopted viewpoints of the host culture regarding 
the importance of mental health treatment. Amongst 
Asians, Filipino young adults (18-25 year old age) are 
the only AA age subgroup with the majority of its 
population born in the United States. Previous research 
has shown that mental health utilization patterns among 
the 1.5 (those who arrived in the United States as 
children or adolescents) or 2nd generation are similar to 
those of immigrants. These studies illustrate that mental 
health service utilization usually starts increasing with 
the 3rd generation (Augsberger et al., 2015; Choi et al., 
2016; G. Kim et al., 2011; Tsai-Chae & Nagata, 2008). 
     Ethic groups often have better mental health 
outcomes with programs tailored to their specific 
culture. Many agencies who provide Asian mental 
health services serve a predominantly Medicaid 
population or historically marginalized populations, like 
non-South Asian people of color (John et al., 2012). 
Since many Asian Americans live in middle to high 
income households, have obtained at least a college  
degree, and have medical insurance, they may be 
paradoxically unaware or unable to access Asian-
specific mental health services. Furthermore, even when 
these resources are readily available, they may not be 
well-known to the public and advertised broadly 
(Augsberger et al., 2015; E. Kim, 2011). 
     Our study has several limitations. Observational 
studies only support association, and cannot indicate 
causation between reporting and seeking mental health 
services. Second, NHIS undersampled Asians relative to 
other groups, potentially obscuring important 
associations in geographic and cultural differences 
impacting mental distress and care seeking. Third, the 
Kessler-6 scale is culturally specific to capture how 
mental health distress presents in the non-Hispanic 
White population. For many Asians, mental health 
distress may present as somatic symptoms of headache, 
fatigue, GI distress, insomnia or pain, again potentially 
leading to under-capturing of the true rates of mental 
health distress amongst Asians. 
     Despite these limitations, our study provides 
insight into the state of mental health distress and 
mental health service utilization by Asian subgroups 
living in America over the past decade. We found that 
while rates of reported mental health distress are rising 
amongst Asian Americans, rates of mental health 
service utilization has not increased for people of Asian 



Indians or Chinese descent. With rising suicide rates 
amongst Asian subgroups, this study points to the 
critical importance of normalizing issues of mental 
health service utilization amongst Asians, with attention 
to mental health awareness, stigma reduction, and 
community outreach regarding culturally specific 
resources.  

 

 
Figure 3:  Likelihood of Using Mental Health Services by Asians and 
non-Hispanic whites in the National Health Interview Survey, 2006-

2018 (weighted adjusted odds ratios) 
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要旨 

 
ストレス社会と言われる現代において，睡眠に対する社会的関心と需要が高まっている．しかし，睡眠のメ

カニズムは未解明な点が多く，睡眠関連疾患の治療は対症療法が一般的であるため，新規アプローチによる

根元治療法の確立が望まれている．本研究では脳腸相関に着目し，腸内細菌叢を介した睡眠調節メカニズム

の解明を目指した．睡眠阻害により作製した，行動学的睡眠不足モデルマウスの腸内細菌叢を 16S メタゲノ
ム解析により評価したところ，2種の細菌属の有意な変動があった．さらに，睡眠不足の影響を受ける腸内細
菌叢由来代謝物質を明らかにするためにメタボローム解析を実施したところ，睡眠との関連が報告されてい

る代謝物質の変動が観察された．これらの結果から，睡眠と腸内細菌叢の相互関連が強く示唆された．本研

究は，睡眠と腸内細菌叢との間を繋ぐ制御関係の解明に繋がり，新たな睡眠障害治療法の確立へ貢献すると

考える． 
 
キーワード: 腸内細菌、腸内細菌叢、睡眠、睡眠障害、メタボローム 
 
1 背景 

 現代社会は，ライフスタイルの変化や仕事などが

原因でストレスが生じやすい環境である．ストレス

は日々の睡眠に影響を与える．睡眠は確認されてい

る全ての動物に保存されている生命活動の 1 つで
あり，エネルギーやホルモンバランスの調整，記憶

の処理など生命維持に必須であるが，そのメカニズ

ムは未解明な点が多い．睡眠に関する病気は「睡眠

障害」と総称され，慢性的な睡眠の乱れや環境要因，

他の疾患によって誘発される．睡眠障害の患者数は

国内に約 3,000万人，それに伴う経済損失は年間約
3.5 兆円にも上る．そのため，睡眠に対する社会的
関心と睡眠障害治療への需要が高まっている．しか

し現状として，睡眠障害の治療には睡眠導入剤など

の対症療法が一般的であり，効果的な病因療法がな

いため，新規アプローチによる根元治療法の確立が

望まれている．そこで，「脳腸相関」及びその因子

である腸内細菌叢に着目した．脳と腸は迷走神経や

ホルモンを介し，双方向的に情報伝達を行い，生体

恒常性を維持する機構であり，その密な関係から腸

は「第 2の脳」と呼ばれる．近年，この関係に腸内
細菌が関連していることが明らかになっている．腸

内細菌叢とは腸内に常在する細菌の総称であり，腸

管内に約 40 兆個程度存在し，宿主の健康や生理機
能に重要な役割を担っている．そのため，腸内細菌

叢や「腸内細菌叢-腸-脳軸(MGB axis)」という経路
を活用した様々な疾患へのアプローチが進められ

ている．そこで，本研究では脳機能の 1つである睡
眠と腸内細菌叢にも相互作用があると仮説を立て

た．既に，概日リズムと腸内細菌叢の関連などは報

告されているが，直接的関連やメカニズムについて

は未解明である．従って，睡眠と腸内細菌叢の直接

的な関係を明らかにすることで，睡眠障害への新た

なアプローチが拓けると期待される.  

 
図 1：研究概要 

腸内細菌叢と睡眠機能が代謝物質などを介して相互に影響を及

ぼし合っていると仮定し，その関連メカニズムを解明すること

を目的としている． 



2 方法 
2.1 睡眠不足モデルマウスの作製 
本研究では断眠(Sleep deprivation, SD)を用いて睡
眠不足モデルマウスを作製した．SD には基本的に
はケージ交換(Cage change，CC)を用いた．明期前半
6時間(ZT0-6)を覚醒させ続けるために，1時間おき
にケージ交換を行った．ケージ交換には滅菌された

新しいケージ及び床敷を用いた．ケージ交換と同時

に常時監視も行い，睡眠状態(目を閉じ，5秒以上静
止している)が確認された時のみマウスを優しく刺
激(Gentle handling，GH)し，覚醒状態を維持した．な
お，ケージ交換による SDはジェントルハンドリン
グのみの SDと同じ水準の睡眠不足を引き起こすこ
とがわかっている．しかし，本実験を行う上で，後

半 3時間は CCだけでは不十分であると判断したた
め，GHもあわせて行なった． 
 
2.2 実験手順 

30匹の7週齢のC57BL/6J雄性マウスを使用し，全
てのマウスに水道水と通常食(AIN-93G，日本クレ
ア)を7日間自由摂取させた後，実験を開始した
(Day0)．Control(AIN-93G)，Crude Fiber(CE-2，日本
クレア社)，High Fat(D12492，リサーチダイエット) 
の3種類の食餌を自由摂食させたマウスを自由睡眠
群(SD-)と断眠群(SD+)に分け，各群n=5，計6群で実
験を行った(図2a)． 14日目まではSDを行わず，食餌
による馴化期間をとった．14日後から7日間，SD (+)
の3群ではSDを行い，SD (-)の3群は自由睡眠させた．
糞便は実験開始0，7，13~20日目にサンプリングし
た(図2b)．採集は全て明期開始直後 (ZT0)に行い，
16S rRNA遺伝子解析には0，14，17，20日目の糞便
サンプルを使用した．また，20日目のSD後(ZT6-9)に
解剖を行い，メタボローム解析で用いた盲腸内容物

を含む，各部位のサンプリングを行った． 
 
2.3 MiSeqを用いた16S rRNA遺伝子解析 
収集した糞便サンプルからDNAを抽出し，次世代
シーケンサーMiSeq(Illumina)を用いてアンプリコン
シーケンスを行った． 
DNA抽出は自動DNA抽出装置PI-480(クラボウ社)を
用いて行い，NanoDrop及び電気泳動によって濃度と
サイズの確認を行った．その後，腸内細菌の16S 
rRNA遺伝子に特異的なユニバーサルプライマーを
用いて16S rRNA遺伝子の増幅を行った．QIAxcel 
Advanced System(キアゲン)を用いて，PCR産物の増
幅を確認した．電気泳動にてPCRによって増幅した
V1-V2領域である400-450bpにおけるバンドの有無
で判断した．PCRによって増幅した16S rRNA遺伝子
断片に，次世代シーケンサーMiSeq(Illumina社)によ
るシークエンスで必要とされるアダプター及び各

DNA配列を識別するためのIndexを付加するための
Index PCRを行った．精製し，濃度を統一した後，慶
應義塾大学先端生命科学研究所・小松光子氏の協力

の下，MiSeqを用いて，Index PCR産物に含まれる16S 
rRNA遺伝子解析を行った．シーケンスはIllumina社
が示すプロトコルに従って行った．ペアエンドでシ

ーケンスされた塩基配列をFLASH(Version 1.2.11)に
よってアセンブリした．得られたデータは

Qiime(Version 1.9.1)によって，データベース
Greengeneを用いて解析した． 
 
2.4 メタボローム測定・解析 
盲腸内容物をサンプルとして，キャピラリー電気

泳 動 － 飛 行 時 間 型 質 量 分 析 計 (Capillary 
Electrophoresis Time-of-Flight Mass Spectrometry，CE-
TOFMS)を用いてメタボローム解析を実施した．
CE-TOFMSはキャピラリー電気泳動と飛行時間型
質量分析計を組み合わせた解析装置であり，イオン

性の生体内代謝物を網羅的に感度良く測定する有

力なツールである．測定は慶應義塾大学先端生命科

学研究所・齋藤香織氏，加藤啓子氏に協力を頂いた．

得られたデータはMaster Hands(ver. 2.17.3.18)を用い
てピーク検出と積分を行い，質量電荷比 (m/z) と
Migration timeを元に代謝物質の同定を行った．定量
に関しては，同時に泳動した内部標準物質(cationモ
ード：Methionine sulfone，anionモード：CSA)のピー
ク面積から濃度を算出した． 
メタボローム解析ツールとして MetaboAnalystを用
いた．MetaboAnalystはWeb上で提供されている解析
ツールで，各代謝物質濃度を元に有意に変動してい

る代謝経路の検出が可能である．メタボローム解析

により得られた各代謝物質濃度を元に統計解析，

Metabolite Set Enrichment解析，Pathway解析を行った． 

 
図 2：動物試験 
a：実験群の概要．3 種類の食餌にそれぞれ SD (-)群と SD (+)群
を用意し，計 6 群 (n=5)で実験を行った．b：実験スケジュール．

実験のタイムラインを示した．全ての群について，実験開始 0，
7，13~20 日目に糞便採集を行った． 



3 結果 
3.1 腸内細菌叢解析 
採取した糞便サンプルの細菌叢解析を行い，科レ

ベルの細菌叢データについて，各群0，14，17，20日
目の組成の比較を行った．結果として，食餌による

細菌叢構成の変化が観察された(図3a)．次に，7日間
SDによる腸内細菌への影響を詳しく観察するため，
20日目の属レベルの細菌叢データについて，各食餌
におけるSD(-)群とSD(+)群間の比較を行った．その
結果，有意差が認められる細菌属が計2種存在した
(図3b)．ControlにてSD(-)群とSD(+)群間で有意に存
在量が変動する細菌属はなかったものの，Crude 
FiberにおいてはSD(+)群にてAdlercreutziaが有意に

増加し，Clostridiumが有意に減少した．またHigh Fat
でも，SD(+)群においてAdlercreutziaが有意に増加し

た(図3c)． 

 
図3：断眠有無による腸内細菌叢組成比較 
a：細菌科ごとの腸内細菌叢組成比較．各群における主要20細
菌科ごとの平均相対存在比を比較した．Othersは主要20細菌科

以外の細菌科の合計である．b：SDによって存在量に変化が認

められた細菌属一覧．平均値は全体を100とした時の存在量比 
(%)である．c：SDによる有意差があった細菌属の存在量．自由

睡眠群及びSD群における全体を100とした時の存在量を示す． 
 
3.2 メタボローム解析 
腸内細菌による腸管代謝物質への影響を評価す

るために採取した盲腸内容物サンプルを用いてメ

タボローム解析を行った．SDによって変動した代
謝経路を明らかにするためにMetabolite Set 
Enrichment解析を行い，変動した代謝経路にどのよ
うな代謝物質が関連しているかを詳細に検討する

ためにPathway解析を行った．データベースはKEGG 
Pathway(Version 93.0)を使用している．解析ツール
MetaboAnalyst を用いたPathway解析では検出され
た代謝物質とKEGGデータベースを統合し，パスウ
ェイ情報を得て，その情報を代謝物質の変動データ

を統合し，データを可視化している．各食餌におい

て，SD (-)とSD (+)の間で比較を行った．Controlと
High FatでSD有無によって有意に差があり，Pathway 
ImpactがあるのはVitamin B6経路とTryptophan代謝
経路であった．Crude Fiberでは有意に差があり，
Pathway Impactがある経路はなかった．Vitamin B6経
路の上流であるPyridoxamine 5'-phosphate(KEGG：
C00647)， Tryptophan代謝経路の上流である
Tryptophan(KEGG：C00078)及びその下流にある
Anthranilate(KEGG：C00108)の定量データをSD有無
間で比較したところ，有意な変動があった．

Pyridoxamine 5'-phosphateは全群でSDによる増加傾
向があった(図4a)．また，TryptophanはHigh Fatにお
いてSDによる有意な減少があり，Crude Fiberにおい
て減少傾向があった(図4b)．AnthranilateはHigh Fatに
おいてSDによる有意な減少が生じた(図4b)． 
 

 
図 4：Pathway 解析において有意差が認められた経路 
a：Vitamin B6 経路及び経路上流にある Pyridoxamine 5'-phosphate
の濃度．b：トリプトファン代謝経路及び経路上流にある

Tryptophan 及びその下流にある Anthranilate の濃度．(Pathway 
Impact > 0 かつ P < 0.05，*P < 0.05，***P<0.001) 



4 議論 
  睡眠不足モデルマウスを用いた実験より，SDに
よる腸内ClostridiumとAdlercreutziaの有意な存在量

変化が確認された． 
ClostridiumはClostridia網Clostridiales目に属し，酪酸
産生菌として知られており，腸管の免疫機能を調整

し，炎症の抑制や腸粘膜機能の正常化に働くことが

報告されている．本実験のメタボローム解析結果に

おいてもCrude Fiber群で酪酸の存在量が多く，SDに
よって酪酸代謝経路に変動があった．また，本来，

ClostridiumはCrude Fiber下では増加することがわか
っている．しかし，Crude Fiber(+)群ではどの個体で
も検出されなかった．よって， SDによって
Clostridiumの減少が引き起こされたと考えられる． 
一 方 ， SD に よ っ て 増 加 し た Adlercreutzia は

Coriobacteria網Eggerthellales目に属し，大豆イソフラ
ボンに含まれるダイゼインをエクオールに代謝す

ることができるエクオール産生菌として知られて

おり，プロバイオティクスとして使用される．

Adlercreutziaは自由睡眠をさせたCrude Fiber(-)群で
は1匹を除いた全ての個体で全く観察されなかった．
しかし，Crude Fiber (+)群では全ての個体で平均約
0.41%存在していた．また，SDによるAdlercreutziaの

増加はHigh Fat (+)群でも観察され，全ての個体で平
均約0.53%存在していた．つまり，AdlercreutziaはSD
によって増加する菌であると考えられ，本菌は睡眠

と関連する可能性が示唆された． 
盲腸内容物メタボローム解析の結果，SDによって
腸内代謝経路にも影響を及ぼしていることが明ら

かとなった．特に，トリプトファン代謝経路とビタ

ミンB6経路は有意に変動があった．血液や臓器にお
いて睡眠不足がこの2経路に影響をもたらすことは
以前から報告されている．今回の実験から，睡眠不

足が腸内におけるトリプトファン，ビタミンB6代謝
経路の変化とも関連していることが示唆され，体外

である腸内環境の変化と体内での変化も大きく影

響し合っている可能性が考えられる．以上より，腸

内環境によっては睡眠の変化が2種の細菌属の増減
を介してトリプトファン代謝経路やビタミンB6経
路関連代謝物質の変化を引き起こす可能性が示唆

された． 
本成果より，睡眠と腸内細菌叢の相互関連が強く示

唆された．今後，睡眠と腸内細菌の間を繋ぐ詳細な

制御関係を明らかにすることで，腸内細菌叢を介し

た新規の睡眠障害改善法の確立に繋がると共に，現

代の脳神経科学最大のブラックボックスと言われ

る睡眠の制御機構を紐解く新たな視点となると考

えている. 
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要旨 

 
 二酸化炭素(CO2)は一定の温度圧力条件下で疎水的性質を持つ液体となり，自然環境下においても海底下で
液体CO2の貯留層が複数発見されている．また生命誕生以前の冥王代では現在よりも広い範囲での液体CO2貯

留層の存在が示唆されている．冥王代海洋において疎水性溶媒である液体CO2は海水に溶解しにくい元素種

の循環や，海水中では進みづらいと言われている生命誕生に関わる化学反応の進行に役割を持った可能性が

あるが，初期地球での液体CO2に関する研究は少ない．そこで本研究では液体CO2を用いた実験を行うための

高圧容器を用意し，人工海水−液体CO2間の海水主要元素分配に関して実験的に調べた．その結果，海水主要

元素(Na, Mg, K, Ca)はほぼ液体CO2に分配しないことがわかった．今後は重金属や有機物についての分配や溶

解度を調べ，初期地球で液体CO2が元素循環と化学進化に果たした役割を明らかにする． 
 
キーワード: 液体CO2，冥王代，元素循環，化学進化，生命の起源 
 
1 背景 
 二酸化炭素(CO2)は気体や固体(ドライアイス)の
状態が広く知られているが，一定の温度圧力条件下

では液体となる．液体となったCO2は非常に低い極

性を持つことから有機溶媒のような疎水性を示し，

水の溶解度は1%未満である  (Stone, 1943; Hyatt, 
1984; Teng et al., 1997)．現代の海洋では沖縄トラフ，
北マリアナ島弧，そしてノルウェー海に位置するい

くつかの熱水噴出域周辺で，海底下に液体CO2の貯

留層が発見されている (Sakai et al., 1990; Konno et 
al., 2006; Lupton et al., 2006; Stensland et al., 2019)．こ
れらの液体CO2は，海底下に沁み込んだ海水が地熱

によって暖められると同時に周囲の岩石と反応す

ることでマグマ由来のCO2を取り込み，そうしてで

きた熱水が上昇などによる冷却過程で脱ガスを起

こすことで生成されたと考えられている．一方，冥

王代地球では現在よりも多くのCO2が大気に存在し

たとされており，海洋にもより多くのCO2が溶け込

んでいたとされる (Sleep, 2010)．当時の地質学的記
録が乏しいため値の推定は困難だが，冥王代の直後

に位置付けられる太古代の大気では現在と比較し

て10から2500倍のCO2量が存在すると推定されてい

る (Catling and Zahnle, 2020)．大量に溶け込んだCO2

が冥王代の海底で水圧により液体となることで疎

水的環境ができ (Nealson, 2006)，液体CO2を介した

海水に溶解しにくい元素の拡散が考えられる．実際

にノルウェー海のJan Mayen熱水ではCO2ハイドレ

ートを介した重金属の拡散が示唆されている 

(Stensland et al., 2019)． 
 生命の起源研究において海底から熱水は噴出し，

水と岩石の反応から非生物的有機物生成が行われ

る熱水噴出孔は，継続的な熱源や電気化学的非平衡

などの条件から生命誕生場の有力な候補とされて

いる (Martin et al., 2008; Sojo et al., 2016; Yamamoto 
et al., 2017)．一方，有機物が化学反応を繰り返すこ
とで生命に見られるような機能を持つ有機分子に

なったとする化学進化説では，アミノ酸からタンパ

ク質やリボヌクレオチドからRNA鎖への重合反応
といった脱水縮合を伴う反応が海水中では熱力学

的に起きづらいこと，反応が起きても不安定である

ことなどの問題点が指摘されていた  (Kitadai and 
Maruyama, 2018)．疎水性溶媒である液体CO2中であ

れば脱水縮合反応のような化学進化の反応場にな

ることや，水中で不安定な有機分子の貯留場となる

ことが考えられる (渋谷 and 高井, 2017)．しかし，
液体CO2を対象にした生命の起源研究はほとんど行

われておらず，海水や熱水に含まれることが知られ

ている元素の液体CO2への分配や，生命前駆有機分

子の液体CO2への溶解度についてはほとんど調べら

れていない．そこで本研究では液体CO2を用いた実

験システムの確立を目的として高圧容器の用意を

行い，海水に含まれる主要元素であり，元素循環と

生命必須元素という点で重要なNa, Mg, K, Caについ
て人工海水−液体CO2間の分配を調べた． 
  



2 方法 
2.1 液体CO2を入れる耐圧容器 
 耐圧容器はガラス窓が付いたステンレス製のも

のを購入した(日東高圧)．容器内部から液体を抽出
するための管をステンレス製のチューブとバルブ

(Swagelok社)を用いて作成し，取り付けた(図1)．接
続部分が多数あるため，漏れがないよう確認する目

的で繰り返しリークチェックを行った．容器内部と

チューブ内は純水，1M NO3，エタノールの順で洗浄

し，二度純水ですすいだ．最後に窒素ガスを吹きか

けてしっかりと乾燥させた． 

 
図1：耐圧容器の模式図 
三角形が二つ連なっている砂時計状の形がバルブを示す．ガラ

ス窓からは内部に入れた液体の様子が確認できるようになって

いる． 
 
2.2 人工海水−液体CO2系の構築と抽出 
 国際海洋物理化学協会によって定められた海水

の標準濃度を参考に (Millero et al., 2008)，主要な元
素であるNa，Mg，K，Caを含む人工海水を，純水，
塩化ナトリウム，塩化マグネシウム，塩化カルシウ

ム，塩化カリウムの試薬(ナカライテスク)を用いて
調製した．Mgは調製上の操作により約半分の量と
なった．120 mLの人工海水と撹拌子を耐圧容器内に
入れ密閉した後，バルブを通して液化炭酸ガス

(CO2)を注入した．圧力は6 MPaまで上昇した．撹拌
子は液体CO2によって溶解しないPTFE製を用いた 
(Jiménez et al., 2007)．液体CO2が海水と同程度の量

が入ったことを確認した後，バルブを閉じ，撹拌機

で撹拌を1日行なった．その後撹拌を止め，1日平衡
化させた． 
 人工海水と液体CO2の抽出はそれぞれ独立した実

験系で行なった．人工海水の中に口が開いているチ

ューブを通して，人工海水の抽出を複数回行ない，

1−5，9，13回目の抽出溶液を分析した．液体CO2の

抽出では，CO2を気化させずに取り出すため，バル

ブとチューブを用いてサンプリングチューブを作

成した(図2)．サンプリングチューブ内の空気を真空
ポンプで抜き，耐圧容器のバルブに取り付けた．耐

圧容器とサンプリングチューブ内の圧力差によっ

て液体CO2が移動し，抽出した．サンプリングチュ

ーブ内に液体CO2が抽出されたことを重量法によっ

て確認した後，CO2を気化させ，純水をチューブ内

にいれて30分放置した．これにより液体CO2の気化

によってチューブ内に残った元素を純水中に回収

した．抽出は複数回行った．また抽出直前にサンプ

リングチューブを純水で満たしておいたものをブ

ランクとした． 

 
図2：サンプリングチューブの模式図 
三角形が二つ連なっている砂時計状の形がバルブを示す．サン

プル貯留箇所と示している部分に液体CO2を一時的に移動さ

せ，液体として抽出を行う． 
 

 人工海水は適切な濃度に薄め，液体 CO2回収溶液
と と も に Dionex ICS-1600 (ThermoFisher 
Scientific)を用いたイオンクロマトグラフィーで分
析した． 陽イオン標準液 III（富士フィルム和光純
薬）を外部標準試料として校正を行った． 
 
 
3 結果 
3.1 耐圧容器の準備 
 耐圧容器は漏れなく液体CO2を封入した．また抽

出作業も遂行した． 
 
3.2 抽出した人工海水・液体CO2の濃度 
 人工海水−液体CO2系から人工海水を直接抽出し

た結果，4種の元素濃度についてCO2反応前と比較す

るとNaを除いて有意な差は見られなかった(図3)．
しかしNaについても人工海水中の濃度が不安定で
あった．液体CO2を直接抽出した結果，1−4回目につ
いては値が安定しなかったため，海水の水滴等が抽

出時に紛れ込んだと考え結果から除外した(図4)．6
−8回目の抽出で値が安定したため，液体CO2に溶存

しているとした．ブランクと比較するとNaとMgに
ついては微量ではあるが液体CO2への分配が見られ

たが，KとCaは検量限界を下回った． 
 
 
 
 
 
 
  



 

 
図3：人工海水抽出時の元素濃度変化 
黒丸が液体CO2と反応前，それ以外が反応後を示す．左上に元素

名が示してある．同一の系において1回目の抽出で抽出回数が1，
2回目で2というようにプロットされている． 

 
 
図4：液体CO2抽出時の元素濃度変化 
黄色の丸がCO2から回収した元素の濃度，青の三角がブランク

中の元素濃度を示す．黒い線は計算によって求めた検出限界と

なる．各濃度はモル分率を千倍した値で示されている． 
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4 議論 
 人工海水−液体CO2系から人工海水を抽出した際

は微量な差を明らかに検出することはできなかっ

たが，液体CO2に溶存している物質を間接的に分析

したところ，NaとMgについて有意な差を検出した．
NaとMgはKとCaに比べてそれぞれ100倍，10倍ほど
多く人工海水に含まれていたため，元素種による差

よりも海水中の濃度比が強く反映されていたと考

えられる．日単位の反応では海水主要元素は液体

CO2側にほとんど分配されないことから，こうした

元素を必要とする原始細胞の誕生には向かないが，

これらの元素に邪魔されない無機・有機物の反応場

として働く可能性が考えられる．また長期的な反応

や固体からの溶解では異なる分配を示すことも考

えられるため，さらなる調査が求められる． 
 臨界点を超えた状態である超臨界CO2を用いた研

究では重金属を含む有機金属錯体のCO2への溶解が

広く報告されていることから  (Gupta and Shim, 
2006)，今後は重金属を含むステンレスと溶液が触
れない実験系を構築し，熱水に含まれる重金属につ

いて分配実験を現在実行中である．生命前駆物質で

ある有機物は液体CO2を溶媒として溶質を測定でき

る系を開発中である．初期地球環境で想定される

様々な元素や分子，結晶と液体CO2の反応について

調べることで，液体CO2が元素循環と化学進化に果

たした役割の解明を目指す． 
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要旨 

 
 超好熱性アーキアのパイロコッカス フリオサスは、100℃近い高温環境を好み生息しているにも関わらず

熱ストレス応答機構を持つことが既知である。しかし本アーキアの熱ショック時におけるタンパク質の挙動

や、細胞全体の生理応答については未解明の部分が多い。本研究は、本アーキアにおける熱ショック応答機

構の全体像の解明を目的とした。90℃で培養した培地を煮沸状態にして熱ショックをかけ、タンパク質の継

時的、網羅的同定と定量を行った。結果、同アーキアのタンパク質のうち80%以上が極めて高い熱安定性をも

つことが明らかとなった。一方、機能未知タンパク質PF0624は大幅に増加し、煮沸後45分には熱ショック前

の12倍以上の量になっていた。PF0624はヒストン様のDNA結合性ドメイン配列を有しており、高温下での

DNAの開裂を防いでいる可能性がある。本発表では、熱ショック時における遺伝子発現解析を含め、他のユ

ニークなタンパク質の挙動についても解説したい。 
 
キーワード: 分子生物学、超好熱性アーキア、バイオインフォマティクス、プロテオーム、トランスクリプ

トーム 
 
1 背景 
 
1.1 超好熱性微生物 パイロコッカス フリオサス 
パイロコッカス フリオサス(Pyrococcus furiosus)

は、1980年代にイタリア、ヴルカーノ島付近の硫黄

を含む海底熱水噴出孔から発見されたアーキアで

ある(図1)。Pyrococcusの語源はPyro(炎)とcoccus(球
形の菌)であり、炎の球のようなアーキア、という意

味合いで名付けられた。形もさることながら、本ア

ーキアは増殖可能温度が70~103℃と非常に高温で

あることが知られており、酸素の無い環境を好み生

息している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
また本アーキアの見つかった熱水噴出孔(図2)は、

地球における原子生命の誕生の地として強く支持

されている場所である。熱水噴出孔のような高温環

境に生息する微生物の多くは、地球生命における系

統樹の根元、つまり生命の起源に近い事が既知であ

り、パイロコッカス フリオサスも系統的に古い生

物である事が先行研究より知られている。また、ア

ーキアは生命の基盤となる機構を担う分子が真核

生物と類似していることが知られており、原始生命

および原始真核様生物の様子を反映している可能

性が高い。生命の進化史を考える上で、本アーキア

の持つ分子機構を明らかにする意義は大きいと言

える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

図 1:超好熱性アーキア パイロコッカス フリオサス
の電子顕微鏡写真 
赤い丸が菌体、橙の線状の物質は鞭毛である。 図 2:深海における熱水噴出孔の例 



 

1.2 パイロコッカス フリオサスの熱応答機構 
 本アーキアは常に超高温環境に生息しているに

もかかわらず、通常時の細胞機構とは異なった熱シ

ョック応答機構を持つことが知られている。タンパ

ク質レベルでは、熱ストレス下でタンパク質を保護、

修復するsHSP(small Heat Shock Protein)やサーモソ

ームが増加することが既知である。 
 さらに、パイロコッカス フリオサスは熱ショッ

ク時に分子量の小さい有機物を細胞内に蓄積させ

ることが知られており、この合成に関わるMyo-
inositol-1-phosphate synthaseタンパク質が増加する。

本生物において、これらの物質はmRNAレベル、代

謝レベルで熱ショック時に増加することが先行研

究にて確認されている。 
 
1.3 本研究の目的 
 上記の通り、本アーキアでは熱ショック時に特定

のタンパク質が増加することがわかっており、熱シ

ョック時のmRNA、代謝物の変動に関して網羅的解

析がなされている。しかしながらタンパク質の網羅

的解析は行われておらず、また産生されたmRNA量

とタンパク質量は必ずしも相関しないため、熱ショ

ック時におけるタンパク質の挙動の全体像は未解

明である。 
 本研究では、網羅的タンパク質、mRNAデータを

用いた解析を行うことにより、超好熱性アーキアの

熱ショック時における遺伝子の挙動を解明するこ

とを目的とする。 
 
2 方法 
 
2.1 データ取得 
 本解析では金井、佐藤によって作成されたサンプ

ルを解析対象とした(図3)。サンプル作成において、

まずパイロコッカス フリオサスを90℃で培養し、

対照群のサンプルを採取した。90℃から温度を上げ

始め102℃(煮沸)に達してから15、30、45分のタイム

コースごとにサンプルを採取した。 
その後採取された各サンプルについて、プロテオ

ーム解析を行った。プロテオーム解析は、サンプル

内の細胞が持つタンパク質を網羅的に解析する手

法である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今回はサンプルを産総研の足達博士に委託し、プロ

テオームのデータ取得および解析の前処理を実施

している。 
今回のサンプリングでは、927のタンパク質におけ

る発現変動データを取得することができた。 
 また同サンプルについて、トランスクリプトーム

解析を行った。本解析は、サンプル内に存在する

mRNAを網羅的に解析する手法である。mRNAの配

列決定をするNGS解析を外部委託し、得られたリー

ドについてマッピングおよび定量を行った。結果、

2,070の遺伝子における変動データを取得すること

ができた。 
 最後に、同サンプルを用いて低分子RNA解析を実

施した。低分子RNAとはタンパク質をコードしない

RNAのうち、長さがわずか20~30塩基の分子を指す。

また低分子RNAは、様々な生物学的プロセスの調整

で重要な役割を担っていることが近年判明し、急速

に研究が進展している。この低分子RNAについて、

サンプル内の配列決定を外部委託し、得られた配列

データについて低クオリティ配列除去後に、マッピ

ングおよび定量化を行った。結果、52の低分子RNA
における変動データを取得することができた。 
 
2.2 発現変動比を用いた分類 
 各タンパク質の傾向について、発現変動比を用い

て増加、減少、不変に分類した。 
本解析における発現変動比とは、90℃でのタンパ

ク質量を1としたときの15、30、45分におけるタン

パク質量である。発現変動比は、各タイムポイント

におけるタンパク質存在量/対照群におけるタンパ

ク質存在量で求められる。今回は発現変動比が2よ
り大きいタンパク質は増加、1/2以上かつ2以下であ

るタンパク質は不変、1/2より小さいタンパク質は

減少傾向を示すと定義している。 
 
3 結果 
 
3.1 プロテオーム、トランスクリプトーム解析結果 
タンパク質における網羅的機能解析を行った結

果、計測された全927タンパク質中、80%以上のタン

パク質が全時間通して熱ストレス時に不変であっ

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

図 3:サンプル取得、解析手法 



 

金井らの研究(未発表)から、同じ原核生物である大

腸菌は熱ストレス時に50%以上のタンパク質が減

少傾向を示すことが既知であり、これと比較すると

本アーキアは熱ストレスに対し極めて高い安定性

をもつことが判明した。 
 mRNAにおける網羅的機能解析を行った結果、全

時間を通して、増加傾向と不変のmRNA存在比率は

おおよそ1:1であり、減少傾向を見せるmRNAの数は

極端に少なかった。また、減少傾向を示すmRNAに

ついて確認を行ったところ、全時間通して6割以上

を代謝関連機能が占めており、セントラルドグマ関

連は1割にも満たないことが判明した。 
 
3.2 機能未知タンパク質PF0624 
プロテオーム解析の結果、15、30、45分の全時間

において最も発現変動比が高かったのは、機能未知

タンパク質PF0624であった(図4)。パイロコッカス 
フリオサスにおいて代表的なタンパク質である、酸

化還元酵素のSulfhydrogenase 1 subunit alphaやDNA
複製で重要な役割を担うDNA polymerase sliding 
clampと比較すると、その増加が顕著であることが

確認できた。さらに、これまで熱ショック時に増大

する代表的なタンパク質とされていたsHSPが45分
までに10倍増加しているのに対し、PF0624は約12倍
とより大きな幅で増加していることがわかった(図
5)。また、PF0624はトランスクリプトームレベルで

も増加が確認された。 
PF0624についてより詳細に調べるべく、他タンパ

ク質との関係についてSTRINGを用いて確認を行っ

た。結果、PF0624はsHSPやMyo-inositol-1-phosphate 
synthase等の熱ショック応答との関連が既知である

タンパク質とともに、Phrという転写制御因子によ

って制御を受けていることがわかった(図6)。Phrは
通常時、プロモーター領域(DNAからRNAを合成す

る段階の、開始に関与する領域)に結合することで、

mRNAの合成を抑制している。しかし熱ショックが

かかると、Phrのタンパク質構造が変化することで

プロモーター領域に結合できなくなり、mRNA合成

の抑制が解除される。これによりPF0624やsHSPは
mRNA量が増加し、mRNAからタンパク質が合成さ

れることでタンパク質量も増加するのである。さら

にPhrによって、mRNAだけでなく特定の低分子

RNAも制御される可能性があることが先行研究よ

り判明した。挙げられた低分子RNAはPF_s016と
PF_s041であり、今回行った低分子RNAの結果では

どちらも熱ショック時の増加が確認された。 
続いて、Phyre2を用いて立体構造からタンパク質

機能の類似性解析を行った。本解析を行うことによ

り、タンパク質のアミノ酸配列やmRNA配列など、

いわゆる一次元的な解析では確認できない類似性

を見出すことができる。その結果、以下の立体構造

を取ることを推定し(図7)、ヒストンに似た機能を持

つ可能性が示唆された。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 4:プロテオームの発現変動 
各点はそれぞれのタンパク質を示す。マゼンタが Cellular 
Processes and Signaling 、 青 が Information Storage and 
Processing、黄色がMetabolism、グレーが Poorly Characterized
を表し、点線は 2, 1/2倍を示す。 
  

図5:代表的なタンパク質の熱ショック時における
存在量変動 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4 考察・展望 
プロテオーム解析結果より、パイロコッカス フ

リオサスは熱に対し極めて高い安定性をもつこと

が示唆された。また、トランスクリプトーム解析の

結果より、熱ショック時には減少傾向を示す遺伝子

が熱ショック継続時間に関わらず少ないことが判

明した。さらに、減少傾向を見せた代謝関連のタン

パク質について詳細を確認したところ、特にエネル

ギー代謝に関わる遺伝子が偏って減少したことが

わかった。この結果から、熱ショック時にはエネル

ギー代謝関連の一部の転写が抑制されやすくなる

可能性が考えられた。 
機能未知タンパク質PF0624における確認では、

熱ショックによるタンパク質量の大幅な増加やPhr
による転写制御より、PF0624が熱ストレス応答に関

与する可能性が強く示唆された。また、Phyre2を用
いたタンパク質立体構造の類似性解析から、PF0624
はヒストンに似た立体構造を持つことが推定され

た。しかしながら本アーキアにおけるヒストンは全

長67アミノ酸であるのに対し、PF0624は全長153ア
ミノ酸であり、長さに２倍以上の差異があった。以

上より、PF0624は熱ストレス時に、ヒストンによる

ゲノムの保護をより強固にする役割を果たす可能

性が考えられる(図8)。本仮説の実証のため、卒業論

文執筆までにPF0624の機能を実験的に確認したい。 
最後に、低分子RNAの変動データをNGS解析によ

り取得、データ成形済みである。本発表には間に合

わなかったが、卒業論文では今回報告した解析結果

と合わせて考察を行いたい。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5 謝辞 
この研究を支援、指導してくださった、アドバイ

ザーの三浦昌浩さん、産総研	足達俊吾先生、	森大

博士、佐藤朝子さん、永田祥平さん、玉木聡志博士、

斎藤元文さん、鶴巻萌さん、森田鉄兵さん、RNA グ
ループの皆様、冨田勝教授、金井昭夫教授に、この

場をお借りし感謝申し上げる。また、本研究は山岸

学生プロジェクト支援制度の助成を受けたもので

ある。	 	
 
6 参考文献 
Akanuma, S., Yokobori, S., Nakajima, Y., Bessho, M. and 

Yamagishi, A. (2015) Robustness of predictions of 
extremely thermally stable proteins in ancient 
organisms. Evolution, 69, 2954‒ 2962.  

Keese AM， Schut GJ， Ouhammouch M， Adams 
MWW， Thomm M. Genome-wide identification of 
targets for the archaeal heat shock regulator phr by 
cell- free transcription of genomic DNA. J Bacteriol. 
2010. Mar 1;192(5):1292–8.  

Shockley KR, Ward DE, Chhabra SR, Conners SB, 
Montero CI, Kelly RM. Heat shock response by the 
hyperthermophilic archaeon Pyrococcus furiosus. 
Appl Environ Microbiol. 2003 Apr 1;69(4):2365–71.  

Olsen GJ, Woese CR. Archaeal genomics: an overview. 
Cell . 1997 Jun 27 ;89(7):991–4.  

Kao CC, Lieberman PM, Schmidt MC, Zhou Q, Pei R, 
Berk AJ. Cloning of a transcriptionally active human 
TATA binding factor. Science. 1990 Jun 
29;248(4963):1646–50.  

Woese CR, Kandler O, Wheelis ML. Towards a natural 
system of organisms: proposal for the domains 
Archaea, Bacteria, and Eucarya. Proc Natl Acad Sci 
U S A . 1990 Jun 1;87(12):4576–9. 

Bezdek JC, Ehrlich R, Full W. FCM: The fuzzy c-means 
clustering algorithm. Comput Geosci. 1984 Jan 
1;10(2–3):191–203.  

McCord JM, Keele BB, Fridovich I, Adams MWW. An 
enzyme-based theory of obligate an- aerobiosis: the 
physiological function of superox- ide dismutase. 
Proc Natl Acad Sci U S A . 1971 May 6 ;68(5):1024–
7.  

Fiala G, Stetter KO. Pyrococcus furiosus sp. nov. rep- 
resents a novel genus of marine hetero- trophic 
archae- bacteria growing optimally at 100°c. Arch 
Microbiol . 1986 Jun ;145(1):56–61.  

図 6:転写制御因子 Phrについてのモデル 

図 7:推定した機能未知タンパク質 PF0624の立体構造 
 

図 8:予想される機能未知タンパク質 PF0624の機能 
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要旨 

 
 航空機の安全な航行を妨げる要因の1つとして乱気流が挙げられる。乱気流による事故などの被害額は年

間数100万ドルにもなる。日本の気象庁など各国の予報機関が予測を試みているが、精度よく予測するシス

テムはない。その背景には乱気流の発生メカニズムがわかっていないことが挙げられる(Sharman et al., 
2012)。そこで本研究では、過去に乱気流が報告された地点の周囲の風速とウインドシアーを解析し、乱気

流が発生した時の風の場を明らかにした。また、その結果に対して主成分分析を行い、乱気流発生時の風速

と鉛直シアーの特徴を示した。解析の結果、平均的にはジェット気流の南側にある地点で、乱気流が発生し

やすいことがわかり、主成分分析からサンプルデータが乱気流の下流の方であることがわかった。また、南

北風の鉛直シアーが波状になっており、南北風の鉛直シアーが乱気流の発生に強く影響することが示唆され

た。 
 
キーワード: 航空気象、乱気流、メカニズム、主成分分析 
 
1 背景 
航空機の安全な航行を妨げる要因の 1つが乱気

流である。乱気流は発生要因別に分けることがで

き、(1)山岳波によるもの・(2)雲に伴うもの(雲内

乱気流)・(3)晴れており、雲がない状況で発生す

るもの(晴天乱気流)の三つに分類される(Lane et 
al., 2012; Sharman et al., 2012)。様々な機関が乱

気流の予測を試みているが、発生位置・時間を精

度よく予測できるシステムはない。また、乱気流
を回避するために燃料を余分に消費してしまい、
乱気流による事故と余分な燃料費による損害の総
額は、業界で年間数 100 万ドルにものぼる
(Sharman et al., 2012)。 

乱気流の予測が困難である背景には、発生メカ

ニズム自体がわかっていないことが挙げられる。

現在、ジェット気流や上層の前線などが原因だと

言われているが、航空機に影響を与える乱気流

が、どのような気象場で生じているのかも明確で

ない(Wolff and Sharman, 2008)。その中でも特に

(3)晴天乱気流は予測が難しく、Kelvin-Helmholtz
不安定によって発生すると考えられているが、乱

気流発生箇所の環境場や発生時の気流の状態な

ど、未解明な点が多く残る(Dutton, 1971)。 
本研究では晴天乱気流に着目し、過去に乱気流

が報告された地点の周囲の気象場を解析し、乱気

流の発生点周りの風速と鉛直シアーから乱気流の

発生した時の風の動きを明らかにする。また、そ

の結果を主成分分析し、乱気流の発生に本当に影

響のある風の場の特徴を掴む。 
 
2 解析手法 
本研究では、パイロットによる乱気流の発生報告

(PIREP)とメソ客観解析データ(MANAL)の 2018 

年 1、2、3、10、11、12 月分を用いて解析を行っ

た。この期間で 4781 回の乱気流が報告された。な

お、雲内・晴天時の区別はしていない。そこで、

MANAL から乱気流発生地点を中心として 64×64

の格子を作り、その格子点上に風速と鉛直シアーを

対応させたデータを作成した。また、鉛直シアーは

等圧面の風の差から計算し、高度差は乱気流発生高

度から 1 km〜2 kmほどである。発生地点・高度・

時間はそれぞれ内挿した。水平解像度は 5 km とな

っており、解析範囲は乱気流の発生地点を中心とし

て周囲 320 km×320 km となっている。このデータ

を用いて解析と主成分分析を行なった。 
 
3 結果 
 図1に解析期間でPIREPで報告された乱気流の発

生地点を日本地図上にプロットした。航空機によ

る観測であるため、空港周辺や航空機が通過する

空域のみにはなるが、海上や陸上など問わず広い

空域で乱気流が発生していることがわかる。 
図2に6ヶ月の全サンプルで、乱気流が報告され

た地点の周囲の平均の風速と鉛直シアーを解析し

た結果を示す。東西風は、北東側で強く風が吹い

ており南側が弱かったが、どの地点でも風速40 



m/s以上の強い風が観測された。南北風は、東側で

強く風が吹いており西側では弱く、風速の差は約2

倍もあった。東西風の鉛直シアーは北側で強く、

南側で弱かった。南北風の鉛直シアーは東側で強

く、南西側が弱かった。東西風と東西風の鉛直シ

アーが強い地点と弱い地点が対応している傾向が

みられ、南北風と南北風の鉛直シアーにおいても

同様の傾向がみられる。 

また、図3に6ヶ月の全サンプルで主成分分析を

した東西風u、南北風v、東西風の鉛直シアーΔuと
南北風の鉛直シアーΔvの負荷量ベクトルを示す。

主成分分析の結果、東西風と南北風は第一主成分

の寄与度が90 %以上となった。どちらも負荷量ベ

クトルの大きさが乱気流発生地点で最も大きく、

離れるほど小さくなっている。東西風は左右に伸

びた楕円状の分布であるのに対し、南北風では北

東・南西方向に伸びた楕円状である。しかし、ど

ちらも付加量ベクトルの最大値と最小値の差は約

0.0015と大きな差はなく、どの地点でも符号が同

じだった。東西風の鉛直シアーと南北風の鉛直シ

アーは、第一主成分の寄与度が約70 %、第二主成

分は約15 %となった。また、第二主成分で主成分

得点を計算したところ、主成分得点が正になった

割合は東西風の鉛直シアーでは約43 %、南北風の

鉛直シアーでは約49 %となった。東西風の鉛直シ

アーの第一主成分は、東西風の第一主成分と似た

分布をしているが、負荷量ベクトルの最大値が少

しだけ北東方向にずれている。南北風の鉛直シア

ーの第一主成分は南北風の第一主成分と似た分布

をしていた。どちらの鉛直シアーも負荷量ベクト

ルの最大値と最小値の差0.005〜0.007と風速より

も大きく、どの地点でも符号が同じだった。東西

風の鉛直シアーの第二主成分を見ると、南側もし

くは北側にいくほど負荷量ベクトルの絶対値が大

きくなっていた。南北風の鉛直シアーの第二主成

分を見ると、南東側もしくは北西側にいくほど負

荷量ベクトルの絶対値が大きくなっていた。どち

らも負荷量ベクトルの差は約0.04となっていた。 
 
4 考察 
解析した結果から、東西風とその鉛直シアーはど

ちらも北側が強く、南側が弱いということがわかっ

た。南北風とその鉛直シアーはどちらも乱気流発生

地点を中央値として、東側が強く西側が弱いことが

わかった。つまり平均的には、ジェット気流の南側

にあり、東側と西側で南北風の風速差が大きくなっ

ている空域において北向きの風が吹いている地点

で、乱気流が発生しやすいことが分かった。また、

乱気流発生地点における鉛直シアーの強さは、平均

的には特に大きくないこともわかった。風速と鉛直

シアーの強弱の分布が似ていることから、乱気流が

発生している空域では、風速が速いほど鉛直シアー

も強くなると考えられる。 

主成分分析をした結果からは、東西風と南北風は

中心に近いほど風の影響を大きく受け、南北風は波

を描くように影響度が変化しているのがわかった。

しかし、どちらも負荷量ベクトルの大きな差はなく、

符号も全地点で同じであるため、乱気流が発生する

空域全体で強い風が吹いていることが必要だと考

えられる。東西風の鉛直シアーの第一主成分におい

て、影響の強い風が中心の北東側にずれていたこと

から、発生した乱気流の下流側で遭遇していると予

想できる。また、東西風の鉛直シアーの第二主成分

の主成分得点から、正の割合が低かったことから北

側の鉛直シアーの影響を受けやすいと考えらえる。

南北風の鉛直シアーの第二主成分の主成分得点は

正負の割合がほぼ等しかったため、南北風の鉛直シ

アーは北東側・南西側どちらの影響が強いかは断言

できない。 

 
図1：解析期間で乱気流が発生した地点をプロットした結果 

青い点が乱気流の発生した地点 

 

 
図2：解析期間で気象場を解析した結果 

乱気流発生地点(0,0)を中心とした平均の風と鉛直シアー。縦

軸と横軸はそれぞれ緯度・経度を示す。(a)東西風,(b)南北

風,(c)東西風の鉛直シアー,(d)南北風の鉛直シアー 



 
図3：解析期間で主成分分析した結果 

乱気流発生地点(0,0)を中心とした風と鉛直シアー。縦軸と横

軸はそれぞれ緯度・経度を示す。(a)東西風の第一主成分,(b)

南北風の第一主成分,(c)東西風の鉛直シアーの第一主成分,(d) 

東西風の鉛直シアーの第二主成分,(e)南北風の鉛直シアーの第

一主成分,(f)南北風の鉛直シアーの第二主成分 

 
しかし、南東側もしくは北西側の風の影響を強く受

けることから、南北風の鉛直シアーの大きさが波を

描くような分布になることがわかり、前線帯を表し

ていると予想できる。このことから、南北風の鉛直

シアーと晴天乱気流の発生に関連があると考えら

れる。 
 
4 まとめ 
 本研究では、パイロットによる乱気流の報告デー

タ（PIREP）と気象データ（MANAL）を用いた解析

を行い、日本空域における2018 年の1、2、3、10、

11、12 月に発生した乱気流の平均的特徴を示すこ

とに成功した。この結果、乱気流が発生する周囲に

は、東西風が速いことが前提にあることがわかった。

さらに主成分分析を行ったところ、今回使用した

PIREPのデータは乱気流の下流のものであることが

わかった。また、南北風の鉛直シアーの第二主成分

が前線帯のようなものを表しており、晴天乱気流の

発生と南北風の鉛直シアーに関連があると考えら

れる。 
 これらの結果は、これまで不確定であった、日本

空域において乱気流が発生しやすい環境場を特定

できたという点で、非常に意義のある結果であり、

国内学会で発表したと共に（伊藤・宮本 2020a,b）、
2020 年 1月に開催される国際学会（American 
Meteorlogical Societyの年大会）でも発表予定で（Ito 
and Miyamoto 2021）、今後は科学論文としてまとめ

国際誌に投稿する予定である。 
 今後はSCALE（Nishizawa et al. 2015; Sato et al. 2005）
という気象シミュレーションソフトを使用してシ

ミュレーションを行なう。内容としては、南北風の

シアーに注目し、今回主成分分析で得られた負荷量

ベクトルの分布に近いサンプルを用いたシミュレ

ーションと平均的な場から乱気流が発生するのか

のシミュレーションを行い、今回の考察を裏付けて

いきたいと思う。 
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持続可能なコミュニティとインクルーシブ社会の融合点。持続可能な社会・経
営を目指す中小企業の具体的な行動軸の策定と実地展開の実証 
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１−１研究背景と課題 
超少子高齢社会となった日本、団塊世代徐々に
現役を引退し始め、支えるパイよりも支えられ
るパイが年々増えていく状況が続いています。
2010 年に電通若者問題研究所による高校生を対
象とした「日本の将来についてどう思うか」と
いう調査について全体の 86％がなんからの不安
を感じており、「明るい」と答えた比率は3％し
かなく、将来の就職や将来のお金についての不
安が上位をしめておりました(＊1)。また、2016
年シニアガイドが実施した全世代を対象にした
老後の不安についてのアンケートでは、
「59.2％」の人が「不安を感じる」と答え、上
位には老後の資金や年金制度の今後が上がって
いる状況が続いています(＊2)。 これらは年々
増加する社会保障費や不確実性社会が招いたも
のです。地方では特に子どもと女性の人口が減
少し、全国には消滅可能性自治体が８００以上
も存在しています。人口の減少は経済の停滞だ
けではなく、過疎地域でのインフラ整備に予算
が足りなくなるなど、必要最低限の公共サービ
スを日本全国網羅的に提供することすら危うい
状況へとなってきます。災害も立て続けに発生
し、国の借金も膨らみ続けるなか、国土安全保
障上においても予算の配分にシビアになってい
る状況です。こうした状況のなか「無駄なコス
トを削減するべきだ」という意見はだれもが納
得することではないでしょうか。しかし、膨れ
上がってしまっている社会保障費の問題や日本
全国を網羅することができる公共サービスの担
保にメスがはいることは、だれかにしわ寄せが
いくシステムでしかありません。かといってこ
のまま現状を維持してしまえば、より厳しい財

政難に直面することはだれもが理解できること
です。公共サービス（公助）に頼るだけではな
く、自助共助の力を活用しなければなりません。
しかし限られたアセットをどう活用するかの議
論は深まっておらず、それぞれの力の限界や領
域の境界線についてより深い議論をするべきで
はないか、毎年多額の予算が地方創生に使われ
ているが、地方創生が実現しないのはなぜかを
明らかにしていきます。 
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https://newspicks.com/news/2729766/body/


 

１−２研究目的と研究手法 
今回の卒業プロジェクトでは、誰ひとりも取り
残されない社会をつくる上で必要な要素を明ら
かにしていくため、「定量・定性データを用い
て、営利セクター（営利事業）と非営利セクタ
ー（非営利事業）が融合するベストプラクティ
ス（体制・指標）がわかれば、持続可能な地
域・組織運営が円滑化する。」ことを仮説とし
て、「地方創生・持続可能な社会を実現するた
めに必要なメソッド（必要要件）を実証実験を
通じて明らかにする。」ことを目的に議論して
いきます。世界銀行によれば、日本は現在世界
一高齢化率が高い国であって人口の 28.4％が 65
歳以上です。日本とさほど高齢化率において差
のない欧米諸国はソーシャルセキュリティーと
ソーシャルウェルフェアについてサーフティー
ネットとなる制度を維持していますが、制度の
ないもしくは制度自体が発展途上にある東南ア
ジア諸国連合に加盟するほとんどの国が日本を
追いかけています。その中で、タイの高齢化率
進行スピードは群を抜いて高く、高齢者政策が
急がれています。しかし、日本においては高齢
化政策と社会保障制度によって社会の持続可能
性が問われる状態となり、地域においては過疎
化やインフラ整備が問題となっています。高齢
化政策も確立されているものではなく、総務省
統計局によると 2016 年時点で「65 歳以上の高
齢者がいる世帯」の貧困率は 27％とされており、
女性の単身世帯では 56.2％、男性の単身世帯で
は 36.4％と単身世帯であることとジェンダーに
よって差がでている 状況にありま す。 
日本国内外での議論いずれにおいても、筆者と
して重視したいのは「持続可能なコミュニティ
実現とインクルーシブ社会の共存」についてで
す。誰ひとり取り残されないように政策を立案
し実行するには時間とお金のコストがかかりま
す。どこまでコストをかけることを是とし、場
合によってはインクルーシブ社会を諦めなくて
はならず、コミュニティ、インクルーシブ社会

とコミュニティの持続可能性というダブルスタ
ンダードになり得る事象について細かく分析を
試みます。またそれには利益を追求する営利企
業が ESG/SDGsに取り組むことが、企業の利益
に還元されることを証明することができれば、
限りある国や地方自治体の予算、NPO 等に頼る
ことなく持続可能な社会を実現することができ
るのではないかということを、御宿町で筆者が
自ら御宿町役場に勤め、またNPOを立ち上げ、
そして収益事業をも起業するなかで、ベストプ
ラクティスを探求します。 
 
日本国内においては、超少子高齢化と人口減少、
地方の過疎化が社会問題として取り上げられる
中、地方創生交付金やふるさと納税、内閣府、
総務省が主体となり地方創生ブームが続いてき
ました。東日本大震災後もその流れが顕著とな
り、補助金バブルといわれた時代もおきました。
しかし、カネの切れ目がエンの切れ目といわれ
るように、補助金をめぐり地域が分断すること
になったり、補助金が終わった途端に事業が停
止してしまったりと、予算消化が中心となり持
続可能な事業が進められず、地方の問題は令和
の時代になっても解決されずにいます。筆者は
地方自治体の PR の仕事を受けるなか、実際に
現場にいる人間でないとしっかりと仕事を随行
できないと考え、法人を御宿町に移し PR の仕
事を続けています。また御宿町役場の嘱託職員
になり移住定住促進担当として働いています。 
 
御宿町と関わって 5 年目、高齢化率 49.6％、人
口約 7000 人の町で様々な事業に携わってまいり
ましたが、議会の対立、地域の分断などこの町
で起きたことが歯がゆく、どうしたらひとつに
なれるのかを考え続けています。特に、包括的
目的の場で排他的な考えや人を受け入れること
はできるのかも重大な課題のひとつと認識して
います。コミュニティ運営が円滑になるために、
必要となるヒト・モノ・コト・カネ、もしくは



 

他の要素が必要なのではないか、商工会青年部
や地域の青年部など所謂地縁団体に身をおきな
がら、ソーシャル・エンタープライズを運営す
る筆者が自ら、定量・定性調査と解決策になり
得る事業をプロトタイプで実施、御宿町および
夷隅郡市においての最適なバランスを考え、他
地域での応用方法を見出し、全国各地の地域コ
ミュニティを平和で持続可能な運営ができるよ
う、必要となるメソッドを冊子化し公開、全国
各地でまちづくりに関わる方々にオープン化。  
 地方創生・持続可能な社会を実現するために
必要なメソッド（必要要件）を実証実験を通じ
て明らかにしていきます。 
1−3 SDGsの効果と経済性  
 持続可能な開発目標に対する取り組みは、
ESG（Environment Social Governance）と並ん
で、いずれの組織においても必要な倫理感に組
み込まれるようになりました。高度経済成長時
代とともに広がった大量生産大量消費の考え方
は、限られた資源の中で組織の持続可能性にも
影響し、株主や銀行などから資金調達が難しく
なりました。例えば、石油製品においては、石
油の枯渇対策が必要です。木製製品において
は、間伐や植樹をしなくては、漁業において
は、限られた漁獲資源を取りすぎてしまえば、
次年度以降の漁獲量に影響がでてしまいます。
また世界全体で人を守る法整備が続く中、不当
に安い賃金を支払うことで利益を得ることがで
きていたメーカーは、生産体制の改革に迫られ
ます。未来に続く力のない会社は経営リスクが
高く、投資家も重要視するポイントです。例え
ば、２０２０年に１月に「フューチャー・オ
ブ・サステナブル・データ・アライアンス」と
いう持続可能な開発目標への投資判断に必要な
データ・情報を定義・提供することを目的とし
た国際アライアンスが発足しました。創設メン
バーは教育機関から国連、経済会議で有名なダ
ボス会議を主催する世界経済フォーラムや、民
間企業ではバンク・オブ・アメリカ、

REFINITIVといった持続可能な開発目標に関連
する国際組織や投資会社等が参加しています。 
 日本国内でも、253の銀行が参加している一
般社団法人全国銀行協会でも各課題への取り組
みを実施、日本銀行金融機構局金融高度化セン
ターも、「企業イメージの向上」「社会課題へ
の対応」「持続可能な経営（生存戦略）」「新
たな事業機会の創出」に効果があるとして持続
可能な開発目標への取り組みを推奨していま
す。例えば、「持続可能な社会づくりに貢献可
能な社会的課題の解決につながる事業の金利優
遇」（日本銀行）や「再生可能エネルギー・省
エネルギー事業など、地球環境への貢献が期待
されるプロジェクトに資金使途を制限した債権
の発行や引受」（日本銀行）など、持続可能な
社会づくりに向けた事業の立ち上げや推進がし
やすい状況へと変化しました。持続可能な開発
目標に準ずる取り組みにおいては経済界も必要
性を認識しており、また積極的な資金調達を行
いやすくなっており、持続可能な開発目標と経
済活動の持続可能性は両立することを証明して
います。 
1−４持続可能な地域コミュニティ形成と日本  
日本国内には 5万を超す NPO法人と、約 6

万の一般社団法人が存在しています(＊17)。い
ずれも原則として非営利組織です。 （公益財
団法人助成財団センター 日本の助成財団の現状 
−概況 http://www.jfc.or.jp/bunseki/b1/ ）日本
国内に営業しているコンビニは約 5万件あり(＊
18)、まさにその倍の非営利組織が存在していま
す。しかし、多くの社会問題は山積しており、
また非営利組織自体も補助金や助成金、行政か
らの業務委託を頼りに運営している法人も多
く、持続可能な運営は行えていない状態にあり
ます。事業収入を得ながらそのお金で、非営利
活動をしていくジブラモデルといわれる非営利
法人を増やしていくことも欠かせません。当研
究では、任意団体や行政関連組織の地縁団体の
存続にも調査対象を広げ、非営利セクターが持



 

続可能な運営を行うために必要な要素について
も研究をしています。 
 
参照資料 
(＊17) https://www.npo-
homepage.go.jp/about/toukei-info/ninshou-seni 
    内閣府 「特定非営利活動法人の認証、認
定数の推移」(閲覧日 2020 07/20) 
(＊18) https://www.jfa-
fc.or.jp/particle/320.html 
         日本フランチャイズチェーン協会 
        「コンビニエンスストア統計調査年間集計
（2019年 1月から 12月）」 
 
１−５御宿町および外房地域での研究 
  新型コロナウイルスの感染拡大により新し
い生活様式や新しい観光様式に対応するなど、
業態の大小を問わず、事業形態の変更が求めら
れている中、直接的に中小企業を販路開拓や EC
サイトの立ち上げ、情報発信プラットフォーム
の構築で支援する事業を展開しています。そう
したなかで、社会の要請に柔軟に対応しようと
する事業者や、柔軟に対応したいけどもするこ
とができない事業者、事業形態の変更や新しい
ことへの挑戦を手間として事業の改善等を十分
にしない事業者など様々な中小企業が存在して
います。例えば、新型コロナウイルスの感染拡
大により影響を受けやすい観光産業は、元々天
候等に左右されやすく、安定した収入基盤を確
保することは、持続可能な組織経営において必
要なことです。災害発生時のリスク回避や即時
融資を得るため、また通常期において商品価値
や企業価値を高めることが欠かせません。千葉
県の外房地域を中心地域として、SDGs/ESGに
取り組む企業の非財務情報と財務情報をデータ
化、どういった取り組みが売り上げに直結する
のかを視覚化することを目指し、中小企業向け
の SGDs/ESGインデックス指標の立ち上げ及び
他地域での汎用化を目指します。 

 
参考にした先行研究一覧 
○ロー・クラス 土地所有を考える
(第 5 回)地域コミュニティによる土
地所有松尾 弘  
○法学セミナー 2019-08;64(8):68-72.  
○まちづくり市民活動
団体の構成員の担う役
割と参加動機の関連性
籔谷 祐介, 中原 宏, 椎野 
亜紀夫  
○ 日 本 建 築 学 会 計 画 系 論 文 集  2019-
07;84(761):1613-1623. プラットフォームがこっ
そり教える キーワードで学ぶ クラウドファンデ
ィング成功の秘 
訣 (特集 資金とコミュニティを手に入れる 中小
店の味方 クラウドファンディング) 大村 和彦  
○商業界 2019-07;72(7):75-77.  
○日本におけるコミ
ュニティ・オーガナ
イザー配置政策の可
能性室田 信一  
○豊かな高齢社会の探究 調査研究報告書 2019-
07;27:1-15.    
学校を復興街づくりの核に : 地域住民が集う場と
して再建 (学校特集 ポスト 3・11 の新学校像 : 災
害対策をベースに環境や地域に配慮)  
○日経アーキテクチュア 2013-10-25;(1010):42-
45. Fulltext to CiNii  
14002 大きな部屋のあつまりとしての都市複合
施設 : 長野県塩尻市大門中央通り地区市街地再開
発ビル設計案(社会サポート施設,建築デザイン) 
福屋 粧子  
○建築デザイン発表梗概集 2008-07-
20;(2008):4-5.  
「生涯活躍のまち」構想に関する経済学的考察 
−日本版 CCRC(継続的高齢者ケアコミュニテ
ィ)の可能性と課題−佐藤 浩之  
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要旨 
 

 発酵産業・食品における主役的な微生物である麹菌(種名: Aspergillus oryzae)を培地上で培養するとコロニ

ー間に増殖抑制効果が生じることが広く知られている。しかしその原因となる分子機構は分かっておらず、

私はこの現象に強い興味を抱き、その原因を解明する研究に取り組んだ。まず、麹菌の増殖抑制時と非抑制

時それぞれの転写産物をRNA-seq解析を用いて網羅的に調べ、増殖抑制時に発現量が上昇する遺伝子を48個
同定した。そして、ゲノム編集技術であるクリスパー・キャス9を用いて麹菌野生株からRNA-seq解析で得

られた候補遺伝子をノックアウト(以下 KO)し、取得した株を対峙培養することで機能を検証した。現在、3
つの候補遺伝子KO株を作成したが、それらは少なくとも単独では増殖抑制に関与していないことが判明し

た。今後、残りの候補遺伝子のKO株を作成し、麹菌の増殖抑制因子を特定していく。 
 
キーワード: 麹菌、Aspergillus oyrzae、増殖抑制、ゲノム編集、RNA-seq 
 
1 背景 
 麹菌Aspergillus oryzaeは味噌や醤油、酒の生産に

用いられる糸状菌である。二次代謝産物生産の宿主

にも用いられており、発酵産業においても重要な微

生物である(Alberti et al., 2017)。麹菌は2008年に日本

醸造学会によって国菌に定められており、日本人に

馴染み深い微生物でもある(Kitamoto, 2015)。 
 麹菌を寒天培地上の1か所に植菌し培養すると，

植菌した地点から同心円状にコロニーが成長する

(図1A)。しかし2か所に植菌し培養すると形成され

た2つのコロニー間に間隙が形成される(図1B)。図

1Aに示したように，麹菌は同心円状にコロニーが成

長する性質があるので，本来ならば2か所に植菌し

たコロニーは2つの円が重なった形状をとることが

予想される。つまり2つのコロニー間には何らかの

増殖を抑制する現象が生じていると考えられる。こ

のように糸状菌が増殖を抑制する現象について、糸

状菌が防御物質を分泌することで他種の微生物の

接近を妨げるという報告があるが (Leeder et al., 
2011)、麹菌で見られる同種のコロニー間において

増殖抑制が生じるという報告はこれまでにない。ま

た、この現象は麹菌を扱う研究者や醸造に関わる人

の中ではよく知られている現象であるが、具体的な

メカニズムは知られていない。そこで麹菌の増殖を

抑制するメカニズムを解明するため、本研究では、

まず増殖抑制が確実に現れる系を確立した上で、そ

の際に生じる遺伝子発現量の差異をRNA-seq解析

を用いて調べる。そして、得られた候補遺伝子につ

いて、2020年度のノーベル化学賞でも有名になった

最新鋭のゲノム編集技術であるクリスパー・キャス

9を用いてノックアウト(以下、KO)する。そして、

この現象に関わる分子機構を特定していく。 

 
図1：寒天培地上で培養した麹菌コロニー 
浜中自身が遺伝子スクリーニングのために実施したもの。(A) 寒
天培地上の1か所に植菌し(矢頭)、3日間培養した麹菌コロニー。

コロニーは同心円状に広がっている。(B) 寒天培地上の2か所に

植菌し(矢頭)、3日間培養した麹菌コロニー。コロニーが対峙す

る場所では間隙が形成される。スケールバーは10 mm。 
 
2 方法 
2.1 RNA-seq解析による増殖抑制に関わる遺伝子の

探索 
 実験には野生株である麹菌RIB40株(Aspergillus 
oryzae RIB40, NBRC100959) (Machida et al., 2005)を
用いた。培地はPD (Poteto Dextrose)培地(#05709, ニ
ッスイ)を用いて、9 cmプラスチックシャーレ(#1-
8549-04, アズワン)に固化したものを使用した。縦

40-50 mm、横40-50 mmに切り取ったセロファン紙

(#CO-176, 薦田紙工業)を滅菌蒸留水に浸した後PD
培地上に置き、15分ほど乾燥した。セロファン紙上

に10000個/10 µLに調整した分生子懸濁液を1点(非
増殖抑制条件)(以下、single)、もしくは20 mm離して

2点(増殖抑制条件) (以下、double)に10 µLずつスポッ

ト植菌し、30 ˚Cで3日間培養した。doubleにおいて

増殖抑制が生じていることを確認後、使い捨て耳掻

き綿棒(#G035-118, ダイソー工業)を用いてそれぞ

れのプレートから菌体を1.5 mLチューブに採取し

た。1つのサンプルにつき2プレートから菌体を回収

し、サンプルは各条件でそれぞれ2つずつ計4サンプ
ル(single1, single2, double1, double2)作成した(図2)。



回収した菌体は-80 ˚Cで凍結後にバイオマッシャー

(#320152, nippi)で破砕し、RNAiso (#9107, TaKaRa)に
溶解しフェノール・クロロホルム抽出とエタノール

沈殿によって不純物を取り除いた。その後RNeasy 
(#74104, QIAGEN)を用いて、total RNAを抽出した。

抽出したtotal RNAサンプルを用いて、RNA-seq解析

を行った。RNA-seq解析は株式会社生物技研に依頼

し、遺伝子発現比較は比較1 (single1 vs. double1)と比
較2 (single2 vs. double2)の2種類とした。検出された

発現変動遺伝子を比較し、比較1と比較2で重複して

いる遺伝子を抽出した。RPKM正規化後の数値を用

いて、doubleのRPKM値の平均値とsingleのRPKM値
の比を取り、singleとdouble間の発現差を計算した。

発現変動遺伝子はblast検索を行い、検索結果の中か

ら相同性が95 %以上のもので機能面に即した命名

がされているものを探し、遺伝子の機能を推定した。

また、GO (Gene Ontology)エンリッチメント解析

(https://elbe.hki-jena.de/fungifun/fungifun.php)を行い、

発現変動遺伝子の機能で多く含まれるものを検索

した。SignalP (ver. 5.0, DTU Health tech)を用いて抽

出した遺伝子のシグナルペプチドの有無を調べ、分

泌タンパク質であるかどうかを推定した。 
 

 
図2：菌体サンプルの回収部位の模式図 
(A) 非増殖抑制条件の菌体回収部位。植菌点付近を避けて、コロ

ニーの半分をサンプルとして用いた。(B) 増殖抑制条件の菌体回

収部位。植菌点付近を避けて、2つのコロニーが面している部位

をサンプルとして用いた。 
 
2.2 ゲノム編集によるノックアウト株の作成 
2.2.1 プラスミドの構築 
 先行研究で確立されているクリスパー・キャス9
システム(Katayama et al., 2019)を用いて、RNA-seq解
析で得られた増殖抑制に関与する候補遺伝子のKO
株を作成した。先行研究で作成されたゲノム編集プ

ラスミド(ppAsATC9a2)を制限酵素Sma Iで切断した

ものをベクターとし、CRISPR direct (Naito et al., 
2015)でデザインしたsgRNA発現カセット(表1)をIn-
Fusion HD cloning kit (Clontech)を用いて挿入した

(ppAsATC9a2gxx)(図3)。また本研究では相同組換え

によるKOを行うため、ドナーDNAを含むプラスミ

ドも作成した。対象遺伝子の開始コドンよりも上流

側、終始コドンよりも下流側のそれぞれ1000 bpの領
域をゲノムDNAより増幅し、これら2断片をBamHI
で処理したpUC19(#3219, TaKaRa)に挿入し、ドナー

プラスミドとした。 
 
 
 

表1：候補遺伝子中の標的配列 
CRISPR directで遺伝子中に設計したゲノム編集を施すための標

的部位の配列。PAMを除いた配列をプラスミドに挿入した。 
遺伝子名 標的配列+PAM 

AO331 GGTCCACCAAGCCAAGTTAATGG 
AO170 GTCTCGGTATCCTGTTACGTTGG 
AO195 GAGTTCCGGACCAATGTATTGGG 

 

 
図3：ゲノム編集プラスミドコンストラクト 
左側が元となるppAsATC9a2。amyBプロモーターの上流をSma I
で切断し、sgRNA発現カセットを挿入した。 
 
2.2.2 麹菌の形質転換 
 麹菌の形質転換は先行研究 (Maruyama and 
Katsuhiko, 2011)の方法を一部改変し行った。GP培地
(2 % glucose, 1 % Hipolypeptone(#392-02115, wako), 
0.5 % KH2PO4, 0.05 % MgSO4·7H2O)を用いてRIB40
株を30 ˚Cで一晩前培養したものをプロトプラスト

作成に用いた。形質転換した株はピリチアミンと

1.2 Mのsorbitolを含むCD培地(2 % glucose, 0.3 % 
NaNO3, 0.2 % KCl, 0.1 % KH2PO4, 0.05 % 
MgSO4·7H2O, 0.002 % FeSO4·7H2O, 1.5 % Agar [pH 
5.5])で2回培養した。その後Aoace2遺伝子を発現す

るために2 %のdextrinを含むCD培地で培養し、プラ

スミドを脱落させたKO株を得た。 
 
2.2.3 遺伝子のノックアウトの確認 
 作成したKO株から気中菌糸を少量かき取ったも

のを鋳型として、対象とする遺伝子の領域をPCRで
増幅した。ドナーDNAの領域よりも外側にプライマ

ーを設計した(表2)。PCRはPrimesSTAR HS DNA 
polymerase(TaKaRa)を用い、94 ̊ C 5分、[94 ̊ C 15秒、

68 ˚C 4分]x 35、68 ˚C 4分で反応させた。RIB40株の

ゲノムDNAを鋳型として増幅した断片と比較し、

KOの確認をした。 
 

表2：用いたプライマー 
プライマー名 配列(5’-3’) 

AO170-F CAACATATCACCACGGAGAATTCCTAC 
AO170-R CTTCACATGATTCTGCCAAGGACAG 
AO195-F GACGTGTACATGACTTCCTACAGTAC 
AO195-R CGCTCTTACATAGTGTACAGAGGTG 
AO331-F CACCCAATACTTGACGTACTCTTATCTC 
AO331-R CGTAGACTCTACCACAGATTCTACC 

 
  



2.3 ノックアウト株の増殖抑制の確認 
 DPY培地(2 % glucose, 1 % Hipolypeptone, 0.5 % 
yeast extract, 0.5 % KH2PO4, 0.05 % MgSO4·7H2O, 
1.5 % Agar)上の2か所に15 mmの距離を開けてKO株

もしくはRIB40株の分生子懸濁液を10 µLスポット

植菌した。30 ̊ Cで24時間培養後にプレートをスキャ

ナで撮影した。画像解析ソフトFiji (ver. 2.0.0-rc-
65/1.51s) (Schindelin et al., 2012)を用いて撮影した画

像の2つの部位のコロニーの半径を測定し(図4)、増

殖抑制の有無を確認した。各株のコロニー内側と外

側の半径の間でスチューデントのt検定を行った。 
 

 
図4：画像解析ソフトFijiで測定したコロニー上の場所の概略図 
プレート裏側から見て右側のコロニーの内側、外側の2部位の大

きさを測定した。 
 
3 結果 
3.1 増殖抑制に関わる候補遺伝子の同定 
 RNA-seq解析の結果、比較1では78個、比較2では

61個の発現変動遺伝子が検出され、48個の遺伝子が

比較1と2で重複していた(図4)。これらは全てdouble
で発現量が多く、内18個の遺伝子はシグナルペプチ

ドを有していた(表2)。GOエンリッチメント解析の

結果、複数の遺伝子で見られたenriched categoryは10
個であった(表3)。生物学的なプロセスに関連するも

のが6個、分子としての機能に関連するものが4個見
つかった。 
 

 
図4：RNA-seqで抽出された発現変動遺伝子の数 
左側の円で表された比較1 (single1 vs. double1)と右側の円で表さ

れた比較2 (single2 vs. double2)の発現変動遺伝子の数。48個の遺

伝子に重複して発現差が見られた。 
 
表2：比較1と2で重複して発現差の見られた遺伝子のリスト 
候補遺伝子のKO株を作成した発現差上位3株以外の遺伝子名は

非公開とするため、発現差4位以降は割愛した。発現差にはsingle
とdoubleのFPKM値の比を、AAにアミノ酸残基数を示した。SPに
はSignalPで調べたシグナルペプチドの有無を、有る場合は+、無
い場合は-で示した。Blast検索結果には、blastで検索し相同性が

95 %以上で機能面に即した命名がされているものを示した。 
遺伝子名 発現差 AA SP Blast検索結果 

AO090005000331 
(以下AO331) 113.9 160 - hypothetical 

protein  
AO090003000170 

(以下AO170) 84.4 248 + hypothetical 
protein  

AO090138000195 
(以下AO195) 84.1 209 - 

alpha-
glucosidase 
related to 

nicotinamidase 
 

表3：GOエンリッチメント解析の結果 
GOエンリッチメント解析の結果、検索した遺伝子の内の複数の

遺伝子で得られた結果を表にまとめた(genes/input)。GO nameに
GO IDが示す機能の名前を記し、p-valueには抽出した遺伝子リス

トに占めるGOカテゴリーの割合についての検定結果を記した。

ここに示したものは全てp-value<0.05であり有意差が見られた。 

GO ID GO name p-value genes / 
input 

0052716 hydroquinone:oxygen 
oxidoreductase activity 3.47E-04 3 / 48 

0031177 phosphopantetheine 
binding 1.69E-02 3 / 48 

0009405 pathogenesis 4.08E-02 3 / 48 

0006043 glucosamine catabolic 
process 5.56E-04 2 / 48 

0006046 N-acetylglucosamine 
catabolic process 1.11E-03 2 / 48 

0042243 asexual spore wall 
assembly 2.76E-03 2 / 48 

0043324 
pigment metabolic process 
involved in developmental 

pigmentation 
7.86E-03 2 / 48 

0042438 melanin biosynthetic 
process 1.69E-02 2 / 48 

0005507 copper ion binding 2.62E-02 2 / 48 
0016740 transferase activity 3.02E-02 2 / 48 

 
3.2 候補遺伝子3個のノックアウト株の作成 
 発現差が高かった上位3位までの遺伝子のKO株

を作成した。PCRで増幅しKOの有無を確認したと

ころ、AO331とAO170のKO株は3株、AO195のKO株

は2株取得することができた(図5)。 
 

 
図5：候補遺伝子のノックアウト株 
(A) PCRで増幅した際にKO株と非KO株で得られる断片の大きさ

と、取得した形質転換株の内得られたKO株の数。(B) AO331のKO
株の電気泳動結果。#3、#5、#8の3株のKO株を取得した。(C)AO170
のKO株の電気泳動結果。#2、#3、#4の3株のKO株を取得した。

(D) AO195のKO株の電気泳動結果。#2、#4の2株を取得した。 
 
3.3 ノックアウト株の増殖抑制の有無の確認 
 作成したKO株を24時間培養し、コロニーを観察

した。全ての株で2つのコロニーは接しておらず、2
つのコロニーが面している方ではコロニーの外縁

が曲線的ではなく直線的に変化していた(図6)。コロ

ニーの大きさを計測したところ、比較に用いた

RIB40株、AO331 KO株、AO170 KO株、AO195 KO
株のいずれも外側のコロニーの半径に比べて内側

のコロニーの半径が小さく、増殖抑制が生じていた

(図7)。スチューデントのt検定を行った結果、培養し

た9株は全て内側と外側の半径の間で有意な差が見

られた。KO株はそれぞれ複数株を対峙培養したが、



同じ遺伝子をKOした株間では、コロニーの半径に

大きな差は見られなかった。 
 

 
図6：24時間培養したKO株とRIB40株のプレート写真 
(A) 24時間培養したRIB40株。(B) AO331のKO株(∆AO331-#5)。(C) 
AO195のKO株(∆AO195-#2)。(D) AO170のKO株(∆AO170-#2)。ス

ケールバーは15 mm。 
 

 
図7：24時間培養したKO株とRIB40株のコロニー半径の比較 
RIB40と3種類のKO株をそれぞれ24時間対峙培養した際のコロ

ニーが面している方(内側)と、その180˚反対側(外側)の半径を計

測した。黒色のグラフは内側、斜線の入ったグラフは外側の半径

を示した。KO株はAO170とAO331ではそれぞれ3株、AO195では

2株を培養した。グラフのエラーバーは平均値±標準偏差とした。

また、スチューデントのt検定を行い、有意水準は*p < 0.05、**p 
< 0.01、***p < 0.001とした。RIB40はn=9、KO株はそれぞれn=3と
した。 
 
4 考察 
 今回の研究において、RNA-seq解析によって増殖

抑制に関与する可能性のある遺伝子を48個リスト

アップすることができた。麹菌におけるクリスパー

キャス9技術の適用についても技術を習得し、あと

は破壊株の増加、組み合わせの検証をするだけの段

階まで到達した。以下、本研究において、特に留意

すべき点について議論する。 
 上記の48遺伝子に対してGOエンリッチメント解

析を行った結果、10個の項目が複数の遺伝子で該当

した。この項目に含まれるグルコサミン異化作用に

ついて、グルコサミンは麹菌の細胞壁成分の一部で

あり(Ferdouse et al., 2019)、増殖抑制が生じてコロニ

ーの形態が変化する際に、細胞壁の成分や構造も変

化している可能性がある。48遺伝子の内、KO株を作

成していないものは遺伝子名を非公開とするが、シ

グナルペプチドを含む遺伝子は18個あり、これらが

コードするタンパク質が細胞外に分泌され増殖抑

制に関与している可能性がある。シグナルペプチド

を有さない遺伝子は、シグナルの受容や、シグナル

受容後の増殖抑制の機構に寄与することで増殖抑

制に関わっていると思われる。発現差の大きい遺伝

子ほど増殖抑制に関与している可能性が高いと考

え、RNA-seq解析で得られた候補遺伝子の発現差上

位のものからクリスパー・キャス9でノックアウト

を試みた。候補遺伝子上位3遺伝子をノックアウト

し、遺伝子の機能を欠損させた株を作成した。これ

らの株を対峙培養したところ、RIB40株と同様に増

殖抑制が生じていた。このことより、少なくとも

AO170、AO331、AO195は単独で増殖抑制に関与す

る遺伝子ではないことが示唆された。AO195以下の

候補遺伝子は現在KO株の取得を行っており、引き

続きRNA-seqで得られた候補遺伝子のKO株を取得・

対峙培養を行うことで、増殖抑制に関与する遺伝子

を調べていく。 
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,BDʍSNS/Ƣ1!.�\t�dlQ�AŨıɺ

ȹʍj_X�1ÇǙ�Èɮ�FE�ŏ@ɇ�DŁE	

"1ąå��F<+��/ǔą1Ƹ�2Ĉ��,�

Œņ�FE	M�`�had/BE°�ǡ®1Ct

\wcLK<+�wcLKĒ¤�ɤĬǣ/ēþ�E

ǔ�/��*�"����$óʁI¹Ɗ�E$?/

wcLK�×¶�E�ǿ=I§EńȮŉ��E	Ē

¤"F#F1ļ=,Ļ=Iȫ�å��ŌĄǡ®¤È

IǿȍÔ�E�,+ȾʁI¹Ɗ+�E1+2.�

1	ƏǬǳ+2��E½ɗ1ǤǣIɞœ�E$?/�

ŌĄI­Ɖ�EǿȍʋŶȓ�{[R�b~k�M�

`�had�șƮ¤ʌ�əŨ�×Í¤ÈI,EàD

ǿ=I�wcLKX�_�ZKv�,ç���ǃĜ

Ɓ/��*wcLKX�_�ZKv�ȩǃȑ1Ō

Ąg�]/Ņ�EŌĄǡ®Ięǔ�EâȗŉIȯ

Â�	"�*�¾¤ǣ.�©Iƚȵ�E�,+�"

1ęǔ/¥�ńȮ1�Ūõ/¥�ńȮ1Iƚȵ�*

�4	 
 
1.2 ƏǬǳ+žC1/�E�, 
ƏǬǳ+2ǃĜƁ/��*wcLKX�_�Z

Kv�ęǔ�$�©Iɪ«ȑ81M�`ky�ȿ

ƖI@,/ǔǐÃƓI��ȾʁIȯ(�ȳƭǷIƚ

ȵ�$�	 
 
1.3 ƏǬǳ1Ǥǣ�Ŏȏ 
� ǃĜƁ/��Et\wcLK1ĿË2��ȩĜǐ

ƯI»ý/ǡ®�E��ȩǃȑ1ŌĄg�]/Ņ�

ǡ®�E,��ʏ(�ŝ�CFE	ƏǬǳ+2��

F<+1Ƕɨȱ�F*�$��1�ȩǃȑ/,'*

Ɯ?*ɤȮ+�E�/ǩǤ��ĖéŌĄAǘƳŌĄ

.-ȩǃȑ1ŌĄg�]/Ņ�$ŌĄǡ®1�D

ŷIšE	ǃĜĎý,@�HFEŹƏ+��ŀɇ�

DŁEǃĜƁ/�ȩǃȑ1ŌĄg�]/Ņ�EŌĄ

Iǡ®+�E�,�ńȮ%,Ȑ�E1C%	 
 
2 ǔǐÃƓ 
2.1 ǃĜĄɝ1ǔǐ 
� ǃĜƁ/2�ǐƯ1ċÔ/Ņ�*�čƞ+Ďɥ1

ŌĄg�]�ǡǘ�E	< ��F<+1ǃĜƁ/

wcLK1Ąɝ,ȩǃȑ1ŌĄg�]��ț�*

�$11Iƚȸ�E$?/�ȩǃȑ�-1B�.Ō

ĄIńȮ,�*�E1Iȯ*�4	�ȧǣ.@1,

�*�¦ɼAÁǡ.-1ǃĜ�ǫŌĄ�ȩĜAĖé

.-1ǃĜùŌĄ�M�l{AǘƳŌĄ�ɭǃģǷ



ŌĄ��E	ƁƎ,�*2�ɂŔƎ�ǡǃƎ1�łź

Ǝ�łȜƎ,Ã�CFE	ċÔ�Eȩǃȑ/,'*

1ŌĄ1g�]/åH!*�t\wcLK2�ȢŬ

Aɭǃơɪ,�J+ɠƁɠÄ.ŌĄIǣǭ�Ģ/

ťª�*�4ńȮ��E	�1��ƒŹƏĎɼǃ+

2�ɂŔƎ�"ǃĜ�ǫŌĄ.-1ȩǃȑ�ƫ?E

Ąɝ�wM�+�'$��ǡǃƎ2�:;Úǡ�ŭ

1Ąɝ/±D�ȩǃȑ1ɻȮ,t\wcLK1ªȃ

��ț�*�.�óʁ�ǘ�$	ȩǃȑ�ƫ?*�

EŌĄ,2�ǃĜ,��ȆňƁ/șÃ1ïIĕD�

(ǘƳ�E�+ńȮ.ŌĄ+�D�t\wcLK1

±'$Ąɝ�ȩǃȑ1ïàD/.D¿M.�	ǡǃ

ŀ/��EǘƳŌĄAM�l{ŌĄ.-ȩǃȑ1

ŌĄg�]IÞſ�EĄɝ�ńȮ,.E%G�	 
� �ŷ+�2018Ĵ/ǡǘ�$ÕƵɝȕŞƒɣÿɼ1

B�/ĎȰƟ²ɺʋm{aUKNdʌ�ǘ�E,ʍ

ɺÍ1öď,,@/b~k1ȱȔ�ûɸ/.DʍŹ

ĲǘƳ/Ƣ1!.�\t�dlQ�AŨıɺȹʍj

_X�1ÇǙ@Èɮ�FE$?�ȩǃȑ1ŌĄg�

]IäwcLK+ȫ��,2ɸ�4.E	�1ÿɼ

+2ȩǃȑ1�Ȯ.ŌĄǀ2{[R+�'$	 
� �1B�/ǃĜƁ,���ƿ�ȗ.ǐƯ�+2�

ŌĄ1±þA²ɺ�Ũıăÿĩ1²Ʊ.-1Cb~

kAM�`�had.-1wcLKơȗǭ­�ɸ

��ǐƯ�ǘ�E	ǃĜǡǘŀ/�ȩǃȑ/ɘA1

/ŌĄIǡ®�E$?/@��1óʁI¹Ɗ�Eń

Ȯ��E	 
 
2.2 ƒŹƏĎɼǃ1Ȁʈ 

� ǃĜĄɝ/,DH�č41ċÔ,ǫȯI@$C

�$1��2011Ĵ/ǡǘ�$ƒŹƏĎɼǃ+�E	

ĽƁ�b~kĩɩ+ȢHF$12ǺÅĩ1Ņŧ+�

E	ɼǃĽÆ�NHK%�+@1500�ȰƟ1ȷȑ�S

w{U}��»ý1Cɶ'$	¼½ūɖ+�ENHK
%�+.�	©�3b~kƍŹǺÅ+2�ÿɼǡǘ

1C:;1Ɓɩ�À/ȩǃÿ13ĩIɯ4»ý1Ǻ

Åĩ21ĩ1�&20ĩ��Ŵ/àƐU}�,�Ȅɍ

IƒÕ/è�*Âǡ�@�42ÂǡŏÓIŲ�*�

$	b~kƍŹǺÅ24ĩ1ȇÍŕ¤È�ǿ<F$,

ȴ'*B�%G�	ɼǃǡǘ1C1Ĵɩ/ȩǃÿ/

º'$»ý1C1Ņŧ\`al2�ěāǨÀ%�+

@3700�IɈ�E	ÿŷĩ2�Â�ɮCF*�D�

ȩǃǨ1b~kĩñ%�+2Ķ�ȩǃÿ81àƐ

2�âȗ%	"��$óʁ2ǺÅIŝ�*1Ņŧ/

B'*ɭ��,�+�$	àƐũŧ/Ǟ<C �ʆ

ŵAȦʃ�ǉŵ,�'$ǌɆɽ+1×Í@ȢHF$	 
� �1��wcLKɩ1Ņŧ2ǺÅÀ/ɮCF*�

$	ɼǃĽƁ�ěāǨ1ƨū2�Ǵ1CǐƯIřŦ

�B�,ŕǟIǵ**�$��ĤǙo|Xn`��

ÿɼ�ƲƱ1ľɾ+ʅ3��,�+�.1'$	

NHK1o|Xn`�%��ò�ɷɱ��Ǵ1C1

                                                
1 ��+2��ïŮÏ/��*Ɯ?*ɤȮ.ɼǃ 

�Ȅſ·Iƴ��,�+�*�$��"F2ƨū/

2½Ɖ�F.1'$	ȩǃȑ1C�F3ÿɼǡǘŀ

ǐƯ�Ť? /�E�+�NHKIȯ.�F3»¤1

ǐƯIǫE�,�+�.1'$	�1Ɓ�b~kĩ

ɩ+1X�_�ZKv�ęǔ�*�F3�Ǵſ·

/BE¯Ǫǣ.ǐƯ1ǕȳI»ĩ1C¡�E�,

�+��"1ŀ1ȩĜI¢ƽ�!CF$%G�	{

Mi}ɪ«+�Eb~kĩ1ɩ+2�ǃĜ,��Ȇ

ň�ŏ/��*���×Í�E�,2ɸ��1%G

�1	"F2wcLK,�*ƌ<���Dŷ.1%

G�1	 
 
2.3 Ǭǳŷư 
� ƒŹƏĎɼǃIɗ�*�wcLKșɌ@ǃĜĄɝ

1Ⱦʁ/ƩF�đ?*�E	�ǃĜ/��*ǏǍȑ

I��@Â�.���,IșC1¨ï,��"FI

ɞœ�E$?/�ŌĄI­Ɖ�EǿȍɩʋŶȓ�{

[R�b~k�M�`�had�șƮ¤ʌ�əŨ�

×Í¤ÈIàDđ?*�E	ƏǬǳ+2�ǃĜƁ1

ɭǃ×ĘIȬű1ú¤,ȁJ+�EǰĭǨ1�Į

ƍŹūɖ1�©IÃƓ��ǃĜƁ/��EwcLK

1əŨ�×Í¤È��.H&�wcLKX�_�Z

Kv1ȾʁIžC1/��ȳƭǷIƚȵ�E	 
 
ʐ �©Ǭǳ 
3.1 ɭǃj�df�Zan×Ę1ę©1C 
� �ĮƍŹūɖʋ���KBCʌ2�ǰĭǨ/�Eb

~kƍŹǺÅ1b~k{[R¿÷ĩ+�E	ǰĭǨ

À+2șǮÈ§Ǔ�ʉ4�ÖÊ6Ɓ1C8Ɓ<+ūɖ

�*�EŌĄǠǿ�KYc\	�+2ȱȔǓ14ʊI

,E.-�ľɾÍ1Ď��ǠǿIÈ§�*�Eb~

kĩ+�E	KBC+2ǃĜǡǘƁ�@�42ǃĜ1

Ùɲŉ�ʉ<'$ɴ�ǰĭǨƨ/ÙɲŌĄAɢɸŌ

ĄIɘA1/¡�E$?/�2018Ĵ1CǰĭǨ160
įǜƑ�ʒ(1XuygbLFMĩ�ʐ(1`UZ�

× .-,ɭǃj�df�Zan/ɪ�E×ĘI

ȉȁ��əŨIļÔ�*�E	 
� KBC�ɭǃj�df�Zan×ĘIȁJ%ȀȊ

2ʏ(�E	ʎ(2�2017Ĵ/ǡǘ�$�ĮÕɣɅ

ɹ+�'$	41���4.D�Ąɝơɪ,�*ɢɸ

I¬�B�.ŌĄIɘA1/¡�E�,�+�.

1'$�,+�E	2(Ǥ2�KBC�ɚ?E6E�

,½Ìn�[OUd+�E	b~k�{[R�WEB
YMd�SNS�Mp�d�ɭǃIɗ�*60įǜƑ1

ƳŉÔIǤŜ��1n�[OUd2�ǰĭǨÀ1į

ǜƑ1Ȩɕ�ūɖĩ1Ȩɕ/(.�E,��óʁ

ŎɁ1CęŸ�F*�E	ǜ1ƳÍIǃĜ/B'*

É�FE�,Iɭ�$?/n�[OUd1�(/

ɭǃ�ê<F*�E	��ʏ(1ȀȊIȀ*�ɭǃ

×Ę�đ<'$	 
� ×ĘIȁ7/�$'*��ɣ1șƮ¤1C2ťƙ



ƥɳ+ɂŔ�F$,��	ǃĜ�ǡǘ�$ɴ�șƮ

¤1ǃĜģǷƏɣ/2t\XuAǨ1Cč41ó

�åH!�4E,��	KBC,ɭǃ×ĘIȁ7�,

+�ǡǃŀ1ó�åH!1ɿĸ���E1+2.�

1,ţƿ�FɂŔŃIś$F$	�1��ɭǃ×Ę

1ÀĞIȽ=åH!E�,+�ȼȳ2.4.D�ȁ

Ɣ,�*»įǜƑ,ɭǃ×ĘIȁ7�,�+�$	 
� KBC�ɭǃj�df�ZanIȉȁ�*�EX

uygbLFM214,(+�EFM$J,2�ǰĭǨ

Ďǋǚį�=A<į�ǈƏǨȞĨįIǸɐP|K/

@(	XuygbLFM+�E�,1C�ɧĩ,æƁ

/ʐį,�(�+KBCIđ?æǨ1b~kĩʐĩ,

ɭǃ×ĘIȁJ+�E	FM$J,2Ø�1ūɖĩ

+�E$?ūɖIȢ�ąŖʋǁĐŖʌ�ȩǃ�F3�

ūɖ�+�.4.E	KBC,ɭǃ×ĘIȁ7�,+�

�ƿ1�ŏ/ɰ'$ɴ/ǸɐP|K1ŌĄIǡ®

�*@C���âȗ,.D�|\f�/KBCIɗ�

|K}`Mv1ŌĄI¡�E��+�E1+2.

�1,s[bLm/ş��ɭǃ×Ęȉȁ/Ņ�$,

��	 
 
3.2 ɭǃj�df�Zan×Ę1ęɋ 
� KBC1ɭǃj�df�Zan1ƕ2ǡǃƁ,Ĳ

Ɓ/"F#F�E	ǡǃƁ/2�£ƨ1�1&Iĕ

E�ŌĄ1ťª+�E	×ĘIȁJ+�EäŖ2�

½ɗŎɁ+�E�ǃĜ/��*ǏǍȑI4,D@Â

�.���,IƘķ/əŨI�E	KBC2ɭǃ×Ę

1ơȗ,�*�șƮ¤/��*2�ɭǃŚĽȑ,

KBCĄɝɣ1qad{M�IƝǹ��Ũıɺȹ+ə

ȂIàDå�Eɪ«I§D�ǡǃŀɒɘ/ǣǭ.Ō

Ąťª�âȗ/.E,ōĘ�*�E	XuygbL

FM,2�ǡǃƁ/Ǹɐ�*�EÿĂ1ŌĄIğ!

*@C��,IōĘ��FMĩ1~s�`�/KBC
1{[R/ɺȹÂǁ�*@C�.-1əŨIȢ'

*�E	`UZ�× ,2�ǡǃŀɝɊǐƯAȤ1

ǐŏIɛɎŗ�ǭȺŀǆȈĩ/���"1ŌĄIū

ɖ/Þſ�E�,IōĘ�*�E	<$�6E�,

ÿĂ|s�`�,��äșƮ¤Aǜ1£�/|s

�`�,�*əŨ��ìɑ1ǐƯ/(�*ŌĄIť

ª�*@C��,@ɭǃj�df�Zan×Ę1

4,(+�E	 
� ɭǃj�df�Zan1ƕ2(Ǥ2�ĳƁ/��

EɭǃŎɁ1è�+�E	ǡǃŀ/ǣǭ.ɢɸIǣ

ǭ/¬�/2�ǡǃÊ1ɢɸȻĥ�ɤȮ/.E	"

1$?�KBC³�șƮ¤Aú¤1īɧ�EɭǃƳÑ

81×ÍAɜÛ1ǃĜ/ɪ�EɆŵſ·Iťª��

ɭǃ/ɪ�EǠǿ�ǝAɀǁ �ɭǃůĚIɧµ�

*�E	Ƈɓ+2�KBC,NTTȭŹƏ�əŨI��

ǨÀ1ĦĔƗ/ɭǃÂÊŠƛIȢ'*�E	 

                                                
2 XuygbL ��2�įǜƑ.-ɮCF$P|K

IģɄ/�ÿĂ/Ġǩ�$ǘ1ŌĄIǡ®�Eū

� Î�*�£ƨ1ɭǃŎɁ%�+2.4�j�df

�ZanIȁ7ú¤æĉ1ɭǃŎɁIè��94�

KBC,ɭǃj�df�ZanIȁ7ú¤��æ/

ɶ<E�ɭǃhad��U Ƀ�I�ǝ��ǃĜ/

´�$ȹ�å�AʂIåH!$XuygW�Zz

�1ą,�*�E	ƀĴ1 Ƀ+2�ǡǃƁ/��

EșƮ¤,t\Xu1ŌĄ½Ɖ/(�*P}K{

�d1ƳǙA�ʇɦ1Ċ+ɢɸIî51�EƉǙŉ

.-¾¤ǣ.�,Iƭ?*�D�ɭǃj�df�Z

an×Ę/��*Ď�.ŎíI@$C�*�E	 
 
3.3 �ð2Ĵ7ƈɅɹ81ģŅ,Ⱦʁ 
� KBC�äŖ,ɭǃj�df�ZanIȉȁ�$

ŀ�ǰĭǨ+2�ð2Ĵ7ƈɅɹ�ǡǘ�$	ǃĜǡ

ǘŀ/ɭǃj�df�Zan2ơȗ�$11�Ūõ

�9�ǅ2¥1	�1ɅɹǃĜ1�©IȽ=ȳ�*

�4	 
  �ð2Ĵ7ƈɅɹ2ǰĭǨÀ+2Ďǋǚįìɑ�

ɶ�ǣ/ȩĜIá�$ĩŖǣ.ǃĜ+�'$	ÊŹ

1ƩɄ�ĄIĎ�4�øEɅɹ+ǐƯ�ňǂ/ŋ

Ô�$$?/�KBC2ǡǃƁ/șƮ¤,XuygW

�Zz��àF.1'$	�1��ǃĜǡǃÊ/X

�fƾ/��EɢɸŖɛ÷/(�*àƐ�*�$

�,�ǘ1�Fūɖ/(.�'$	șƮ¤1ɭǃŚ

Ľȑ,2əŨ�àF.1'$@11�șƮ¤1ɭǃ

�Č1ɣȎ1�/ÿĂ|s�`�,�*əŨ�*

�$�,+�șƮ¤À1ŌĄIKBC/¡ɞ�*@C

��,@+�$	 
� �ŷ+�Ʌɹ1ȩĜIá�$ĎǋǚįIǸɐ�E

XuygbLFM1FM$J,³2�ɭǃj�df�

Zan×Ę+ŁCF$ŌĄ2ħ.1'$,��	�

ȝǣ/�ȩĜAɢɸŖ.-»ȝ1ŌĄ2șƮ¤1C

ŌĄIàŁ�E	�1��șƮ¤/2įƨAƶɭú�

ɂġAƵ�­Ėĵ.-1CȩĜÿĂ1ŌĄ�ɶǻ

�E$?�ŌĄ1ŲǕ,ŌĄ1ȪàD,�*ǔÿǭ

Ⱥ�ƻ><+ŌĄ�¼ɧ�F.�	"1$?�șƮ

¤,ǃĜ×ĘIȉȁ��əŨI�*�*@�ŌĄ1

½Ɖ<+/č41Ɓɩ�11D\v�].ŌĄ1

ǡ®/ȚC.1'$	b~kĩ,1ɭǃ×Ę/ɪ�

*@�ĩŖǣ.ǃĜ%'$$?�ŌĄɥ2b~kĩ

BD@FM$J,�č4Iś'*�$	b~kĩ,

ɺȹ�ȄIȁ5�ǔą1ǃĜǐƯIĄë�E�,2

�'$��FM$J,³�ŁCF$ŌĄ2ħ.1'

$	ȁƔ,�*�FM$J,2ħ�ű.�C24Ɓɩ¤

È+șCŌĄIàD/�'$,��	 
 

4 Ȑġ 
� �1�©1ƚȵIɗ�*�ɭǃ×Ę1Ⱦʁ�3(
žC1,.'$	 

ɖĩ,�*ĳœ  Ĵ �ƈ/ÈĸÔ�F�č41X

uygbL ��2șƮ¤,ǃĜūɖ×ĘIȉȁ�*

�E	�



� ʎ(Ǥ2�ǃĜǡǃƁ/��EŌĄ1ßɶ�ûɸ

+�E�,%	ȩǃÿĂ1ŌĄ��Ŵ/șƮ¤/ɶ

<E�,1C�ŌĄ1ŲǕA"1ŌĄ1ȪàD§ƛ

/č41Ɓɩ�Ë1F�șƮ¤/ɶ<'$ŌĄIÐ

ǓB4wcLK/əŨ�½Ɖ�E�,�+�*�.

�	�1ȳƭ/2�< �ŌĄ1ɶǻ/ɪ�E�ǿ

=F4D�Ƣ1!.�	ŌĄIťª�F$@1I»

*șƮ¤�àD<,?ŲǕI�E1+2.4�ɂġ

AƵ�­Ėĵ.-®ʀŉ1�EŌĄ/ɪ�*2�w

cLK/ǥŢƴ�.-ŌĄ1ÃŰ/BEŌĄŲǕ

1ÐǓÔ�üFE1+2.�%G�1	FM$J,

+2�ƶɭĵ1ŌĄIƣ1ŌĄ,=.��șƮ¤I

ȀǛ! /FM$J,/ŌĄ�ºEB�șƮ¤,�

ƼIɚ?*�E"�%	Î�*�ŌĄ1ȪàD/ģ

�EŘȣ1ĥº�ńȮ+�E	�ð2Ĵ7ƈɅɹ1B

�/ȩĜ�ǗĎ+��ǔÿǭȺ�+�.�ǐŏ1

ąå/2�e���1ƳǙ.-/BD��ȩĜ/ɡ

H /ǔÿǭȺ+�EǖćIŲ�E�,@ńȮ%

G�	 
Ⱦʁ1ʏ(Ǥ2ĳƁ1XuygW�Zz��ɉ

+�E	ǃĜ,��ȆňƁ/��1ɭǃ×ĘIǘ1

�$?/2�ɒɘ.j�df�æĉ1əŨ�ńȮ+

�E	�1���ð2Ĵ7ƈɅɹ+2�ŚĽȑæĉ�

�<4XuygW�Zz�IàE�,�+�.1

'$,��	șƮ¤1ɭǃŚĽȑ2ƦĴºFƆHD

��E$?�ɿȋ/�ŚĽȑæĉ�ʂIåH!EX

uygW�Zz�I,E�,�ńȮ/.E%G�	

Ĳ1Ȍ�D/B'*�ǃĜƁ/��1ǐƯIȐ�Ō

Ą1½ƉA×Í¤ÈI,E�,/(.�E1+2

.�%G�1	"��F3�ǃĜƁ/ħ�ű¤È+

ɛ÷�*�EXuygbLFM/ğDƹ'$ģŅI

b~kĩ³�àF$âȗŉ@�E	<$��ø2Ʌ

ɹ1©Iȯ*�$��ÿɼAƲƱ.-ǃĜǡǘȮù

1ɟ�/B'*ɭǃ×Ę/ƫ?CF*�E�,A

Ⱦʁ2ċHE+�G�	-J.ȆňƁ/@əŨ�E

$?/2�ĲƁ1ŚĽȑæĉ1(.�D�ńȮ�â
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COVID-19 による外出自粛生活における 
看護系大学生の睡眠と精神的健康の実態 
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要旨 

 
【目的】COVID-19パンデミックにより生活の変化やそれに伴うストレスが生じている。本研究では、外出

自粛生活における看護系大学生の睡眠、ストレス、精神的健康の実態を明らかにし、外出自粛生活の睡眠や

精神的健康への影響と学生への支援について検討する。【結果】対象者の65.2 %が「就寝時刻が遅くなった」、

43 %が「睡眠の質が悪くなった」と回答し、対象者の10.6 %が中等度以上の不眠症に分類された。睡眠の量-
質-位相の良好群の割合はそれぞれ15.0 %-35.5 % -29.7 %であった。1年生、経済的な心配の強い学生は、他に

比べ精神的健康度が低かった。【結論】外出自粛による生活の変化は、睡眠の質の低下、生活の夜型化をもた

らす可能性がある。また、１年生や経済的な心配が強い学生に対する睡眠と精神的健康への支援の必要性が

示唆された。 
 
キーワード: COVID-19、看護学生、睡眠 
 
1 背景 

COVID-19 のパンデミックにより外出自粛など

の生活の変化とそれに伴う様々なストレスが生じ

ている。外出自粛生活にある大学生は、健康への不

安や大学生活、就職への不安、対人接触の減少によ

る孤独等にストレスを感じていると報告されてい

る(Sahu , 2020 ; Altena et al. , 2020)。精神的ストレス

は不眠を促進し(Kim et al. , 2000)、COVID-19 に関

連する不安が睡眠障害に影響することが示されて

いる(Rajkumar , 2020)。本研究の目的は、COVID-19 
による外出自粛生活における看護系大学生の睡眠、

ストレス、精神的健康の実態およびこれらの関連を

明らかにし、看護学生に必要な支援について検討す

ることである。 
 
2 方法 
2.1 研究対象者およびデータ収集方法 
 関東圏内の看護系大学1校に在籍する学生1～4年
生を対象にウェブアンケートを実施した。調査協力

への依頼と説明は各学年のオンライン授業終了時

に画面上で行い、協力意思のある学生には画面に表

示されたQRコードを読み取りアンケートに回答し

てもらった。データ収集期間は、COVID-19 のため

外出自粛が要請されている2020年6月～8月である。 
 
2.2 調査項目 
調査項目は以下の通りである。 

① 個人属性 
性別、学年、居住形態の3項目から成る。 

② COVID-19関連ストレスと日常生活への影響 
COVID-19の日常生活への影響、外出自粛生活に
よるスクリーンタイムの変化、COVID-19に感染すること

への心配の程度、COVID-19を自分が他人にうつす可
能性に対する心配の程度、COVID-19に関連する経済
的な心配の程度、人とのつながりを持ちづらいこと

によるストレスについて、5件法で尋ねた。 
③ 日常生活ストレス 
大学生用日常生活ストレッサー尺度(嶋,1992)の

23項目短縮版を用いた。「実存的ストレス」「対人的

ストレス」「大学・学業ストレス」「物理・身体的ス

トレス」の４つの下位尺度から成る。 
④ 精神的健康 

General Health Questionnaire12(中川, 大坊, 2013 ; 
以下、GHQ12)を用いた。得点が高いほど精神的健康

度が低い。 
⑤ 睡眠状態 

3次元型睡眠尺度(松本ら, 2014)を用いた。睡眠の

量、質、位相の3つの尺度で構成されている。加えて、

睡眠時間、睡眠の質、起床時刻、就寝時刻について

外出自粛前後の自覚的な睡眠状態の変化を尋ねた。 
⑥ 不眠重症度 

Insomnia Severity Indexの日本語版である日本語版

不眠重症度質問票(宗澤, 2009 ; 以下、ISI-J)を用いた。

得点が高いほど不眠重症度が高い。 
 
2.3 分析方法 

SPSS ver. 25を用い、記述統計、Kruskal-Wallisの検

定、Spearmanの相関係数、重回帰分析を行った。 
 
2.4 倫理的配慮 
本研究は慶應義塾大学看護医療学部研究倫理委

員会の承認を得て実施した(受理番号：迅-11)。口頭

での説明に加え、アンケート冒頭に研究内容および

倫理的配慮についての説明文を記載し、同意する場

mailto:*naoh-814.z5@keio.jp


合のみ回答を続けるように説明した。協力は任意で

あり、アンケートは個人が特定されない方法で回収

すること、拒否した場合にも成績評価を含むいかな

る不利益も被らないことを強調して説明した。 
 
3 結果 
オンライン授業に出席した学生432名中、293名が

アンケートに回答した(回答率67.8 %、有効回答率

100 %)。 
 

3.1 対象者の個人属性 
個人属性は表1に示す通りである。 
 

表1：個人属性 

 
 

3.2 自覚的睡眠の実態 
外出自粛生活により睡眠が自覚的に変化した者

の割合を表2に示す。外出自粛前に比べて睡眠時間

が増えたと回答した者は159名(54.3 %)であったが、

睡眠の質が良くなったと回答した者は34名(11.6 %)
であった。就寝時刻が遅くなったと回答した者が

191名(65.2 %)、起床時刻が遅くなったと回答した者

が181名(61.8 %)であった。 
 
表2：外出自粛生活により睡眠が自覚的に変化した者の割合 

 
 

3.3 3次元型睡眠尺度による睡眠状態の実態 
睡眠の量(個々にとって必要な睡眠時間に対する

充足度)、睡眠の質(不眠症状の有無と不眠に対する

脆弱性)、睡眠の位相(睡眠-覚醒リズムの規則性と、

概日リズムと体内リズムの一致性)の得点を良好群

と不良群に分けた。睡眠の量の良好群は44名
(15.0 %)、睡眠の質の良好群は104名(35.5 %)、睡眠

の位相の良好群は87名(29.7 %)であった(表3)。学年

別の比較では、1年生は2年生(p = .004)、4年生(p 
= .024)に比べて睡眠の量の得点が有意に低かった。 

 
表3：睡眠の量、質、位相の良好群、不良群の学年別人数分布 

 
 
3.4 不眠重症度の実態 
 不眠症状別の人数分布を表4に示す。不眠症状が

ある者の割合は、入眠困難204名(69.6 %)、中途覚

醒131名(44.7 %)、早朝覚醒81名(27.5 %)、睡眠パタ

ーンへの不満足274名(93.5 %)であった。 
学年別の不眠重症度の人数分布を表5に示す。対

象者全体でみると、臨床的な不眠症状のない者が

114名(49.1 %)、閾値下不眠118名(40.3 %)、不眠中

等度29名(9.9 %)、不眠重度2名(0.7 %)であった。学

年毎の不眠重症度得点の比較では、1年生は2年生

(p = .031)、3年生(p = .007)よりも有意に高かった。 
 

表4：不眠症状別重症度の割合 

 
 

表5：学年別不眠症状の分布 

 
 

3.5 精神的健康の実態 
GHQ12得点をカットオフ値で高得点群、低得点

群に分けた学年別人数分布を表6に示す。2年生は3
年生より有意にGHQ得点が高く(p = .034)、1年生は

2年生より有意にGHQ得点が高かった(p = .001)。 

項目 n(人) %

性別 男 10 3.4

女 283 96.6

学年 1年生 95 32.4

2年生 80 27.3

3年生 47 16.0

4年生 71 24.2

居住形態 家族と同居 235 80.2

独居 47 16.0

学生寮 9 3.1

その他 2 0.7

項目 n(人) %

増えた 159 54.3

減った 67 22.9

変わらない 67 22.9

良くなった 34 11.6

悪くなった 126 43.0

変わらない 133 45.4

早くなった 14 4.8

遅くなった 191 65.2

変わらない 88 30.0

早くなった 16 5.5

遅くなった 181 61.8

変わらない 96 32.8

睡眠時間

就寝時刻

起床時刻

睡眠の質

因子 群
1年生

n=95
2年生

n=80
3年生

n=47
4年生

n=71
全体

N=293

良好群 11(11.6) 18(22.5) 5(10.6) 10(14.1) 44(15.0)

不良群 84(88.4) 62(77.5) 42(89.4) 61(85.9) 249(85.0)

良好群 31(32.6) 34(42.5) 16(34.0) 23(32.4) 104(35.5)

不良群 64(67.4) 46(57.5) 31(66.0) 48(67.6) 189(64.5)

良好群 24(25.3) 26(32.5) 15(31.9) 22(31.0) 87(29.7)

不良群 71(74.7) 54(67.5) 32(68.1) 49(69.0) 206(70.3)
睡眠の位相

睡眠の量

睡眠の質

不眠症状 ない 軽い 中程度 重い 深刻

入眠困難 89(30.4) 88(30.0) 70(23.9) 40(13.7) 6(2.0)

中途覚醒 162(55.3) 91(31.1) 25(8.5) 12(4.1) 3(1.0)

早朝覚醒 212(72.5) 47(16.0) 22(7.5) 11(3.8) 1(0.3)

睡眠パターンへの
不満足

19(6.5) 37(12.6) 110(37.5) 112(38.2) 15(5.1)

日中の活動への
自覚的影響

39(13.3) 127(43.3) 78(2.7) 42(14.3) 7(2.4)

他者からみた
日中の活動への影響

111(37.9) 109(37.2) 52(17.7) 16(5.5) 5(1.7)

睡眠の問題への心配 74(25.3) 122(41.6) 62(21.2) 30(10.24) 5(1.7)

学年
臨床的

不眠症状なし
(0-7点)

閾値下不眠
(8-14点)

不眠中等度
(15-21点)

不眠重度
(22-28点)

1年生 38(40.0) 46(48.4) 11(11.6) 0(0.0)

2年生 44(55.0) 29(36.3) 6(7.4) 1(1.3)

3年生 28(59.6) 15(31.9) 4(8.5) 0(0.0)

4年生 34(47.9) 28(39.4) 8(11.3) 1(1.4)

合計 144(49.1) 118(40.3) 29(9.9) 2(0.7)



表6：GHQ12低得点群、高得点群の学年別人数分布 

 
 
3.6 COVID-19関連ストレスおよび日常生活への影

響の実態と睡眠、精神的健康との関連 
COVID-19関連ストレスおよび日常生活への影響

の各項目の結果を表7に示す。外出自粛によるスク

リーンタイムの変化について、「少し減った」「かな

り減った」と答えた者はいなかった。 
学年毎の得点比較では、1年生は2年生(p = .031)、

3年生(p = .007)よりも人とのつながりが持てないこ

とによるストレスの得点が有意に高かった。 
経済的な心配が「全くない群」と回答した者をな

し群、「少しある」「ある程度ある」と回答した者を

低得点群、「かなりある」「非常にある」と回答した

者を高得点群に分類し、3群間での3DSS、ISI-J、
GHQ12得点を比較した。高得点群はGHQ12の得点

が有意に高く、精神的健康が不良であった(p = .000)。
3群間で3DSS、ISI-Jの得点に有意差は認めなかった。 

 
表7：COVID-19関連ストレスと日常生活への影響 

 
 

3.7 日常生活ストレスと睡眠、精神的健康との関連 
日常生活ストレスと睡眠、精神的健康について相

関係数を算出した(表8)。物理・身体的ストレス得点

と、不眠重症度(r = .45, p < .01)およびGHQ12得点(r 
= .56, p < .01)の間に中程度の正の相関を認めた。 

 
表8：日常生活ストレスと睡眠、精神的健康の相関 

 
 
3.8 精神的健康への影響因子 

GHQ12得点を従属変数、日常ストレス下位因子、

COVID-19関連ストレスと日常生活への影響の各項

目、睡眠の量、睡眠の質、睡眠の位相、不眠重症度

を目的変数とした重回帰分析を行った(表9)。実存的

ストレス(β = .30)、身体的ストレス(β = .16)、人との

つながりが持ちにくいことへのストレス(β = .23)、
不眠重症度(β = .21)COVID-19による日常生活への

影響の程度(β = .14)、大学・学業ストレス(β = .11)が
精神的健康に影響していた。今回投入した変数によ

る精神的健康の説明率は59.3 %であった。 
 

表9：精神的健康への影響因子 

 
 

4 考察 
今回の調査では、看護学生の65.2 %が「就寝時刻

が遅くなった」、43 %が「睡眠の質が悪くなった」

と回答し、看護学生の睡眠の量-質-位相の良好群の

割合は15.0 %-35.5 % -29.7 %であった。大学生を対

象とした他国の先行研究では、外出自粛後は自粛前

比べて入床時間が遅れ、ベッドにいる時間が長く、

入眠潜時が延長し、睡眠効率が低下した(Romeo-
Blanco et al. ,2020)、就寝時刻が遅くなり夜型の生活

になった、睡眠時間が延長し睡眠の質が低下したこ

とが報告されている(Kaparounaki et al. , 2020 ; Cellini 
et al, 2020)。本調査においても外出自粛生活に伴い

入眠時間や起床時間が遅くなり、入眠困難と熟眠感

の欠如を自覚している者の割合が他の項目に比べ

て高いといった同様の影響が認められている。 
外出自粛中の睡眠の質低下の理由として、

Morin(2020)は、外出自粛により日光を浴びる時間や

通勤や通学、食事や運動、対人交流など体内時計と

環境を同期し調整する機会が減少することで睡眠

の質や睡眠パターンに変調を来すと指摘し、外出自

粛生活中は普段以上に睡眠衛生行動が重要である

と述べている。授業がオンライン化し通学時間が減

少したという背景と合わせて考えると、調査対象の

看護学生は、平常時に比べて睡眠時間を確保しやす

くなった一方で、日中の身体活動や対人交流の減少

により入眠困難や熟眠感の欠如といった睡眠の質

低下を来しやすくなったと推察される。今回の調査

で10.6 %の学生は中等度以上の不眠を呈している

ことが示されたことからも、看護学生の睡眠衛生を

良好に保つための教育的支援が必要だと考える。 
看護学生の精神的健康に関する岩永ら(2007)の調

査では、精神的に不良な群が34.1 %であったと報告

されている。筆者らが2019年に行った調査(松本, 野
末, 福田, 2020)では55.6 %であり、これらに比較し

今回の調査では精神的に不良な者の割合が62.8 %
と高いことが示された。特に注目すべき点として、

1年生のGHQ12得点が有意に高く、人とのつながり

因子 群
1年生

n=95
2年生

n=80
3年生

n=47
4年生

n=71
全体

N=293

低得点群 25(26.4) 31(38.8) 27(57.4) 26(36.6) 109(37.2)

高得点群 70(73.6) 49(61.2) 20(42.6) 45(63.4) 184(62.8)
GHQ12得点

n(%)

項目 全くない 少しある ある程度ある かなりある 非常にある

COVD-19による
日常生活への影響

1( 0.3) 50(17.1) 75(25.6) 107(36.5) 60(20.5)

自分がCOVID-19に感染することを
どの程度心配しているか

10( 3.4) 46(15.7) 128(43.7) 77(26.3) 32(10.9)

COVID-19を他人にうつすことを
どの程度心配しているか

6( 2.0) 43(14.7) 98(33.4) 81(27.6) 65(22.2)

COVID-19に関連する
経済的な心配がどの程度あるか

61(20.8) 108(36.9) 74(25.3) 38(13.0) 12( 4.1)

COVID-19によって人とのつながりが
持ちづらいことへのストレス

25( 8.5) 72(24.6) 65(22.2) 88(30.0) 43(14.7)

外出自粛による
スクリーンタイムの変化

かなり減った
0(0.0)

少し減った
0(0.0)

以前と変わらない
6(2.0)

少し増えた
23(7.8)

かなり増えた
264(90.1)

睡眠の量 睡眠の質 睡眠の位相 不眠症重症度 GHQ12

実存的ストレス -.16** -.16** -.24** .33** .58**

対人的ストレス -.24** -.20** -.21** .28** .38**

大学・学業ストレス -.33** -.17** -.28** .30** .45**

物理・身体的ストレス -.38** -.34** -.12  * .45** .56**

*p < .05  **p < .01      

独立変数 Β β p VIF

実存的ストレス .21 .30 .00 1.35

身体的ストレス .20 .16 .00 1.79

人とのつながりが持ちにくいことによるストレス .66 .23 .00 1.41

不眠重症度 .15 .21 .00 1.39

COVID-19による日常生活への影響 .47 .14 .00 1.32

大学・学業ストレス .03 .11 .02 1.44

R ² = .602(p < .001)　　調整済みR ² = .593(p  < .001)



が持ちづらいことへのストレスが他の学年と比べ

て有意に高いこと、そして重回帰分析から、人との

つながりが持てないことへのストレスが精神的健

康に影響していることが示された。1年生にとって

は、入学後に交友関係を築き、新しい環境へ適応し

ていく時期に外出自粛が要請されており、こうした

背景を考慮した支援の必要性が示唆された。また、

経済的な心配が強い者は精神的健康が不良である

ことが明らかになったことから、経済的な不安を抱

えた学生を早期に把握し、支援を行うことが必要だ

と考える。 
本研究は1施設での調査研究であり、結果の一般

化には限界がある。また、1時点での横断研究のた

め同集団における外出自粛前後での比較は行って

いない。同一集団を対象とした追跡研究により、外

出自粛による影響をより詳細に明らかにすること

が今後の課題である。 
 
5 結論 
外出自粛による生活の変化により、睡眠の質が低

下し生活が夜型化しやすいことが示唆された。特に、

新入生や経済的な心配が強い学生に対する睡眠と

精神的健康への支援の必要性が示唆された。 
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要旨 
 

近年、医療機関ではAI問診票の導入が進み、患者の問診時間の削減、医療スタッフの業務時間削減や業務

効率化に役立つとされている。本研究は、SクリニックにおけるAI問診票導入等の施策実施前後の満足度の比

較を目的とし、患者満足度（CS）調査と従業員満足度（ES）調査を行った事例である。CS調査の結果、AI問
診票導入が外来患者の待ち時間を69分削減させ、それにより待ち時間の満足度が向上した。一方、AI問診票

の回答は紙の問診票に比べ大変だと感じる患者が増えたが、クリニックに対する総合満足度に有意な影響は

及ぼさなかった。ES調査の結果、従業員のワーク・ライフ・バランスの満足度の向上と、医療従事者同士の

連携および患者とのコミュニケーションにおける満足度の低下が明らかになった。本調査で明らかとなった

結果を踏まえ患者満足度と従業員満足度の双方を向上させる新たな方策を検討し経営戦略に繋げ、その検証

を行うことが今後の課題である。 
 
キーワード: 患者満足度、従業員満足度、AI問診票、待ち時間削減、業務時間削減、業務効率化、残業時間

削減、質問紙調査 
 
1 はじめに 
 医療機関における問診は、患者の身体的情報を得

るために重要な役割を果たしている。Sクリニック

では、これまで紙の問診票を用い、患者と医療従事

者が対面で問診を行ってきた。しかし、集めた患者

情報をデータとして保存する必要があったため、そ

の手間がかかり、作業時間を要していた。このよう

な問題を解決するために開発されたAI問診票は、従

業員の業務時間削減と業務効率化を実現するとと

もに、患者が問診に割く時間や、コロナウイルス等

の感染リスクの削減に役立つとされている。 
Sクリニックでは、AI問診票を導入する等の施策

に合わせて、患者満足度（CS）調査と従業員満足度

（ES）調査を実施した。 
 
2 CS調査とES調査 
本研究で実施するCS調査とES調査の先行研究を

以下にまとめる。 
 

2.1 患者満足度（CS）調査 
CS調査とは、Customer Satisfactionの頭文字をとっ

たもので顧客満足調査のことである。本調査では、

医療機関における顧客を対象としており、顧客は患

者となる。 
かつて、医療の評価を行うのは患者ではなく、医

療提供者のみで十分であるという論調が強く、患者

側からの医療の評価を阻んでいた背景がある1）～4）。

その後、CS調査は、患者の治療コンプライアンスの

確保や医療訴訟の抑制に役立つという報告が多く

なされ5）〜13）、病院管理において質の確保やリスク

管理という観点からも重要であると考えられるよ

うになった。近年は、CS調査は患者中心の医療の実

現のためにも重要とされている。 
 

2.2 従業員満足度（ES）調査 
ES調査とはEmployee Satisfaction の頭文字をとっ

たもので従業員満足調査のことである。ES調査では、

フレデリック・ハーズバーグの「衛生・動機づけ要

因理論」（Frederick Herzberg’s motivation-hygiene 
theory）を基礎として考えることが多い14)。 
「衛生要因」は、一定水準以上の満足度向上は見込

めないが、不満の要因にはなる福利厚生などをいう。

「動機づけ要因」は、満足度に強く関与する、仕事

のモチベーションに関する要因をいう。「衛生要因」

と「動機づけ要因」はどちらも満たしていくことが

重要であるといわれている。 
 
3 方法 
3.1 CS調査の概要 
本CS調査の対象者は、Sクリニックに来院した初

診外来患者である。AI問診票導入前は12件、導入後

は288件の回答を得た。調査実施時期を2020年1月6
日から2020年3月18日までとした。 
初診患者がクリニック内でどのように過ごして

いるのか把握するために、初診患者の行動フローを

作成し、それに対応するクリニック側の対応をまと

め、漏れのない質問項目を作成した。そこで分類し

た「受付との接触」「看護師との接触」「非接触」「医



師との接触」「検査技師との接触」の5つから質問項

目を抽出し、受付、待機、問診、診療、検査、結果

説明、それに加えて初診患者の属性と総合満足度の

8つとした。表1に示す。 
これらの調査項目は、属性の項目を除き、7件法

（7=とても満足である、6=満足である、5=やや満足

である、4=どちらとも言えない、3=やや不満足であ

る、2=不満足である、1=とても不満足である）で評

価してもらった。 
 

表１ 質問項目と略記の対応表 

 
 
3.2 ES調査の概要 
本ES調査の対象者は、AI問診票導入前後の期間に

おいてSクリニックで働いていたスタッフ12名であ

る。なお実施時期は2020年2月とした。ES調査の調

査項目は、満足度に関する5項目と属性5項目で構成

した。満足度については、スタッフ同士の連携、患

者とのコミュニケーション、仕事の質、ワーク・ラ

イフ・バランス（残業時間・仕事の量）、仕事のモチ

ベーションの5項目について、AI問診票導入前と後

のことをそれぞれ評価してもらった。そして、これ

らはCS調査と同様に7件法を用いた。また、属性は、

性別、年齢、職種、勤続年数、勤務形態とした。 
さらに、同時期の調査対象スタッフ12名の勤怠記

録を参照し、ES調査結果との比較考察に用いること

とした。 
 
3.3 倫理的配慮および利益相反 

CS調査に当たっては、配布した質問紙にアンケー

トの趣旨に加えて回答は任意であり回答しなくて

も不利益は無いことを記載すると共に受け付けス

タッフが説明し、提出をもって同意が得られたもの

とした。本調査は、患者の個人情報や健康内容・診

療内容には触れておらず、「人を対象とする医学系

研究に関する倫理指針」の対象の範囲外であるが、

更に加えて、調査に協力しなくても不利益にならな

いことを明確にするために、回答者個人が特定され

ないよう無記名回答とし、自ら回収箱に入れるよう

にした。ES調査も同様の配慮をした。本研究に関連

して開示すべき利益相反関係はない。 
 

3.4 分析 
 CS調査の分析は、待ち時間の評価については、患

者の待ち時間の比較と、待ち時間満足度に対する評

価を比較することによって行った。AI問診票の記入

に負担を感じていない患者の割合と、スマホなどの

電子機器の使用の有無の割合を集計することによ

って行った。 
ES調査の分析は、AI問診票導入前後で従業員満足

度がどのように変化したのかを確認するため、評価

項目ごとに平均値と標準偏差を求め（表6）、レーダ

ーチャートを作成した（図2）。 
 
4 結果と考察 
4.1 待ち時間の削減とそれによる評価向上（CS調査） 
 患者の待ち時間は、約195分から約126分へ一人当

たり69分の削減となった。（図1）それに伴い待ち時

間に対する評価は、表2より向上していることがわ

かる。低評価である「やや不満足である」から「と

ても不満足である」の割合は33.3 %から8.9 %に24.4
ポイント減少できている。（表2） 
 

 
図1 AI問診票導入前後の患者待ち時間の比較（単位：分） 

 
表2 待ち時間の長さに対する満足度の比較（単位：%） 

 
 

4.2 問診票の回答の大変さの増加（CS調査） 
 紙の問診票（前）とAI問診票（後）の回答の大変

さに関する質問の回答を比較した。（表3） 
 

表3 問診票の記入に対する満足度の比較（単位：%） 

 
 



この表から、AI問診票導入前の紙の問診票に比べ、

AI問診票の方が記入が大変だと感じる方（とても不

満足からやや不満足）が増えていることが明らかと

なった。次に、スマホなどの電子機器の使用に関し

ては、使用しないと回答したのは17 %と明らかとな

った。使用していない方の年代は、60代以下が30 %、

70代が32 %、80代以上が38 %であった。このことか

ら、70代以上の患者が16 %を占めるクリニックであ

るので、AI問診票などの電子機器の使用に不慣れな

方が少なからず存在することが分かった。一方で、

総合満足度は表4に示すように有意な変化はみられ

ていない。（表4） 
 

表4 初診患者の総合満足度の比較 

 
 
4.3 ワーク・ライフ・バランスの満足度向上(ES調査) 
ワーク・ライフ・バランス（残業時間・仕事の量）

の満足度は、AI問診票導入前は平均3.5であったが、

AI問診票導入後では平均5.7に変化し、5 %水準で有

意差がみられた。（図2） 
表5に従業員の残業時間の変化を示す。職種によ

って残業時間の変化が異なっているものの、AI問診

票導入によって、どの職種でも業務時間の削減や業

務効率化につながり、結果して残業時間が削減され

た。また、クリニック全体の従業員の残業時間は1
か月に53.5時間の削減となった。特に看護師は一人

当たり1か月に約6.7時間の削減となった。ES調査結

果との関連を考察すると、業務時間の大幅な削減に

より従業員のワーク・ライフ・バランスの満足度が

向上したと考えられる。 
 

 
図2 AI問診票導入前後の従業員満足度の比較 

 

表5 AI問診票導入前後の残業時間比較（単位：時間） 

 
 

表6 5項目の平均値と標準偏差 

 
 
4.4 医療従事者同士の連携および患者とのコミュ

ニケーション満足度の低下（ES調査） 
AI問診票導入前後の平均値を比較すると、スタッ

フ同士の連携（医療従事者同士の連携）と、患者と

のコミュニケーションの質問項目には満足度の低

下がみられた（図2、表6）。これらの項目において平

均値に有意な差はなかったが、表6から、特に患者

とのコミュニケーションは、導入前と比べ導入後の

満足度が維持もしくは、低下傾向の回答が多いこと

が確認できた。医療従事者同士の連携および患者と

のコミュニケーション満足度が低下したことにつ

いては、AI問診票導入により診察前後の工程（基本

的な身体測定や診察結果のフィードバック方法）を

見直した影響による可能性がある。しかし、これは

あくまでも推測であり、その原因を明らかにするこ

とは今後の課題である。 
また、本ESおよびCS調査の結果はレポートにま

とめ、その解説付きの動画を作成した上でYouTube
にアップし、オンラインで従業員全員に視聴して

もらう形式のフィードバックを行った。その後、

医療スタッフの入れ替わりも起きているため、追

跡調査の限界もあるが、AI問診票活用の定着によ

り新たなクリニック内のコミュニケーションが生

まれている可能性も示唆される。 
 
5．おわりに 
本発表では、AI問診票の導入をきっかけに患者

満足度（CS）調査と従業員満足度（ES）調査を実

施したSクリニックの事例を報告した。 
CS調査の結果、AI問診票導入が待ち時間69分削

減とそれによる待ち時間の満足度向上が見られ

た。一方、AI問診票の回答は紙の問診票に比べ大

変だと感じる患者が増えたが、クリニックに対す

る総合満足度に有意な影響は及ぼさなかった。 
ES調査の結果、従業員のワーク・ライフ・バラ

ンス満足度の向上と、医療従事者同士の連携およ

び患者とのコミュニケーション満足度の低下が明

らかになった。また、本事例では調査結果を従業

員に対し、オンライン形式のフィードバックを行



った。本調査で明らかとなった結果を踏まえ患者

満足度と従業員満足度の双方を向上させる新たな

方策を検討し経営戦略に繋げ、その検証を行うこ

とが今後の課題である。 
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